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規 則 

 

三 重 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。 

  平 成 二 十 九 年 三 月 三 十 一 日 

                             三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬 

三 重 県 規 則 第 四 十 四 号 

三 重 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 

三 重 県 事 務 決 裁 及 び 委 任 規 則 （ 平 成 十 四 年 三 重 県 規 則 第 三 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

別 表 第 一 防 災 対 策 部 災 害 対 策 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 
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武力攻撃事態
等における国

民の保護のた
めの措置に関
する法律（平

成 16 年法律
第 112 号）の
施行に関する

事務 

1  法第 15 条第 1 項の規定による国民
保護等派遣要請（法第 183 条において

準用する場合を含む。） 

    ○                 

2  法第 35 条第 5 項の規定による市町
の国民の保護に関する計画の協議 

        ○             

3  法第 46 条の規定による警報の通知
（法第 183 条において準用する場合を

含む。） 

        ○             

4  法第 51 条第 2 項の規定による警報
の解除の通知（法第 183 条において準
用する場合を含む。） 

        ○             

5  法第 52 条第 7 項の規定による避難
措置の指示の通知（法第 183 条におい
て準用する場合を含む。） 

        ○             

6  法第 53 条第 3 項の規定による避難

措置の指示の解除の通知（法第 183 条
において準用する場合を含む。） 

        ○             

7  法第 127 条第 2 項の規定による被災
情報の報告（法第 183 条において準用

する場合を含む。） 

        ○             

8  法第 148 条の規定による避難施設
の指定 

        ○             

別 表 第 一 防 災 対 策 部 危 機 管 理 課 の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 戦 略 企 画 携 部 統 計 課 の 表 第 八 号 の 項 を 削 る 。 

別 表 第 一 総 務 部 人 事 課 の 表 第 一 号 の 項 第 一 号 中 

「  

(3） 地方公営企業の管理者に係るも
の 

○           
  を 

                                           」 

「  

(3） 地方公営企業の管理者に係るも

の 

○           

  に 改 め 、 同 表 

(4） 教育長に係るもの ○           

                                           」 

第 三 号 の 項 第 十 一 号 を 削 り 、 同 表 第 五 号 の 項 中 「及び公営企業管理者の給与及び旅費条例（昭和 41 年三重県条例

第 59 号）第 1 条 」 を 「、公営企業管理者の給与及び旅費条例（昭和 41 年三重県条例第 59 号）第 1 条及び三重県

教育委員会教育長の給与等に関する条例（平成 13 年三重県条例第 6 号）第 2 条 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 総 務 部 税 務 企 画 課 の 表 第 一 号 の 項 第 四 号 中 「等 」 を 削 る 。 

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 福 祉 監 査 課 の 表 第 一 号 の 項 第 二 号 を 削 り 、 同 項 第 三 号 中 「第 39 条の 3 」 を 「第 45 条の 6

第 2 項 」 に 、 「仮理事 」 を 「一時役員 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 項 第 四 号 中 「第 43 条第 1 項 」 を 「第

45 条の 36 第 2 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 号 と し 、 同 項 第 五 号 を 削 り 、 同 項 第 六 号 中 「第 43 条第 3 項 」 を 「第

45 条の 36 第 4 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 四 号 と し 、 同 項 中 第 七 号 を 第 五 号 と し 、 第 八 号 を 第 六 号 と し 、 同 号 の

次 に 次 の よ う に 加 え る 。 
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7  法第 46 条の 6 第 4 項の規定による

清算人の氏名及び住所の届出の受理  

        ○            

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 福 祉 監 査 課 の 表 第 一 号 の 項 第 九 号 中 「第 46 条の 7 」 を 「第 46 条の 6 第 5 項 」 に 改 め 、 「規

定による 」 の 次 に 「清算中に就職した 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 十 号 中 「第 47 条の 3 」 を 「第 47

条の 5 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 九 号 と し 、 同 項 中 第 二 十 一 号 を 第 三 十 一 号 と し 、 第 十 八 号 か ら 第 二 十 号 ま で を 十

号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 七 号 を 第 二 十 四 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

25 法第 57 条の 2 第 1 項の規定による
所轄庁に対する意見  

    ○       

26 法第 57 条の 2 第 2 項の規定による
関係都道府県知事に対する協力の要

求 

    ○       

27 法 59 条の 3 の規定による市長に対
する支援 

    ○       

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 福 祉 監 査 課 の 表 第 一 号 の 項 第 十 六 号 中 「第 56 条第 5 項 」 を 「第 56 条第 9 項 」 に 改 め 、 同

号 を 同 項 第 二 十 三 号 と し 、 同 項 第 十 五 号 中 「第 56 条第 4 項 」 を 「第 56 条第 8 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 十 二

号 と し 、 同 項 第 十 四 号 中 「第 56 条第 3 項 」 を 「第 56 条第 7 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 十 一 号 と し 、 同 項 第 十

三 号 中 「第 56 条第 2 項 」 を 「第 56 条第 6 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 十 号 と し 、 同 項 第 十 二 号 中 「及び会計の

状況の報告の徴収又は 」 を 「若しくは財産の状況の報告、又は業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その

他の物件の 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

18 法第 56 条第 4 項の規定による社会
福祉法人に対する勧告  

   ○        

19 法第 56 条第 5 項の規定による社会
福祉法人の公表  

   ○        

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 福 祉 監 査 課 の 表 第 一 号 の 項 第 十 一 号 中 「第 49 条第 2 項 」 を 「第 50 条第 3 項 」 に 改 め 、 「社

会福祉法人の 」 の 次 に 「吸収 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

11 法第 54 条の 6 第 2 項の規定による

社会福祉法人の新設合併の認可 

   ○        

12 法第 55 条の 2 第 8 項の規定による
助言その他の支援（法第 55 条の 3 第
3 項において準用する場合を含む。） 

    ○       

13 法第 55 条の 2 第 9 項の規定による

社会福祉充実計画の承認（法第 55 条
の 3 第 3 項において準用する場合を
含む。） 

    ○       

14 法第 55 条の 2 第 10 項の規定によ

る協力の要求（法第 55 条の 3 第 3 項
において準用する場合を含む。）  

    ○       

15 法第 55 条の 3 第 2 項の規定による
社会福祉充実計画の変更の届出の受

理 

    ○       

16 法第 55 条の 4 の規定による承認社
会福祉充実計画の終了の承認  

    ○       

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 食 品 安 全 課 の 表 中 第 二 十 三 号 の 項 を 第 二 十 四 号 の 項 と し 、 第 二 十 二 号 の 項 を 第 二 十 三 号 の

項 と し 、 第 二 十 一 号 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

22  三 重 県 動 物
愛 護 推 進 セ

ン タ ー 条 例
（平成 28 年
三 重 県 条 例

第 51 号）の
施 行 に 関 す
る事務 

1  条例第 3条の規定による入館者等に
対する指示 

                  ○ 動物愛護推
進センター 

  
2  条例第 4 条第 3 項の規定による手数

料の返還 
                  ○ 動物愛護推

進センター 

  
3  条例第 4 条第 4 項の規定による手数

料の減額又は免除 
                  ○ 動物愛護推

進センター 

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 障 が い 福 祉 課 の 表 第 二 号 の 項 第 一 号 中 「第 2 条第 7 号 」 を 「第 2 条第 6 号 」 に 改 め 、 同 表

第 十 四 号 の 項 第 二 号 中 「第 11 条の 9 」 を 「第 11 条第 9 項 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 第 四 十 三 号 中 「第 30 条の 4 第 15 項 」 を 「第 30 条の 4 第 16 項 」

に 改 め 、 同 項 中 第 五 十 一 号 を 削 り 、 第 五 十 二 号 を 第 五 十 一 号 と し 、 第 五 十 三 号 か ら 第 六 十 四 号 ま で を 一 号 ず つ 繰
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り 上 げ 、 第 六 十 五 号 を 第 六 十 四 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

65 法第 42 条の 3 第 1 項の規定による

実施計画の認定  

   ○        
別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 第 六 十 六 号 中 「第 46 条の 4 第 5 項 」 を 「第 46 条の 5 の 3 第 2

項 」 に 、 「仮理事 」 を 「一時役員 」 に 改 め 、 同 項 第 六 十 八 号 中 「第 46 条の 2 第 1 項ただし書 」 を 「第 46 条の 5

第 1 項ただし書 」 に 改 め 、 同 項 第 六 十 九 号 中 「第 46 条の 3 第 1 項ただし書 」 を 「第 46 条の 6 第 1 項ただし書 」

に 改 め 、 同 項 第 七 十 号 を 削 り 、 同 項 第 七 十 一 号 中 「第 46 条の 4 第 7 項第 4 号 」 を 「第 46 条の 8 第 1 項第 4 号 」

に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 十 号 と し 、 同 項 第 七 十 二 号 中 「第 47 条第 1 項ただし書 」 を 「第 46 条の 5 第 6 項ただし

書 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 十 一 号 と し 、 同 項 第 七 十 三 号 中 「第 50 条第 1 項 」 を 「第 54 条の 9 第 3 項 」 に 改 め 、

同 号 を 同 項 第 七 十 二 号 と し 、 同 項 第 七 十 四 号 中 「第 50 条第 3 項 」 を 「第 54 条の 9 第 5 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項

第 七 十 三 号 と し 、 同 項 第 七 十 五 号 中 「第 52 条 」 を 「第 51 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 十 四 号 と し 、 同 号 の 次 に

次 の よ う に 加 え る 。 

75 法第 54 条の 9 の規定による定款又は寄
附行為の変更の認可（法第 70 条の 18 第 1

項において準用する場合を含む。） 

    ○       

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 百 六 号 を 第 百 十 九 号 と し 、 第 百 二 号 か ら 第 百 五 号 ま で を 十

三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 百 号 及 び 第 百 一 号 を 削 り 、 第 九 十 九 号 を 第 百 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

111 政令第 5 条の 5 の 4 第 1 項の規定
による実施計画の変更の認定  

   ○        

112 政令第 5 条の 5 の 4 第 3 項の規定
による変更届の受理  

    ○       

113 政令第 5 条の 5 の 5 の規定による

実施状況等の受理  

    ○       

114 政令第 5 条の 5 の 6 の規定による
実施計画の認定取消し  

   ○        

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 九 十 八 号 を 第 百 九 号 と し 、 第 九 十 号 か ら 第 九 十 七 号 ま で を

十 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 八 十 九 号 を 削 り 、 同 項 第 八 十 八 号 中 「行政書士法に基づく 」 を 削 り 、 「付与 」 の 次 に 「（法

第 70 条の 23 において準用する場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 九 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

91 法第 70 条の 2 第 5 項の規定による医療
連携推進区域の属する都道府県との協議 

   ○        

92 法第 70 条の 2 第 5 項の規定による一般

社団法人への通知 

    ○       

93 法第 70 条の 3 第 1 項の規定による一般
社団法人の医療連携推進認定 

   ○        

94 法第 70 条の 6 の規定による医療連携推
進認定をした旨の公示 

    ○       

95 法第 70 条の 8 第 3 項の規定による医療

連携推進業務の実施に支障のないことの
確認 

    ○       

96 法第 70条の 19第 1項の規定による代表
理事の選定及び解職の認可 

   ○        

97 法第 70条の 21第 1項の規定による医療

連携推進認定の取消 

   ○        

98 法第 70条の 21第 2項の規定による医療
連携推進認定の取消 

   ○        

99 法第 70条の 21第 4項の規定による医療
連携推進認定を取り消した旨の公示 

    ○       

100 法第 70 条の 21 第 6 項の規定による地

域医療連携推進法人の名称の変更の登記
の嘱託 

    ○       

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 八 十 七 号 を 第 八 十 九 号 と し 、 第 八 十 四 号 か ら 第 八 十 六 号 ま

で を 二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 同 項 第 八 十 三 号 中 「解任勧告 」 の 次 に 「（法第 70 条の 20 において準用する場合を含む。） 」

を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 八 十 五 号 と し 、 同 項 第 八 十 二 号 中 「措置命令 」 の 次 に 「（法第 70 条の 20 において準用する

場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 八 十 四 号 と し 、 同 項 第 八 十 一 号 中 「立入検査 」 の 次 に 「（法第 70 条の 20
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において準用する場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 八 十 三 号 と し 、 同 項 第 八 十 号 を 同 項 第 八 十 一 号 と し 、 同

号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

82 法第 60 条の 3 第 4 項及び第 61 条

の 3 の規定による医療法人の分割の
認可 

   ○        
別 表 第 一 健 康 福 祉 部 医 務 国 保 課 の 表 第 二 号 の 項 第 七 十 九 号 中 「実施 」 の 次 に 「（法第 70 条の 15 において準用す

る場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 八 十 号 と し 、 同 項 第 七 十 八 号 中 「受理 」 の 次 に 「（法第 70 条の 15 におい

て準用する場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 七 十 九 号 と し 、 同 項 第 七 十 七 号 中 「受理 」 の 次 に 「（法第 70 条

の 15 において準用する場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 七 十 八 号 と し 、 同 項 第 七 十 六 号 中 「認可 」 の 次 に 「（法

第 70 条の 15 において準用する場合を含む。） 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 七 十 七 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え

る 。 

76 法第 54 条の 9 第 5 項の規定による定款
及び寄附行為の変更届の受理（法第 70 条
の 18 第 1 項において準用する場合を含

む。） 

     ○      

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 健 康 づ く り 課 の 表 第 二 号 の 項 第 十 二 号 を 同 項 第 十 三 号 と し 、 同 項 第 十 一 号 の 次 に 次 の よ う

に 加 え る 。 

12  法 32 条第 1 項の規定による勧告及
び同条第 2 項の規定による命令 

      ○    保健所 

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 健 康 づ く り 課 の 表 第 二 号 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。 

14  法第 32 条第 4 項の規定による内閣
総理大臣への通知  

  ○         

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 健 康 づ く り 課 の 表 第 十 号 の 項 第 一 号 中 

「  

1  法第 19 条の 2 第 1 項の規定による

小児慢性特定疾病医療費（以下この
項において「特定医療費」という。）
の支給 

        ○             

  を 

                                           」 

「  

1  法第 19 条の 2 第 1 項の規定による

小児慢性特定疾病医療費（以下この
項において「特定医療費」という。）
の支給 

           ○       保健所 

  に 改 め る 。 

                                           」 

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 子 育 て 支 援 課 の 表 第 一 号 の 項 第 五 十 九 号 を 削 り 、 同 項 第 五 十 八 号 中 

「  

(3) 法第 50 条第 7 号から第 7 号の 3

までに係るもの  

                  ○ 児童相談所  
  を 

                                           」 

「  

(3) 法第 50 条第 7 号から第 7 号の 3
までに係るもの  

                  ○ 児童相談所  
国児学園  

  に 改 め 、 同 号 

                                           」 

を 同 項 第 五 十 九 号 と し 、 同 項 第 二 十 四 号 か ら 同 項 第 五 十 七 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 同 項 第 二 十 三 号 の 次 に 次

の よ う に 加 え る 。 

24   児童福祉法第 28 条第 2 項による措置
期間の更新に関する事務 

         〇 児童相談所  

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 子 育 て 支 援 課 の 表 第 一 号 の 項 第 六 十 号 を 削 り 、 同 項 第 六 十 一 号 中 「第 56 条第 9 項 」 を 「第

56 条第 6 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 十 号 と し 、 同 項 中 第 六 十 二 号 を 削 り 、 第 六 十 三 号 を 第 六 十 一 号 と し 、 第 六

十 四 号 か ら 第 六 十 九 号 ま で を 二 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 同 項 第 七 十 号 中 

「  

70 法第 59 条第 5 項の規定による事業
の停止等の命令  

                  ○ 児童相談所  
  を 
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                                           」 

「  

68 法第 59 条第 5 項の規定による事業

の停止等の命令  

        ○           

に 改 め 、 同 号 

                                           」 

を 同 項 第 六 十 八 号 と し 、 同 項 中 第 七 十 一 号 を 第 六 十 九 号 と し 、 第 七 十 二 号 か ら 第 七 十 四 号 ま で を 二 号 ず つ 繰 り 上

げ 、 同 項 第 七 十 五 号 中 「第 3 条 」 を 「第 2 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 十 三 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え

る 。 

74 政令第 5 条第 2 項の規定による保

育士を養成する学校等の指定  

        ○             

75  政令第 5 条第 3 項の規定による保
育士を養成する学校等の変更の承認  

    ○       

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 子 育 て 支 援 課 の 表 第 一 号 の 項 第 七 十 六 号 か ら 第 七 十 八 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。 

76  政令第 5 条条 4 項の規定による保
育士を養成する学校等の変更届出書

の受理 

    ○       

77 政令第 5 条第 5 項の規定による報
告の受理 

        ○             

78 政令第 5 条第 6 項の規定による指
定の取消し 

        ○             

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 子 育 て 支 援 課 の 表 第 八 号 の 項 第 五 号 か ら 第 七 号 ま で を 削 り 、 同 項 第 八 号 を 同 項 第 五 号 と し 、

同 項 第 九 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

27 
 

い じ め 防 止
対 策 推 進 法
（平成 25 年

法律第 71 号）
に 関 す る 事
務 

1  法第 30 条第 2 項の規定による公立  
の学校における重大事態への対処  

○           

2  法第 31 条第 2 項に規定する私立の  
学校における重大事態への対処 

○           

28 三 重 県 立 小

児 心 療 セ ン
タ ー あ す な
ろ 学 園 条 例

施行規則（昭
和 60 年三重
県 規 則 第 7

号）の施行に
関する事務  

1  規則第 2 条の規定による休診日の 

変更  

        ○             

2  規則第 3 条の規定による外来診療 
受付時間の変更  

        ○             

別 表 第 一 健 康 福 祉 部 発 達 支 援 体 制 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 環 境 生 活 部 環 境 生 活 総 務 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

2 旅券法（昭和
26 年 法 律 第

267 号）の施
行 に 関 す る
事務 

1  法第 3 条第 1 項の規定による一般旅券
発給申請書等の受理 

           

 (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

 (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

 2  法第 3 条第 2 項の規定による申請者の
身分上の事実等の認定 

           

 (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

 (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

 3  法第 3 条第 3 項の規定による立証書類
の提示等の命令（法第 9 条第 3 項におい

て準用する場合を含む。） 

           

 (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

  4  法第 8 条第 1 項の規定による一般旅券

の交付（法第 9 条第 3 項、第 10 条第 4 項 
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  及び第 12条第 3項において準用する場合

を含む。） 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

  5  法第 8 条第 2 項の規定による一般旅券
の交付 

     ○      

  6  法第 9 条第 1 項の規定による一般旅券
渡航先追加申請書等の受理 

     ○      

  7  法第 12条第 1項の規定による一般旅券
査証欄増補申請書等の受理 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総

合事務所等  

  8  法第 17条の規定による旅券の紛失等に
係る届出の受理 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総

合事務所等  

  9   法第 19条第 5項の規定による旅券の返
納の受理 

     ○      

  10 法第 19条第 6項の規定による返納旅券

の名義人への還付 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等 

  11  旅券法施行令（平成元年政令第 122 号）
第 4 条第 1 号の規定により行う法第 5 条

の規定による旅券の発行に関する事務の
うち旅券の作成（法第 7 条に規定する旅
券の電磁的方法による記録を含む。） 

     ○      

  12  政令第 4 条第 2 号の規定により行う法
第 9 条第 1 項の規定による渡航先の追加
に関する事務のうち旅券への渡航先の追

加記載 

     ○      

  13  政令第 4 条第 3 号の規定により行う法
第 10 条第 3 項の規定による旅券の発行
（記載事項に変更を生じた場合の発行に

あっては、法第 6 条第 2 項の規定に基づ
き包括記載された渡航先の地域の範囲に
変更を生じたときの発行に限る。）に関す

る事務のうち旅券の作成 

     ○      

  14  政令第 4 条第 4 号の規定により行う法
第 12条第 1項の規定による査証欄の増補 

     ○      

  15  政令第 4 条第 5 号の規定により行う法
第 14 条及び第 19 条第 4 項の規定による

書面の交付 

     ○      

  16  旅券法施行規則（平成元年外務省令第
11 号）第 2 条第 1 項第 2 号イ及びロに掲

げる書類に準ずる書類の認定 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

  17  省令第 2 条第 3 項の規定による確認の
ための書類の提示等の命令 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総  
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             合事務所等  

  18  省令第 3 条第 1 項の規定による親族又

は指定した者を通ずる申請書類等提出申
出書の受理（省令第 3 条第 5 項において
準用する場合を含む。） 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総

合事務所等  

  19  省令第 3 条第 2 項の規定による立証書
類の提示等の命令（省令第 3 条第 5 項に

おいて準用する場合を含む。） 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総
合事務所等  

  20  省令第 7 条第 2 項の規定による交付時 
出頭免除願書の受理及び同条第 3 項の規

定による一般旅券の交付 

          ○          

  21  省令第 7 条第 5 項の規定による住所等
の確認のための書類の提示等の命令 

           

  (1) 本庁の実施に係るもの           ○          

  (2) (1)以外のもの                 ○   地域防災総

合事務所等 

別 表 第 一 環 境 生 活 部 私 学 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

5 高 等 学 校 等
就 学 支 援 金

の 支 給 に 関
する法律（平
成 22 年法律

第 18 号）の
施 行 に 関 す
る事務 

1  法第 4 条の規定による受給資格の認定         ○             

2  法第 8 条の規定による支給の停止     ○       

3  法第 9 条の規定による支払の一時差止
め 

    ○       

4  高等学校等就学支援金の支給に関する
法律施行規則（平成 22 年文部科学省令第
13 号）第 4 条の規定による受給資格の消

滅 

    ○       

5  規則第 10 条の規定による支給の再開     ○       

6  規則第 12 条による支給実績の証明     ○       

別 表 第 一 環 境 生 活 部 文 化 振 興 課 の 表 第 一 号 の 項 第 十 号 中 「不服申立て 」 を 「審査請求 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 環 境 生 活 部 地 球 温 暖 化 対 策 課 の 表 第 二 号 の 項 第 一 号 中 「第 20 条の 3 第 1 項 」 を 「第 21 条第 1 項 」 に

改 め 、 同 項 第 二 号 中 「第 20 条の 3 第 8 項 」 を 「第 21 条第 8 項 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「第 20 条の 3 第 10 項 」

を 「第 21 条第 10 項 」 に 改 め 、 同 項 第 四 号 中 「第 23 条第 1 項 」 を 「第 37 条第 1 項 」 に 改 め 、 同 項 第 五 号 中 「第

24 条第 1 項 」 を 「第 38 条第 1 項 」 に 改 め 、 同 項 第 六 号 中 「第 24 条第 4 項 」 を 「第 38 条第 4 項 」 に 改 め 、 同 項

第 七 号 中 「第 24 条第 5 項 」 を 「第 38 条第 5 項 」 に 改 め 、 同 表 第 十 号 の 項 第 一 号 中 「（条例第 38 条第 4 項におい

て準用する場合を含む。次号から第 4 号まで、第 32 号、第 37 号から第 39 号まで及び第 55 号から第 65 号までの

規定において同じ。） 」 を 削 り 、 同 項 第 五 号 中 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合及び 」 を 削 り 、 「第 9 号 」

を 「第 10 号 」 に 改 め 、 同 項 第 十 六 号 を 削 り 、 同 項 中 第 十 五 号 を 第 十 六 号 と し 、 第 十 四 号 を 第 十 五 号 と し 、 同 項 第

十 三 号 中 「条例第 38 条第 4 項及び 」 を 削 り 、 「並びに 」 を 「及び 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 十 四 号 と し 、 同 項 中 第

十 二 号 を 第 十 三 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 二 号 と し 、 同 項 第 十 号 中 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合及び 」

及 び 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合並びに 」 を 削 り 、 「第 12 号 」 を 「第 13 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項

第 十 一 号 と し 、 同 項 中 第 九 号 を 第 十 号 と し 、 第 八 号 を 第 九 号 と し 、 同 項 第 七 号 中 「意見書の写し及び見解書 」 を

「書類 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 六 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。   

7  条例第 6 条の 2 第 3 項の規定による意
見書の提出（条例第 16 条第 2 項及び条例
第 38条の 3第 2項により準用する場合を

含む。） 

    ○       

別 表 第 一 環 境 生 活 部 地 球 温 暖 化 対 策 課 の 表 第 十 号 の 項 第 二 十 七 号 中 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合

及び 」 、 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合並びに 」 及 び 「条例第 38 条第 4 項及び 」 を 削 り 、 同 項 第 二 十
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八 号 中 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合及び 」 及 び 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合並びに 」

を 削 り 、 「条例第 38 条第 4 項及び第 40 条第 3 項において準用する場合並びに 」 を 「第 40 条第 3 項において準用

する場合及び 」 に 改 め 、 同 項 第 二 十 九 号 中 「条例第 38 条第 4 項において準用する場合及び」 及 び 「条例第 38 条

第 4 項において準用する場合並びに」 を 削 り 、 同 項 第 三 十 一 号 中 「要請 」 の 次 に 「（条例第 38 条の 15 において準

用する場合を含む。次号において同じ。） 」 を 加 え 、 同 項 第 三 十 三 号 中 「条例第 38 条第 4 項及び 」 を 削 り 、 同 項 第

三 十 六 号 中 「条例第 38 条第 4 項、 」 及 び 「（条例第 38 条第 4 項において準用する場合を含む。） 」 を 削 り 、 同 項 第

四 十 号 か ら 第 四 十 二 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。 

40  条例第 38 条第 2 項の規定による簡易評
価書の受理 

    ○       

41 条例第 38 条の 2 第 2 項の規定による閲
覧 

    ○       

42 条例第 38 条の 5 の規定による書類

の受理 

    ○       

別 表 第 一 環 境 生 活 部 地 球 温 暖 化 対 策 課 の 表 第 十 号 の 項 中 第 六 十 八 号 を 第 七 十 七 号 と し 、 第 四 十 三 号 か ら 第 六 十

七 号 ま で を 九 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 四 十 二 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

43 条例第 38 条の 6 第 2 項の規定によ
る意見書の受理  

    ○       

44 条例第 38 条の 7 の規定による意見
書の提出 

   ○        

45 条例第 38 条の 8 第 1 項の規定によ

る措置報告書の受理  

    ○       

46 条例第 38 条の 8 第 2 項の規定によ
る閲覧 

    ○       

47 条例第 38 条の 10 の規定による届
出の受理 

    ○       

48 条例第 38 条の 11 第 1 項の規定に

よる届出の受理  

    ○       

49 条例第 38 条の 14 の規定による手
続きの再実施の要請  

   ○        

50 条例第 38 条の 16 第 2 項の規定に
よる手続の実施の要請  

   ○        

51 条例第 38 条の 16 第 3 項の規定に

よる通知の受理  

    ○       

別 表 第 一 環 境 生 活 部 地 球 温 暖 化 対 策 課 の 表 第 十 一 号 の 項 中 第 六 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 六 号 と し 、 第 四 号 を 第 五

号 と し 、 第 三 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

4  規則第 9 条の 3 第 2 項の規定によ
る届出の受理（規則第 19 条において
準用する場合、規則第 64 条第 2 項に

おいて適用する場合及び規則第 69条
第 2項において準用する場合を含む。
第 8 号から第 19 号までの規定におい

て同じ。）  

    ○       

別 表 第 一 環 境 生 活 部 大 気 ・ 水 環 境 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

28 特 定 特 殊 自
動 車 排 出 ガ

ス の 規 制 等
に 関 す る 法
律 （ 平 成 17

年 法 律 第 51
号）の施行に
関する事務  

1  法第 18 条第 1 項の規定による技術
基準適合命令  

       ○   地域防災総
合事務所等  

 2  法第 18 条第 2 項の規定による主務

大臣への報告  

    ○       

 3  法第 28 条第 2 項の規定による指導
及び助言  

       ○   地域防災総
合事務所等  

 4  法第 28 条第 3 項の規定による主務

大臣への報告  

    ○       

 5  法第 29 条第 2 項の規定による報告
の徴収 

       ○   地域防災総
合事務所等  

  6  法第 29 条第 4 項の規定による主務
大臣への報告  

    ○       
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  7  法第 30 条第 2 項の規定による立入

検査  

       ○   地域防災総

合事務所等  

  8  法第 30 条第 4 項の規定による主務
大臣への報告  

    ○       
別 表 第 一 環 境 生 活 部 男 女 共 同 参 画 ・ Ｎ Ｐ Ｏ 課 の 表 を 次 の よ う に 改 め る 。 

環境生活部 ダイバーシティ社会推進課 

区
分 

事務の種類 事項  

決裁区分 

地域機関の
名称 知

事 

専決者 受

任
者 副

知
事 

本庁 地域機関 

部

長 

次

長 

課

長 

班

長 

所

長 

室

長 

課

長 

所

長 

1 ダ イ バ ー シ
テ ィ 社 会 推
進 に 関 す る

事務 

1   ダイバーシティ社会推進の総合企
画及び調整 

  ○         

2 男 女 共 同 参
画 に 関 す る
事務 

 男女共同参画の総合企画及び調整     ○                 

3 

  
  
  

  
  

三 重 県 男 女

共 同 参 画 推
進条例（平成
12 年 三 重 県

条例第 73 号）
の 施 行 に 関
する事務   

  
  

1   条例第 8 条第 1 項の規定による基

本計画の策定及び変更  

○                     

2  条例第 8 条第 4 項の規定による審
議会及び県民からの意見聴取  

        ○             

3  条例第 8 条第 5 項の規定による基

本計画の公表  

        ○             

4  条例第 12 条の規定による基本計
画の議会への報告  

        ○             

5  条例第 13 条第 1 項の規定による審
議会の設置 

      ○               

6  条例第 13 条第 2 項の規定による三
重県男女共同参画審議会への諮問 

      ○               

4 
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  

特 定 非 営 利
活 動 促 進 法

（平成 10 年
法律第 7 号）
の 施 行 に 関

する事務  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  

1  法第 10 条第 2 項の規定による公告
又は公表及び公衆の縦覧（法第 25 条

第 5 項及び法第 34 条第 5 項において
準用する場合を含む。）  

         ○            

2  法第 12 条第 1 項の規定による認
証 

        ○             

3  法第 12 条第 3 項の規定による通知          ○             

4  法第 13 条第 2 項の規定による届出
書の受理（法第 39 条第 2 項において
準用する場合を含む。）  

         ○            

5  法第 13 条第 3 項の規定による設立

の認証の取消し（法第 39 条第 2 項に
おいて準用する場合を含む。） 

    ○                 

6  法第 17 条の 3 の規定による仮理事
の選任 

        ○             

7  法第 17 条の 4 の規定による特別代

理人の選任 

        ○             

8  法第 23 条第 1 項の規定による役員
の変更等の届出書の受理  

         ○            

9  法第 25 条第 3 項の規定による定款

の変更の認証  

        ○             

10  法第 25 条第 6 項の規定による定款
の変更届出書の受理  

         ○            

11  法第 25 条第 7 項の規定による提出
書の受理  

         ○            
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12  法第 26 条第 1 項の規定による所轄

庁の変更を伴う定款の変更認証申請
書の経由  

        ○             

13  法第 26 条第 3 項の規定による事務

の引継ぎ  

        ○             

14  法第 29 条の規定による事業報告
書等の受理 

         ○            

15 法第 30条の規定による事業報告書
等の閲覧又は謄写  

         ○            

16 法第 31 条第 2 項の規定による解散

の認定 

        ○             

17 法第 31 条第 4 項の規定による解散
の届出書の受理  

         ○            

18 法第 31 条の 8 の規定による清算人

の就任届出書の受理  

         ○            

19 法第 32 条第 2 項の規定による残余
財産の譲渡の認証  

        ○             

20 法第 32 条の 3 の規定による清算結
了の届出書の受理  

         ○            

21 法第 34 条第 3 項の規定による合併
の認証 

        ○             

22 法第 41 条第 1 項の規定による報告
の徴収又は立入検査  

        ○             

23 法第 41 条第 2 項の規定による書面

の交付 

        ○             

24 法第 41 条第 3 項の規定による職員
の身分証明書の発行（法第 64 条第 7
項において準用する場合を含む。）  

        ○             

25 法第 42 条の規定による改善命令     ○                 

26 法第 43 条第 1 項又は第 2 項の規定
による設立の認証の取消し  

    ○                 

27 法第 43 条第 3 項の規定による公開
による聴聞の開催（法第 67 条第 4 項

において準用する場合を含む。）  

        ○             

28 法第 43 条第 4 項の規定による書面
の交付（法第 67 条第 4 項において準
用する場合を含む。）  

        ○             

29 法第 44条第１項の規定による認定
特定非営利活動法人の認定  

       ○              

30 法第 49 条第 1 項の規定による認定
特定非営利活動法人の認定又は不認

定の通知（法第 51 条第 5 項、第 62
条、第 63 条第 5 項及び第 67 条第 4
項において準用する場合を含む。）  

       ○              

31 法第 49 条第 2 項の規定による認定

の公示（法第 51 条第 5 項、第 62 条、
第 63 条第 5 項及び第 67 条第 4 項に
おいて準用する場合を含む。） 

       ○              

32 法第 49 条第 3 項の規定による所轄

庁以外の関係知事への通知（法第 62
条、第 63 条第 5 項及び第 67 条第 4
項において準用する場合を含む。）  

        ○             

33 法第 49 条第 4 項の規定による事業
報告書等の受理（法第 51 条第 5 項、
第 62 条及び第 63 条第 5 項において

準用する場合を含む。）  

        ○             

34 法第 51 条第 2 項の規定による認定
の有効期間の更新  

       ○              
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35 法第 52 条第 1 項、第 2 項又は第 53

条第 1 項の規定による届出書等の受
理（法第 62 条において準用する場合
を含む。） 

        ○             

36 法第 53 条第 2 項の規定による変更
の公示（法第 62 条において準用する
場合を含む。）  

        ○             

37 法第 53 条第 3 項の規定による通知

（法第 62条において準用する場合を
含む。）  

        ○             

38 法第 53 条第 4 項の規定による提出
書の受理（法第 62 条において準用す

る場合を含む。）  

        ○             

39 法第 55 条第 1 項又は第 2 項の規定
による提出書の受理（法第 62 条にお
いて準用する場合を含む。）  

        ○             

40 法第 56条の規定による閲覧又は謄
写（法第 62 条において準用する場合
を含む。） 

         ○            

41 法第 57 条第 2 項の規定による認定

の失効の公示（法第 62 条において準
用する場合を含む。）  

       ○              

42 法第 57 条第 3 項の規定による関係
知事への通知（法第 62 条において準

用する場合を含む。）  

        ○             

43 法第 58 条第 1 項の規定による特例
認定特定非営利活動法人の特例認定  

       ○              

44 法第 63 条第 1 項又は第 2 項の規定

による合併の認定  

       ○              

45 法第 64 条第 1 項又は第 2 項の規定
による報告の徴収又は立入検査 

        ○             

46 法第 65 条第 1 項又は第 2 項の規定
による認定特定非営利活動法人等に

対する勧告 

    ○                 

47 法第 65 条第 3 項の規定による勧告
の内容の公表  

    ○                 

48 法第 65 条第 4 項の規定による認定

特定非営利活動法人等に対する命令  

    ○                 

49 法第 65 条第 6 項の規定による命令
の内容の公示（法第 66 条第 2 項にお
いて準用する場合を含む。）  

    ○                 

50 法第 65 条第 7 項の規定による意見

の聴取（法第 67 条第 4 項において準
用する場合を含む。）  

        ○             

51 法第 66 条第 1 項の規定によるその
他の事業の停止命令  

    ○                 

52 法第 67 条第 1 項又は第 2 項の規定
による認定の取消し（法第 67 条第 3
項において準用する場合を含む。）  

    ○                 

53 法第 68 条第 1 項の規定による所轄

庁への意見 

        ○             

54 法第 68 条第 3 項の規定による所轄
庁以外の関係知事への要請  

        ○             

55 法第 73 条の規定による官庁、公共
団体その他の者への照会又は協力の

依頼  

        ○             

5 三 重 県 特 定
非 営 利 活 動

促 進 法 施 行 

条例第 2 条第 8 項の規定による補正
の申立書の受理  

        ○             
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 条例（平成 10

年 三 重 県 条
例第 43 号）
の 施 行 に 関

する事務  

            

6 
  
  

三 重 県 特 定
非 営 利 活 動
促 進 法 等 施

行規則（平成
10 年 三 重 県
規則第 69 号）

の 施 行 に 関
する事務  

1  規則第 3 条の規定による受理日の
通知  

        ○             

2  規則第 6 条第 1 項の規定による市
町長への認証の通知及び公表  

        ○             

3  規則第 24 条の規定による市町長

への認定等の通知  

        ○             

7 
  

  
  
  

  
  
  

  

地 方 税 法 第
三 十 七 条 の

二 第 一 項 第
四 号 の 寄 附
金 を 受 け 入

れ る 特 定 非
営 利 活 動 法
人 を 指 定 す

る た め の 基
準 等 を 定 め
る条例（平成

25 年 三 重 県
条例第 72 号）
の 施 行 に 関

する事務  

1  条例第 4 条第 2 項の規定による意
見聴取（第 8 条第 5 項又は第 13 条第

4 項において準用する場合を含む。） 

        ○             

2  条例第 4 条第 3 項（第 8 条第 5 項、
第 13 条第 4 項又は第 23 条第 3 項に
おいて準用する場合を含む。）又は

第 9 条第 5 項の規定による意見聴取  

    ○                 

3  条例第 7 条第 1 項、第 8 条第 2 項
又は第 13 条第 2 項の規定による決定 

    ○                 

4  条例第 9 条第 5 項の規定による決

定 

        ○             

5  条例第 21 条の規定による報告の
徴収又は立入検査  

        ○             

6  条例第 22 条第 1 項の規定による勧
告 

    ○                 

7  条例第 22 条第 2 項の規定による命
令 

    ○                 

8  条例第 23 条第 1 項又は第 2 項の規
定による手続  

    ○                 

9  条例第 24 条第 1 項の規定による意

見聴取 

        ○             

8 地 方 税 法 第
三 十 七 条 の
二 第 一 項 第

四 号 の 寄 附
金 を 受 け 入
れ る 特 定 非

営 利 活 動 法
人 を 指 定 す
る た め の 基

準 等 を 定 め
る 条 例 施 行
規則（平成 25

年 三 重 県 規
則第 82 号）
の 施 行 に 関

する事務  

規則第 19 条、第 20 条第 3 項、第 21
条第 3 項、第 27 条第 2 項又は第 30 条
第 1 項の規定による市町長への通知 

        ○             

9 
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  
  

み え 県 民 交
流 セ ン タ ー

条例（平成 13
年 三 重 県 条
例第 4 号）の

施 行 に 関 す
る事務 
  

  
  
  

  
  
  

  

1   条例第 5 条の規定による指定管理
者の指定の申請の告知  

        ○             

2  条例第 6 条第 1 項の規定による指

定管理候補者の選定  

    ○                 

3  条例第 6 条第 2 項の規定による指
定管理者の指定  

    ○                 

4  条例第 8 条の規定による指定等の
告示  

        ○             

5  条例第 9 条の規定による協定の締
結 

    ○                 

6  条例第 10 条の規定による事業報
告書の受理 

        ○             
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  7  条例第 11 条の規定による業務状

況の聴取等 

        ○             

8  条例第 12 条第 1 項の規定による知
事による管理  

        ○             

9  条例第 12 条第 2 項の規定による使

用料の徴収 

        ○             

10 条例第 13条の規定による開館時間
の変更の承認  

        ○             

11 条例第 14条の規定による休館日の
変更の承認 

        ○             

12 条例第 19 条第 2 項の規定による利
用料金の承認  

        ○             

13 条例第 23条ただし書の規定による
原状回復義務の免除  

        ○             

別 表 第 一 環 境 生 活 部 多 文 化 共 生 課 の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 環 境 生 活 部 く ら し ・ 交 通 安 全 課 の 表 第 九 号 の 項 中 

「  

1  法第 4 条第 2項の規定による合理的 

な根拠を示す資料の提出要求  

        ○             

  を 

2  法第 6 条の規定による措置命令     ○                 

                                           」 

「  

1  法第 7 条第 1項の規定による措置命 
 令 

    ○                 

に 改 め 、 同 項 
2  法第 7 条第 2項の規定による合理的 

な根拠を示す資料の提出要求  
       ○              

                                          」 

第 三 号 中 「第 9 条第 1 項 」 を 「第 29 条第 1 項 」 に 改 め 、 「立入質問 」 の 次 に 「（法第 7 条第 1 項の規定による命令

を行うため必要があると認める場合におけるものに限る。） 」 を 加 え 、 同 表 第 十 七 号 の 項 中 「第 9 条 」 を 「第 10

条 」 に 改 め る 。 

 別 表 第 一 環 境 生 活 部 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 課 の 表 第 一 号 の 項 第 百 十 九 号 中 「報告の受理 」 を 「報告の徴収及び受

理 」 に 改 め 、 同 表 第 五 号 の 項 第 二 号 か ら 第 八 号 ま で を 次 の よ う に 改 め る 。 

2   法第 8 条第 1 項の規定による高濃
度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管

及び処分の状況に関する届出書の受
理（法第 15 条及び法第 19 条におい
て準用する場合を含む。）  

              ○     地域防災総
合事務所等  

3  法第 9 条の規定による高濃度ポリ

塩化ビフェニル廃棄物の保管及び処
分の状況の公表（法第 15 条及び第 19
条において準用する場合を含む。）  

        ○             

4  法第 10 条第 2 項の規定による高濃

度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分
終了に関する届出書の受理（法第 15
条及び第 19条において準用する場合

を含む。） 

       ○   地域防災総

合事務所等  

5  法第 10 条第 3 項第 2 号の規定によ
る高濃度ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の処分の特例処分期限日に関する届

出書の受理  

       ○   地域防災総
合事務所等  

6  法第 10 条第 4 項の規定による特例
処分期限日が適用される高濃度ポリ
塩化ビフェニル廃棄物の届出事項の

変更に関する届出書の受理（法第 19
条において準用する場合を含む。）  

       ○   地域防災総
合事務所等  

7  法第 11 条の規定による指導及び助
言（法第 15 条及び第 19 条において 
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準用する場合を含む。）             

(1) 本庁の実施に係るもの     ○       

(2) (1)以外のもの        ○   地域防災総

合事務所等  

8  法第 12 条第 1 項の規定による高濃
度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処分
その他必要な措置に関する命令（法

第 15 条において準用する場合を含
む。） 

           

(1) 本庁の実施に係るもの    ○        

(2) (1)以外のもの       ○    地域防災総
合事務所等  

別 表 第 一 環 境 生 活 部 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 課 の 表 第 五 号 の 項 に 次 の 十 二 号 を 加 え る 。 

9  法第 13条第 1項の規定による高濃

度ポリ塩化ビフェニル廃棄物の確実

かつ適正な処理上の支障が生ずるお

それがあるときに都道府県知事自ら

が講ずる全部又は一部の処分等の措

置 

  ○         

10  法第 13条第 2項の規定による都道

府県知事自らが講じた全部又は一部

の処分等措置に要した費用の徴収  

  ○         

11  法第 16条第 2項の規定による地位

の承継に関する届出書の受理（法第

19条において準用する場合を含む。） 

              ○     地域防災総

合事務所等  

12  法第 18条第 2項第 2号の規定による

高濃度ポリ塩化ビフェニル使用製品

の廃棄の特例処分期限日に関する届

出書の受理 

       ○   地域防災総

合事務所等  

13  法第 24条の規定による事業者に対

する報告の徴収（法第 19条において

準用する場合を含む。）  

                      

(1) 本庁の実施に係るもの         ○             

(2) (1)以外のもの               ○     地域防災総

合事務所等  

14 法第 25条第 1項の規定による事業

所等への立入検査等（法第 19条にお

いて準用する場合を含む。）  

                      

(1) 本庁の実施に係るもの         ○             

(2) (1)以外のもの               ○     地域防災総

合事務所等  

15 ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法施

行規則（平成13年環境省令第 23号）

第 10条第 2項の規定による高濃度ポ

リ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場

所の変更に関する届出書の受理 

       ○   地域防災総

合事務所等  

16  省令第 11条の規定による高濃度ポ

リ塩化ビフェニル廃棄物の保管の場

所の変更に関する届出書の受理 

       ○   地域防災総

合事務所等  
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17  省令第 21条の規定によるポリ塩化

ビフェニル廃棄物の保管の場所の変

更に関する届出書の受理  

       ○   地域防災総

合事務所等  

18  省令第 26条第 2項の規定によるポ

リ塩化ビフェニル廃棄物の譲受けに

関する届出書の受理  

       ○   地域防災総

合事務所等  

19  省令第 28条の規定による高濃度ポ

リ塩化ビフェニル使用製品の所在の

場所の変更に関する届出書の受理  

       ○   地域防災総

合事務所等  

20  省令第 36条の規定による高濃度ポ

リ塩化ビフェニル使用製品の譲受け

に関する届出書の受理  

       ○   地域防災総

合事務所等  

別 表 第 一 環 境 生 活 部 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 課 の 表 第 八 号 の 項 第 一 号 中 

「  

(2) (1)以外のもの              ○       地域防災総
合事務所等  

  を 

                                           」 

「  

(2) (1)以外のもの               ○     地域防災総

合事務所等  に 改 め 、 同 表 

                                          」 

第 九 号 の 項 中 

「  

1  法第 19 条の規定による解体業者及
び破砕業者に対する指導及び助言  

                
 

(1) 本庁の実施に係るもの         ○               を 

(2) (1)以外のもの              ○       地域防災総
合事務所等  

   

                                           」 

「  

1  法第 19 条の規定による解体業者及

び破砕業者に対する指導及び助言  

              ○      地域防災総

合事務所等  に 、 

                                          」 

「  

3  法第 20 条の規定による解体業者及
び破砕業者に対する勧告及び命令  

                
 

(1) 本庁の実施に係るもの       ○                 を 

(2) (1)以外のもの            ○         地域防災総
合事務所等  

   

                                           」 

「  

3  法第 20 条の規定による解体業者及

び破砕業者に対する勧告及び命令  

            ○        地域防災総

合事務所等  に 改 め 、 同 項 

                                          」 

第 四 号 中 「第 20 条 」 を 「第 20 条第 1 項及び第 2 項 」 に 、 「勧告及び命令 」 を 「勧告並びに同条第 3 項の規定によ

る命令 」 に 改 め 、 同 項 第 七 号 中 「第 44 条 」 を 「第 44 条第 1 項 」 に 、 「登録の実施及び通知 」 を 「登録の実施並び

に同条第 2 項の規定による通知 」 に 改 め 、 同 項 第 八 号 中 「第 45 条 」 を 「第 45 条第 1 項 」 に 、 「登録の拒否及びそ

の通知 」 を 「登録の拒否並びに同条第 2 項の規定による通知」 に 改 め 、 同 項 第 九 号 中 「第 46 条 」 を 「第 46 条第

1 項 」 に 、 「受理及び 」 を 「受理、同条第 2 項の規定による 」 に 改 め 、 同 項 第 十 三 号 中 「第 51 条 」 を 「第 51 条第

1 項 」 に 改 め 、 同 項 第 十 六 号 中 「第 55 条 」 を 「第 55 条第 1 項 」 に 、 「登録の実施及び通知 」 を 「登録の実施並び

に同条第 2 項の規定による通知 」 に 改 め 、 同 項 第 十 七 号 中 「第 56 条 」 を 「第 56 条第 1 項 」 に 、 「登録の拒否及び
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通知 」 を 「登録の拒否並びに同条第 2 項の規定による通知 」 に 改 め 、 同 項 第 十 八 号 中 「第 57 条 」 を 「第 57 条第

1 項 」 に 、 「届出の受理及び変更登録の実施 」 を 「届出の受理、同条第 2 項の規定による変更登録の実施 」 に 改 め 、

同 項 第 十 九 号 中 「第 58 条 」 を 「第 58 条第 1 項 」 に 改 め 、 同 項 第 二 十 五 号 中 「第 62 条 」 を 「第 62 条第 2 項 」 に

改 め 、 「解体業の許可に係る審査及び 」 を 削 り 、 同 項 第 三 十 一 号 中 「第 69 条 」 を 「第 69 条第 2 項 」 に 改 め 、 「破

砕業の許可に係る審査及び 」 を 削 り 、 同 項 第 三 十 二 号 中 「申請の受理 」 を 削 り 、 同 項 第 三 十 六 号 中 「第 88 条 」 を

「第 88 条第 4 項、第 5 項及び第 6 項 」 に 改 め 、 同 項 第 三 十 七 号 中 「法第 90 条第 1 項及び第 3 項の規定による関

連事業者に対する勧告及び命令 」 を 「法第 90 条第 1 項の規定による関連事業者に対する勧告及び同条第 3 項の規

定による関連事業者に対する命令 」 に 改 め 、 同 項 第 三 十 八 号 中 「第 125 条 」 を 「第 125 条第 1 項又は第 2 項 」 に

改 め 、 同 項 第 四 十 一 号 中 「及び第 2 項の規定による関係事業者及び情報管理センターからの 」 を 「の規定による

関連事業者に対する報告の徴収及び同条第 2 項の規定による情報管理センターに対する 」 に 改 め 、 同 表 第 十 号 の

項 を 次 の よ う に 改 め る 。 

10 
  
  

  
  
  

   

容 器 包 装 に
係 る 分 別 収
集 及 び 再 商

品 化 の 促 進
等 に 関 す る
法律（平成 7

年法律第 112
号）の施行に
関する事務  

1  法第 8 条第 4 項の規定による市町
村分別収集促進計画の受理  

      ○               

2   法第 8 条第 5 項の規定による助言
等 

    ○       

3  法第 9 条第 1 項の規定による都道  

府県分別収集促進計画の策定  

   ○        

4  法第 9 条第 5 項の規定による都道
府県分別収集促進計画の公表  

    ○       

 別 表 第 一 環 境 生 活 部 廃 棄 物 ・ リ サ イ ク ル 課 の 表 第 十 二 号 の 項 中 

「  

1  条例第 6 条第 1 項及び第 2 項の規定    
 による認定  

      ○               
  を 

                                           」 

「  

1  条例第 6 条第 1 項及び第 2 項の規定 
 による認定  

       ○              

に 改 め 、 同 項 

                                          」 

第 三 号 中 「第 7 条第 1 項 」 を 「第 7 条第 1 項及び第 2 項 」 に 改 め 、 同 項 中 

「  

6  条例第 8条第 6 項の規定による不認

定の通知 

      ○               
  を 

                                           」 

「  

6  条例第 8条第 6 項の規定による不認
定の通知 

       ○              

に 改 め 、 同 表 

                                          」 

第 十 三 号 の 項 中 

「  

1   規則第 5条第 3項の規定による認定
委員以外の者からの意見の聴取 

      ○               
  を 

                                           」 

「  

1   規則第 5条第 3項の規定による認定

委員以外の者からの意見の聴取 

       ○              

に 改 め る 。 

                                          」 

 別 表 第 一 環 境 生 活 部 廃 棄 物 監 視 ・ 指 導 課 の 表 第 一 号 の 項 第 一 号 中 「勧告 」 の 次 に 「、公表及び命令 」 を 加 え る 。 

別 表 第 一 地 域 連 携 部 市 町 行 財 政 課 の 表 第 一 号 の 項 第 二 十 八 号 中 「（法第 252 条の 26 の 4 において準用する場合

を含む。） 」 を 削 り 、 同 項 第 四 十 五 号 中 「告示 」 の 次 に 「及び通知 」 を 加 え る 。 

別 表 第 一 地 域 連 携 部 ス ポ ー ツ 推 進 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

2 三 重 県 営 松

阪 野 球 場 条

1  条例第 4 条の規定による指定管理

者の指定の申請の告知  

        ○             
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  例 （ 昭 和 50

年 三 重 県 条
例第 30 号）
の 施 行 に 関

する事務  
 

2  条例第 5 条第 1 項の規定による指

定管理候補者の選定  

    ○                 

  3  条例第 5 条第 2 項の規定による指
定管理者の指定  

    ○                 

  4  条例第 6 条の規定による告示          ○             

  5  条例第 7 条の規定による協定の締

結 

    ○                 

  6  条例第 8 条の規定による事業報告
書の受理 

        ○             

  

  

7  条例第 9 条の規定による業務状況

の聴取等  

        ○             

8  条例第 10 条第 1 項の規定による施
設管理  

        ○             

  9  条例第 10 条第 2 項の規定による使
用料の徴収  

        ○             

    10 条例第 11条ただし書の規定による

利用時間の変更の承認  

        ○             

    11 条例第 12条ただし書の規定による
休業日の変更の承認  

        ○             

    12 条例第 17 条第 2 項の規定による利

用料金の承認  

        ○             

    13 条例第 21条ただし書の規定による
原状回復義務の免除  

        ○             

3 三重県営ライ
フル射撃場条

例 （ 昭 和 51
年三重県条例
第 6 号）の施

行に関する事
務 

1  条例第 4 条の規定による指定管理
者の指定の申請の告知  

        ○             

  2  条例第 5 条第 1 項の規定による指
定管理候補者の選定  

    ○                 

  3  条例第 5 条第 2 項の規定による指
定管理者の指定  

    ○                 

  4  条例第 6 条の規定による告示          ○             

  5  条例第 7 条の規定による協定の締

結 

    ○                 

  6  条例第 8 条の規定による事業報告
書の受理  

        ○             

  7  条例第 9 条の規定による業務状況

の聴取等  

        ○             

   8  条例第 10 条第 1 項の規定による施
設管理 

        ○             

   9  条例第 10 条第 2 項の規定による使
用料の徴収  

        ○             

   10 条例第 11条ただし書の規定による
利用時間の変更の承認  

        ○             

   11 条例第 12条ただし書の規定による
休業日の変更の承認  

        ○             

   12 条例第 17 条第 2 項の規定による利

用料金の承認  

        ○             

   13 条例第 21条ただし書の規定による
原状回復義務の免除  

        ○             

4 三 重 県 営 鈴

鹿 ス ポ ー ツ
ガ ー デ ン 条
例（平成 4 年

三 重 県 条 例
第 32 号）の
施 行 に 関 す

る事務 

1  条例第 5 条の規定による指定管理

者の指定の申請の告知  

        ○             

  2  条例第 6 条第 1 項の規定による指
定管理候補者の選定  

    ○                 

  3  条例第 6 条第 2 項の規定による指
定管理者の指定  

    ○                 

  4  条例第 7 条の規定による告示          ○             
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  5  条例第 8 条の規定による協定の締

結 

    ○                 

  6  条例第 9 条の規定による事業報告
書の受理 

        ○             

   7  条例第 10 条の規定による業務状

況の聴取等  

        ○             

   8  条例第 11 条第 1 項の規定による施
設管理 

        ○             

   9  条例第 11 条第 2 項の規定による使
用料の徴収  

        ○             

   10 条例第 12条ただし書の規定による
利用時間の変更の承認  

        ○             

   11 条例第 13条ただし書の規定による
休業日の変更の承認  

        ○             

   12 条例第 18 条第 2 項の規定による利

用料金の承認  

        ○             

   13 条例第 22条ただし書の規定による
原状回復義務の免除  

        ○             

5 都 市 公 園 法

（昭和 31 年
法律第 79 号）
の 施 行 に 関

する事務（五
十 鈴 公 園 の
管 理 及 び 保

全 に 係 る も
のに限る。）  

1  法第 5 条第 2 項の規定による公園

施設の設置等の許可  

                      

  (1) 敷地面積 1,000平方メートル以
上のもの 

      ○               

  (2) 敷地面積 1,000平方メートル未
満のもの 

        ○             

  2  法第 6 条第 1 項の規定による占用

の許可 

        ○             

  3  法第 6 条第 3 項の規定による占用
の変更許可  

        ○             

  4  法第 9 条の規定による占用の協議          ○             

   5  法第 10 条第 2 項の規定による原状

回復等の指示  

        ○             

   6  法第 13 条の規定による原因者負
担金の決定  

      ○               

   7  法第 14 条の規定による附帯工事

に要する費用の負担金の決定  

      ○               

   8  法第 27 条第 1 項及び第 2 項の規定
による許可の取消し等の命令  

        ○             

   9  法第 28 条の規定による監督処分
に伴う損失補償の決定  

      ○               

   10 三重県都市公園条例（昭和 47 年三

重県条例第 33 号）第 4 条第 1 項の規
定による行為の許可  

        ○             

   11 条例第 4 条第 2 項の規定による行

為の変更許可  

        ○             

    12 条例第 6 条の規定による利用の禁
止等の決定  

        ○             

    13 条例第 10 条第 2 項の規定による使
用料の額の減免の決定  

        ○             

    14 条例第 11条の規定による許可の取

消し等の命令  

        ○             

    15 条例第 12条の規定による監督処分
に伴う損失補償の決定  

      ○               

    16 条例第 13条の規定による行為の届

出の受理 

        ○             

    17 条例第 14 条の 4 第 1 項第 3 号ただ           ○           
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  し書の規定による利用時間の変更の

承認 

           

    18 条例第 14 条の 5 の規定による指定
管理者の指定の申請の告知  

        ○             

    19 条例第 14 条の 6 第 1 項の規定によ
る指定管理候補者の選定  

    ○                 

    20 条例第 14 条の 6 第 2 項の規定によ

る指定管理者の指定  

    ○                 

    21 条例第 14 条の 8 の規定による指定
等の告示 

        ○             

    22 条例第 14 条の 9 の規定による協定

の締結  

    ○                 

    23 条例第 14 条の 10 の規定による事
業報告書の受理  

          ○           

    24 条例第 14 条の 11 の規定による業
務状況の聴取等  

          ○           

    25 条例第 14 条の 12 の規定による知
事による管理  

          ○           

    26 条例第 14 条の 16 第 2 項の規定に
よる利用料金の承認  

          ○           

    27 条例第 14 条の 17 ただし書の規定

による原状回復義務の免除の承認  

          ○           

別 表 第 一 地 域 連 携 部 国 体 準 備 課 の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 部 の 共 通 に 関 す る 事 務 の 表 第 一 号 の 項 及 び 第 二 号 の 項 中 「2 億円 」 を 「3 億円 」 に 、 「5,000

万円 」 を 「1 億 5,000 万円 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 団 体 検 査 課 の 表 第 一 号 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。 

1 農 業 協 同 組
合法（昭和 22
年法律第 132

号）の施行に
関する事務  

1  法第 11 条の 25 において準用する
保険業法（平成 7 年法律第 105 号）
第 305 条の規定による帳簿書類その

他の物件の検査等  

        ○             

  2  法第 94 条の規定による業務又は
会計の状況の検査  

    ○       

 別 表 第 一 農 林 水 産 部 団 体 検 査 課 の 表 第 三 号 の 項 中 「第 15 条 」 を 「第 16 条 」 に 改 め る 。 

 別 表 第 一 農 林 水 産 部 担 い 手 支 援 課 の 表 第 十 号 の 項 第 四 号 中 「において準用する同第 6 の規定による意見の照会、

登録更新又は登録更新審査結果の通知及び登録の通知 」 を 「の規定による登録更新の通知 」 に 改 め 、 同 項 第 六 号

中 「第 8 の 2」 を 「第 9 の 2」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 号 と し 、 同 項 第 五 号 中 「第 8 の 1」 を 「第 9 の 1」 に 改 め 、

同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 項 第 四 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。 

5  要領第 8 の 2 において準用する同
第 6 の規定による登録継承審査結果

の通知及び登録の通知  

      〇    農林水産事
務所等 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 担 い 手 支 援 課 の 表 第 二 十 号 の 項 第 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。 

5  旧法第 13 条第 1 項の規定による事
務の一部の信用農業協同組合連合会
への委託  

        ○              

別 表 第 一 農 林 水 産 部 担 い 手 支 援 課 の 表 第 二 十 号 の 項 中 第 八 号 を 削 り 、 第 九 号 を 第 八 号 と し 、 同 項 第 十 号 中 「第

19 条第 1 項及び第 3 項 」 を 「第 19 条第 3 項 」 に 、 「並びに同条第 5 項及び第 6 項 」 を 「及び同条第 6 項 」 に 改 め 、

同 号 を 同 項 第 九 号 と し 、 同 項 中 第 十 一 号 を 第 十 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 十 三 号 を 第 十 二 号 と し 、 同

表 第 二 十 五 号 の 項 第 二 号 中 「第 12 条の 1 」 を 「第 12 の 1 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「第 13 条の 1 」 を 「第 13 の 1 」

に 改 め 、 同 表 第 二 十 六 号 の 項 第 三 号 中 「第 5 の 2 の（4） 」 を 「第 5 の 2 の（3） 」 に 改 め 、 同 項 第 四 号 中 「第 5 の

2 の（5） 」 を 「第 5 の 2 の（4） 」 に 改 め 、 同 表 第 三 十 三 号 の 項 か ら 第 三 十 八 号 の 項 ま で を 削 り 、 同 表 第 三 十 九 号

の 項 を 同 表 第 三 十 三 号 の 項 と し 、 同 表 第 四 十 号 の 項 第 二 号 中 

「  

2  要領第 2の 5の規定による地域活性
化プランの確認等  

    ○                 
  を 
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                                           」 

「  

2  要領第 2の 5の規定による地域活性

化プランの確認等  

                     
  に 改 め 、 同 項 

                                           」 

を 同 表 第 三 十 四 号 の 項 と す る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 産 物 安 全 課 の 表 中 「農産物安全課 」 を 「農産物安全・流通課 」 に 改 め 、 第 三 号 の 項 か ら

第 六 号 の 項 ま で を 削 り 、 第 七 号 の 項 を 第 三 号 の 項 と し 、 第 八 号 の 項 及 び 第 九 号 の 項 を 削 り 、 第 十 号 の 項 を 第 四 号

の 項 と し 、 第 十 一 号 の 項 を 第 五 号 の 項 と し 、 同 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 
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1  法第 11 条第 1 項の規定による農業

協同組合及び農業協同組合連合会の
信用事業規程の承認  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

2  法第 11 条第 3 項の規定による農

業協同組合及び農業協同組合連合会
の信用事業規程の変更又は廃止の承
認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

3  法第 11 条第 4 項の規定による農
業協同組合及び農業協同組合連合会
の信用事業規程の変更の届出の受理  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

4  法第 11 条の 8 第 1 項ただし書の

規定による農業協同組合及び農業協
同組合連合会の同一人に対する信用
の供与等の額が信用供与等限度額を

超えることの承認  

        ○             

5  法第 11 条の 8 第 2 項後段の規定に
よる農業協同組合及び農業協同組合

連合会の同一人に対する信用の供与
等の額が合算信用供与等限度額を超
えることの承認  

        ○             

6  法第 11 条の 17 第 1 項の規定によ

る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の共済規程の設定の承認  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

7  法第 11 条の 17 第 3 項の規定によ

る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の共済規程の変更又は廃止の承
認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農  

              ○     農林水産事

務所等 
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業協同組合連合会に係るもの             

(2) (1)以外のもの         ○             

8  法第 11 条の 42 第 1 項の規定によ

る農業協同組合の信託規程の設定の
承認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合に係る
もの 

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

9  法第 11 条の 42 第 3 項の規定によ

る農業協同組合の信託規程の変更の
承認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合に係る
もの 

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの          ○             

10  法第 11 条の 42 第 4 項の規定によ

る農業協同組合の信託規程の変更又
は廃止の届出の受理  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

11 法第 11 条の 45 の規定により行政
庁に属するとされる信託法（平成 18

年法律第 108 号）に規定する裁判所
の権限  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合に係る
もの 

              ○     農林水産事

務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

12  法第 11 条の 48 第 1 項の規定によ

る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の宅地等供給事業実施規程の設
定の承認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

13  法第 11 条の 48 第 3 項の規定によ
る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の宅地等供給事業実施規程の変

更の承認 

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

14  法第 11 条の 48 第 4 項の規定によ
る農業協同組合及び農業協同組合連

合会の宅地等供給事業実施規程の変
更又は廃止の届出の受理  

                      

(1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を  

              ○     農林水産事
務所等 
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地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

           

(2) (1)以外のもの         ○             

15 法第 11 条の 51 第 1 項の規定によ
る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の農業経営規程の設定の承認  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    16 法第 11 条の 51 第 3 項の規定によ
る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の農業経営規程の変更の承認  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    17 法第 11 条の 51 第 4 項の規定によ
る農業協同組合及び農業協同組合連
合会の農業経営規程の変更又は廃止

の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    18 法第 11 条の 65 第 2 項ただし書の
規定による農業協同組合の株式等の
取得又は保有の承認  

        ○             

    19 法第 40 条第 1 項の規定による一時
理事の職務を行うべき者の選任又は
総会の招集  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    20 法第 44 条第 2 項の規定による定款
の変更の認可  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    21 法第 44 条第 4 項の規定による定款
の変更の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    22 法第 50 条の 2 第 3 項の規定による

信用事業の全部又は一部の譲渡又は
譲受の認可  

      ○               

    23 法第 50 条の 2 第 7 項の規定による          ○             
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  信用事業の全部の譲渡の届出の受理

（法第 50 条の 4 第 5 項において準用
する場合を含む。）  

           

    24 法第 59 条第 1 項の規定による設立
の認可  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第１項第３号又は第 10 号

の事業を行うものを除く。）及
び農業協同組合連合会に係るも
の 

            ○       農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    25 法第 63 条第 2 項の規定による設立
の認可の取消し  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び

農業協同組合連合会に係るもの  

            ○       農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    26 法第 64 条第 2 項の規定による解散
の決議の認可  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    27 法第 64 条第 4 項の規定による解散
の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    28 法第 64 条第 5 項の規定による解散

の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    29 法第 64 条第 8 項の規定による解散
の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合連合会
に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    30 法第 64 条の 2 第 1 項及び第 2 項の
規定による休眠組合に対する公告及

び通知  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域                ○     農林水産事 
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  又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び

農業協同組合連合会に係るもの  

          務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    31 法第 64 条の 3 第 3 項の規定による
組合継続の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び

農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    32 法第 65 条第 2 項の規定による合併
認可 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    33 法第 70 条の 3 第 3 項の規定による

新設分割の認可  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    34 法第 71 条第 2 項の規定による清算

人の選任 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び

農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    35 法第 72 条の 22 の規定による一時
理事の職務を行うべき者の選任 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    36 法第 72 条の 24 第 3 号の規定によ

る報告の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る

もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    37 法第 72 条の 29 第 2 項の規定によ
る農事組合法人の定款の変更の届出

の受理 
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    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    38 法第 72 条の 32 第 4 項の規定によ
る農事組合法人の設立の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    39 法第 72 条の 34 第 2 項の規定によ

る農事組合法人の解散の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る

もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    40 法第 72 条の 35 第 3 項の規定によ
る農事組合法人の合併の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    41 法第 72 条の 43 第 3 項の規定によ

る裁判所からの意見の聴取又は調査
の受託  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    42 法第 72 条の 43 第 4 項の規定によ

る裁判所に対する意見の具申  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る

もの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    43 法第 72 条の 44 の規定による清算
結了の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    44 法第 73 条の 10 の規定による出資

農事組合法人の組織変更の届出の受
理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農事組合法人に係る
もの 

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    45 法第 93条の規定による報告の徴収

及び資料の提出の命令  
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    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）、農
業協同組合連合会及び農事組合
法人に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    46 法第 94 条の 2 第 1 項の規定による
改善計画の提出及び変更の命令 

      ○               

    47 法第 94 条の 2 第 2 項の規定による
定款の変更、業務執行方法の変更及

び業務の停止等の命令  

      ○               

    48 法第 95 条第 1 項の規定による措置
命令 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）、農
業協同組合連合会及び農事組合
法人に係るもの  

            ○       農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    49 法第 95 条第 2 項の規定による業務

の停止又は役員の改選命令  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）、農
業協同組合連合会及び農事組合

法人に係るもの  

            ○       農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    50 法第 95 条第 3 項の規定による規程
の承認の取消し  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

            ○       農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    51 法第 95 条の 2 の規定による解散命

令 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）、農
業協同組合連合会及び農事組合

法人に係るもの  

            ○       農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの        ○               

    52 法第 95 条の 3 の規定による組合又
は農事組合法人の代表権を有する者
が欠けている場合の官報への掲載  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）、農
業協同組合連合会及び農事組合

法人に係るもの  

            ○       農林水産事
務所等 
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    (2) (1)以外のもの        ○               

    53 法第 96 条第 1 項の規定による決
議、選挙又は当選の取消し  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び

農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

7 
 

農 水 産 業 協
同 組 合 貯 金
保 険 法 の 施

行 に 関 す る
事務 

法第 118 条の規定による農水産業協
同組合に対する命令  

      ○               

8 

 

犯 罪 に よ る

収 益 の 移 転
防 止 に 関 す
る 法 律 の 施

行 に 関 す る
事務 

1  法第 15 条の規定による特定事業

者に対する報告又は資料の提出の命
令 

        ○             

  2  法第 17 条の規定による特定事業
者に対する指導、助言又は勧告 

      ○               

  3  法第 18 条の規定による特定事業

者に対する必要な措置の命令  

      ○               

9 
 

犯 罪 利 用 預
金 口 座 等 に
係 る 資 金 に

よ る 被 害 回
復 分 配 金 の
支 払 等 に 関

す る 法 律 の
施 行 に 関 す
る事務 

法第 35条の規定による特定事業者に
対する報告又は資料の提出の命令  

        ○             

10 民 間 公 益 活
動 を 促 進 す
る た め の 休

眠 預 金 等 に
係 る 資 金 の
活 用 に 関 す

る法律（平成
28 年 法 律 第
101 号）の施

行 に 関 す る
事務 

1  法第 2 条第 4 項第 2 号の規定によ
る事由の認可  

    ○       

2  法第 43 条の規定による報告徴収  
 

    ○       

11 
 

農 業 協 同 組
合 法 施 行 細

則 （ 昭 和 49
年 三 重 県 規
則第 39 号）

の 施 行 に 関
する事務  
  

  
  
  

  

1  規則第 2 条の規定による設立の登
記の届出の受理  

                      

  (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

  (2) (1)以外のもの          ○             

  2  規則第 10 条の規定による議決事

項の届出の受理（規則第 31 条第 8
項において準用する場合を含む。）  

                      

  (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合、農業
協同組合連合会及び農事組合法
人に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

  (2) (1)以外のもの          ○             

  3  規則第 12 条の規定による総会招

集等の請求のあったことの届出の受  
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  理            

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    4  規則第 13 条の規定による役員、参

事及び会計主任の就任及び退任の届
出の受理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    5  規則第 14 条の規定による総会又

は総代会の開催の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    6  規則第 15 条の規定による総会又
は総代会の延期又は続行の届出の受

理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    7  規則第 16 条の規定による通常総
会又は通常総代会の延期の届出の受

理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合、農業

協同組合連合会及び農事組合法
人に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    8  規則第 17 条の規定による監査の
結果の報告の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    9  規則第 19 条の規定による役員の
損害賠償の結果の報告の受理（規則
第 31条第 9項において準用する場合

を含む。）  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合及び農

業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    10 規則第 20条の規定による代表又は
常勤の役員の報告の受理（規則第 31

条第 10 項において準用する場合を
含む。） 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域                ○     農林水産事  
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  又はその区域に満たない区域を

地区とする農業協同組合及び農
業協同組合連合会に係るもの  

          務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    11 規則第 27条の規定による合併の登
記完了の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    12 規則第 29 条第 1 項の規定による解

散の届出の受理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    13 規則第 30条の規定による清算着手
時の財産目録、貸借対照表及び財産
処分の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第
10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の

事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    14 規則第 31 条第 7 項の規定による清
算結了の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業協同組合（法第

10 条第 1 項第 3 号又は第 10 号の
事業を行うものを除く。）及び
農業協同組合連合会に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

12 農 業 災 害 補

償 法 の 施 行
に 関 す る 事
務 

  
  

1  法第 16 条第 1 項ただし書の規定に

よる業務の規模の基準の決定  

        ○             

  2  法第 24 条第 2 項の規定による設立
に関する報告書の提出の要求  

        ○             

  3  法第 25 条の規定による設立の認

可 

      ○               

  4   法第 26 条第 1 項の規定による設立
の認可及び不認可の通知（法第 46
条第 3 項、第 48 条及び第 85 条の 9

第 3 項において準用する場合を含
む。）  

        ○             

    5  法第 26 条第 2 項の規定による設立
に関する認可の証明（法第 26 条第 5

項、第 46 条第 3 項、第 48 条第 3 項、
第 85 条の 3 第 4 項及び第 85 条の 9
第 3 項において準用する場合を含

む。） 

        ○             

    6  法第 29 条第 4 項の規定による模範
定款例の設定  

        ○             
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    7  法第 30 条第 3 項の規定による模範

共済規程例の設定  

        ○             

    8  法第 33 条の 6 の規定による仮理事
の選任  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    9  法第 34 条の 2 第 3 号の規定による

報告の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    10 法第 43 条第 1 項の規定による定款
及び第 2 項の規定による共済規程の

変更の認可並びに同条第 3 項におい
て準用する法第 26 条の規定による
認可及び不認可の通知並びに認可の

証明 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係

るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    11 法第 46 条第 2 項の規定による解散
の議決の認可  

        ○             

    12 法第 48 条第 2 項の規定による合併

の認可  

      ○               

    13 法第 56 条の 2 第 3 項の規定による
裁判所からの意見の聴取又は調査の
受託 

        ○             

    14 法第 56 条の 2 第 4 項の規定による
裁判所に対する意見の具申  

        ○             

    15 法第 58条の規定による清算結了の
届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域

又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    16 法第 73 条の 3 第 2 項の規定による
解散の登記の嘱託  

        ○             

    17 法第 77条において準用する商業登
記法第 25条第 3項の規定による証明

書の交付 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係

るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    18 法第 85 条第 4 項の規定による農業
共済組合の指定についての主務大臣

に対する意見の具申（法第 85 条の 7
において準用する場合を含む。）  

        ○             

    19 法第 85 条の 2 第 2 項の規定による
市町に対する共済事業の実施の申出  

              ○     農林水産事
務所等 
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  の届出の受理             

    20 法第 85 条の 3 第 1 項及び第 3 項の

規定による市町による共済事業の実
施の認可及び不認可の通知  

      ○               

    21 法第 85 条の 4 第 5 項の規定による
共済責任期間の満了日の認定  

        ○             

    22 法第 85 条の 6 第 1 項及び第 3 項の

規定による市町の共済事業実施区域
の変更の認可並びに認可及び不認可
の通知並びに同条第 4 項において準

用する第 85 条の 3 第 4 項において準
用する法第 26条第 2項の規定による
認可及び認可の証明（同条第 5 項に

おいて準用する場合を含む。） 

        ○             

    23 法第 85 条の 9 第 1 項の規定による
市町の共済事業の全部廃止の認可  

        ○             

    24 法第 85 条の 10 第 1 項の規定によ

る共済事業の実施に関する条例の変
更の認可並びに同条第 2 項において
準用する法第 26 条の規定による認

可及び不認可の通知並びに認可の証
明 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    25 法第 87 条の 2 第 4 項の規定による

滞納処分の認可  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係

るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    26 法第 104 条の 3 第 2 項の規定によ
る組合等が共済関係を成立させない
ことを相当とする事由の存する旨の

認定 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    27 法第 107 条第 4 項の規定による農
作物共済に係る危険段階別基準共済

掛金率の認可  

        ○             

    28 法第 115 条第 4 項の規定による家
畜共済に係る危険段階共済掛金標準
率甲及び乙の認可  

        ○             

    29 法第 120 条の 7 第 5 項及び第 9 項
の規定による果樹共済に係る危険段
階基準共済掛金率の認可  

        ○             

    30 法第 120 条の 23 第 3 項の規定によ

る園芸施設共済に係る危険段階共済
掛金標準率の認可  

        ○             

    31 法第 120 条の 15 第 1 項及び第 3 項
の規定による畑作物共済に係る地域

の決定並びに区域別、地域別及び危
険階級別の危険程度を表示する指数
の決定 

        ○             

    32 法第 120 条の 15 第 6 項の規定によ          ○             
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  る畑作物共済に係る危険段階基準共

済掛金率の認可  

           

    33 法第 142 条の 2 の規定による報告
徴収等  

        ○             

    34 法第 142 条の 5 第 1 項及び第 2 項
の規定による監督命令  

      ○               

    35 法第 142 条の 5 の 2 第 1 項及び第 2

項の規定による指示  

      ○               

    36 法第 142 条の 6 第 1 項及び第 2 項
の規定による役員の改選命令及び解

任命令  

      ○               

    37 法第 142 条の 6 第 3 項の規定によ
る解散命令  

      ○               

    38 法第 142 条の 7 の規定による議決、
選挙及び当選の取消し  

      ○               

    39 法第 143 条の 2 第 1 項の規定によ

る県農業共済保険審査会の設置及び
同条第 2 項の規定による同審査会に
対する諮問  

        ○             

    40 法第 150 条の 2 第 1 項の規定によ
る新規開田地等の指定  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    41 農業災害補償法施行令（昭和 22 年
政令第 299 号）第 2 条の 3 の規定に

よる協議のあっせん  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    42 政令第 2 条の 4 第 1 項の規定によ
る賦課金の額及び賦課方法の承認並

びにその変更の承認 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係

るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    43 政令第 2 条の 4 第 2 項及び第 4 項
の規定による賦課金の額及び賦課方

法の報告並びにその変更の受理 

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を
地区とする農業共済組合等に係

るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    44 農業災害補償法施行規則（昭和 22
年農林省令第 95 号）第 23 条の 2 第

1 項の規定による特別積立金の取崩
しの承認  

                      

    (1) 農林水産事務所等の所管区域
又はその区域に満たない区域を

地区とする農業共済組合等に係
るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             
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    45 農作物共済引受要綱（昭和 47 年農

経Ｂ第 209 号）第 2 章第 2 節の規定
による農作物共済の単位当たり収穫
量の決定及び通知  

        ○             

    46 果樹共済引受要綱（昭和 56 年農経
Ｂ第 999 号）第 2 章第 2 節の規定に
よる標準収量表の設定、果実の収穫

量が年産ごとに著しく変動しないと
する認定並びに果樹共済の単位当た
り収穫量の決定及び通知  

        ○             

    47 畑作物共済引受要綱（昭和 54 年農

経Ｂ第 933 号）第 2 章第 3 節の規定
による畑作物共済の単位当たり収穫
量及び収繭量の決定及び通知  

        ○             

13 主 要 食 糧 の

需 給 及 び 価
格 の 安 定 に
関 す る 法 律

（平成 6 年法
律第 113 号）
の 施 行 に 関

する事務  

1  法第 7 条の 3 第 1 項の規定による

命令 

        ○             

  2  法第 7 条の 3 第 2 項の規定による
勧告 

        ○             

  3  法第 52 条第 1 項の規定による報告

の徴収及び立入検査 

        ○             

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 産 園 芸 課 の 表 第 一 号 の 項 第 二 号 中 「生産物審査 」 の 次 に 「の実施 」 を 加 え 、 同 項 第 八 号

中 「試験 」 の 次 に 「の実施 」 を 加 え 、 同 表 第 二 号 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。 

5  要綱第 11 の 11 の規定による交付
対象事業の公表  

    ○       

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 産 園 芸 課 の 表 第 三 号 の 項 第 四 号 及 び 第 六 号 の 項 第 二 号 中 「樹立 」 を 「策定 」 に 改 め 、 同

表 第 七 号 の 項 第 三 号 を 同 項 第 四 号 と し 、 同 項 第 二 号 を 同 項 第 三 号 と し 、 同 項 第 一 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。 

2  法第 2 条の 3 第 5 項の規定による
果樹農業振興計画策定に係る学識経

験を有する者からの意見の聴取 

    ○       

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 産 園 芸 課 の 表 第 七 号 の 項 に 次 の 二 号 を 加 え る 。 

5  法第 4 条第 8 項の規定による勧告      ○       

6  法第 8 条の規定による報告の徴収      ○       

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 産 園 芸 課 の 表 第 八 号 の 項 を 削 り 、 同 表 中 第 九 号 の 項 を 第 八 号 の 項 と し 、 第 十 号 の 項 を 第

九 号 の 項 と し 、 同 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 
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産 地 パ ワ ー
ア ッ プ 事 業

実施要綱（平
成 28 年 27 生
産第 2390 号）

に 関 す る 事
務 

1   産地パワーアップ事業実施要領
（平成 28 年 27 生産第 2391 号 27 政

統第 490 号）第 10 の 1 の規定による
都道府県実施方針の提出  

        ○             

2  産地パワーアップ事業実施要領
第 10 の 5 の（1）の規定による都道

府県事業計画の提出  

    ○       

3  産地パワーアップ事業実施要領第
10 の 5 の（4）の規定による産地パ
ワーアップ計画及び取組主体事業計

画の承認 

    ○       

4  産地パワーアップ事業実施要領
第 10 の 5 の（5）の規定による都道

府県事業計画の変更  

    ○       

5  要綱第 7 の規定による事業実施状
況の報告 

        ○             

6  要綱第 8 の規定による評価結果の
報告 

    ○       
 

11 肥 料 取 締 法

（昭和 25 年
法 律 第 127
号）の施行に

関する事務  
  

1  法第 7 条の規定による肥料の登録          ○              

  2  法第 10 条の規定による登録証の
交付 

        ○              

  3  法第 12 条の規定による登録の更
新 

        ○              
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4  法第 13 条の規定による登録事項

等の変更の届出の受理及び登録証の
書替え交付 

        ○              

  5  法第 15 条の規定による登録失効

の届出の受理  

        ○              

  6  法第 16 条の規定による登録等の
公告及び通知  

        ○              

  7  法第 16 条の 2 の規定による指定配
合肥料生産業等の届出の受理  

        ○              

  8  法第 19 条の規定による事故肥料

の譲渡許可 

        ○              

    9  法第 21 条の規定による表示の命
令 

        ○              

    10 法第 22条の規定による特殊肥料の

生産業者等の届出の受理  

        ○              

    11 法第 22 条の 2 第 2 項の規定による
農林水産大臣への申出  

        ○              

    12 法第 23条の規定による販売業務等
の届出の受理 

        ○              

    13 法第 29条の規定による業務報告の
徴収  

        ○              

    14 法第 30 条第 1 項及び第 3 項の規定
による立入検査及び収去  

                       

    (1) 農林水産事務所等の所掌に属

するもの 

              ○     農林水産事

務所等 

 

    (2) (1)以外のもの          ○              

    15 法第 30 条第 4 項の規定による報告         ○              

    16 法第 30 条第 7 項の規定による検査
結果の公表  

        ○              

    17 法第 31条の規定による違反の場合

の行政処分 

        ○              

    18 法第 33条の規定による聴聞の実施          ○              

    19 法第 35条の規定による適用除外肥
料の指定  

        ○              

    20 分析結果の報告              ○       農業研究所   
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植 物 防 疫 法

（昭和 25 年
法 律 第 151
号）の施行に

関する事務  
  
  

  
  

1  法第 21 条の規定による有害動植

物のまん延の報告  

        ○              

  2  法第 23 条第 2 項の規定による発生
予察事業への協力  

        ○              

  3  法第 24 条第 2 項の規定による防除

計画の策定 

        ○              

  4  法第 24 条第 4 項の規定による防除
計画の告示及び報告  

        ○              

  5  法第 24 条第 5 項の規定による防除
計画の告示  

        ○              

  6  法第 29 条の規定による必要な措

置 

        ○              

  7  法第 31 条第 1 項の規定による発生
予察事業の実施  

                  ○ 病害虫防除
所 

 

    8  法第 31 条第 2 項の規定による発生

予察事業についての報告  

                  ○ 病害虫防除

所 

 

    9  法第 32 条第 4 項の規定による病害
虫防除所の事務の実施  

                  ○ 病害虫防除
所 

 

    10 法第 38条の規定による都道府県が
処理する事務等の実施  

        ○              
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    11 植物防疫法施行規則（昭和 25 年農

林省令第 73 号）第 38 条の規定によ
る協力成績の提出  

        ○              

    12 省令第 39条の規定による費用請求

書の提出  

        ○              

    13 植物防疫法施行細則（昭和 32 年三
重県規則第 59 号）第 2 条及び第 3 条
の規定による病害虫防除員の任免  

                  ○ 病害虫防除
所 

 

    14 規則第 4 条の規定による病害虫防

除員に対する指示  

                  ○ 病害虫防除

所 

 

    15 規則第 6 条第 2 項の規定による病
害虫発生報告  

                  ○ 病害虫防除
所 

 

    16 規則第 8 条の規定による防除計画

の指示 

                  ○ 病害虫防除

所 

 

    17 規則第 9 条の規定による防除勧告                    ○ 病害虫防除
所 

 

    18 規則第 11条の規定による事業概要
及び諸調査の結果の報告  

                  ○ 病害虫防除
所 

 

13 農 薬 取 締 法

（昭和 23 年
法律第 82 号）
の 施 行 に 関

する事務  
  
  

  
  
  

1  法第 8 条の規定による販売業者の

届出の受理 

        ○              

  2  法第 13 条第 1 項の規定による報告
命令及び立入検査  

                       

  (1) 農林水産事務所等の所掌に属す

るもの 

              ○     農林水産事

務所等 

 

  (2) 病害虫防除所の所掌に属するも
の 

            ○       病害虫防除
所 

 

  (3) (1)及び(2)以外のもの          ○              

  3  法第 13 条第 2 項の規定による農林

水産大臣又は環境大臣への報告 

        ○              

  4  法第 13 条第 3 項の規定による報告
命令及び立入検査  

                       

  (1) 農林水産事務所等の所掌に属す
るもの 

              ○     農林水産事
務所等 

 

    (2) 病害虫防除所の所掌に属するも

の 

            ○       病害虫防除

所 

 

    (3) (1)及び(2)以外のもの          ○              

    5  法第 14 条第 2 項及び第 4 項の 
規定による監督処分  

        ○              

    6  法第 14 条第 5 項の規定による異議

申立ての決定  

        ○              

14 地 力 増 進 法
（昭和 59 年
法律第 34 号）

の 施 行 に 関
する事務  
  

  
  

1  法第 4 条第 1 項の規定による指定          ○              

  2  法第 4 条第 2 項の規定による関係
市町の意見の聴聞  

        ○              

  3  法第 4 条第 3 項の規定による公表          ○              

  4  法第 4 条第 4 項の規定による指定

の解除 

        ○              

  5  法第 6 条第 1 項の規定による指針
の策定 

        ○              

  6  法第 6 条第 3 項の規定による関係

市町及び関係農業者の組織する団体
の意見の聴聞  

        ○              

    7  法第 6 条第 4 項の規定による公表          ○              

    8  法第 6 条第 5 項の規定による指針
の変更 

        ○              

15 持続性の高  1  法第 3 条第 1 項の規定による導入          ○              
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い 農 業 生 産

方 式 の 導 入
の 促 進 に 関
する法律（平

成 11 年法律
第 110 号）の
施 行 に 関 す

る事務 

指針の策定              

  2  法第 3 条第 4 項の規定による導入

指針の変更  

        ○              

  3  法第 3 条第 5 項の規定による導入
計画の公表  

        ○              

  4  法第 4 条第 1 項の規定による導入
計画の認定  

        ○              

  5  法第 5 条第 1 項の規定による導入
計画変更の認定  

        ○              

   6  法第 5 条第 2 項の規定による認定
の取消し 

        ○              

   7  法第 9 条の規定による報告の徴収          ○              

16 有 機 農 業 の

推 進 に 関 す
る法律（平成
18 年 法 律 第

112 号）の施
行 に 関 す る
事務 

法第 7 条の規定による推進計画の策

定及び変更  

        ○              

別 表 第 一 農 林 水 産 部 畜 産 課 の 表 第 十 四 号 の 項 第 四 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

5  要綱第 11 の 11 の規定による交付対
象事業の公表 

    ○       

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 山 漁 村 づ く り 課 の 表 第 十 号 の 項 を 次 の よ う に 改 め る 。 

10 日 本 型 直 接
支 払 推 進 交

付 金 実 施 要
綱 （ 平 成 28
年 27 農振第

2218 号）に関
する事務  

要綱第 3 の 2 の規定による都道府県
推進実施計画の作成及び提出  

        ○              

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 地 調 整 課 の 表 第 一 号 の 項 第 二 十 六 号 中 「法第 15 条の 2 第 6 項 」 の 次 に 「及び第 7 項 」 を

加 え 、 「三重県農業会議の 」 を 削 り 、 「第 8 項 」 を 「第 9 項 」 に 改 め 、 同 項 第 二 十 七 号 中 「第 15 条の 2 第 7 項 」 を

「第 15 条の 2 第 8 項 」 に 改 め 、 同 項 第 三 十 二 号 中 「三重県農業会議等の 」 を 削 り 、 同 表 第 三 号 の 項 第 二 号 を 削 り 、

同 項 第 三 号 中 「第 4 条第 5 項 」 を 「第 4 条第 8 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え

る 。 

3  法第 4 条第 9 項の規定による農業
委員会の意見の聴取（法第 5 条第 5

項において準用する場合を含む。）  

                      

(1) 尾鷲市、熊野市、北牟婁郡紀
北町並びに南牟婁郡御浜町及び
紀宝町の区域に係るもの  

              ○     農林水産事
務所等 

(2) (1)以外のもの         ○             

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 地 調 整 課 の 表 第 三 号 の 項 第 四 号 中 「面積が 4 ヘクタール以下の 」 を 削 り 、 同 項 第 七 号 中

「三重県農業会議の 」 を 削 り 、 同 項 中 第 十 一 号 か ら 第 十 三 号 ま で を 削 り 、 第 十 四 号 を 第 十 一 号 と し 、 第 十 五 号 を

第 十 二 号 と し 、 同 項 第 十 六 号 中 「三重県農業会議への 」 を 削 り 、 同 号 を 同 項 第 十 三 号 と し 、 同 項 中 第 十 七 号 を 第

十 四 号 と し 、 第 十 八 号 を 削 り 、 第 十 九 号 を 第 十 五 号 と し 、 第 二 十 号 か ら 第 二 十 三 号 ま で を 四 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 同

項 第 二 十 四 号 中 「三重県農業会議及び農業委員会からの 」 を 削 り 、 同 号 を 同 項 第 二 十 号 と し 、 同 項 中 第 二 十 五 号

を 第 二 十 一 号 と し 、 第 二 十 六 号 か ら 第 二 十 九 号 ま で を 四 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 第 三 十 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 同 号 の 次

に 次 の よ う に 加 え る 。 

27 政令第 9 条第 3 項の規定による農
林水産大臣に対する意見  

        ○             

別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 地 調 整 課 の 表 第 三 号 の 項 第 三 十 一 号 及 び 第 三 十 二 号 を 削 り 、 同 項 第 三 十 三 号 中 「第 23

条第 2 号 」 を 「第 16 条第 2 号 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 十 八 号 と し 、 同 項 第 三 十 四 号 中 「第 33 条 」 を 「第 25

条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 二 十 九 号 と し 、 同 項 第 三 十 五 号 中 「第 37 条 」 を 「第 30 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三

十 号 と し 、 同 項 第 三 十 六 号 中 「平成 13年 12構改Ｂ1242農林水産省構造改善局長通知 」 を 「平成 28年 27経営 3195、
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27 農振 2146 農林水産省経営局長、農村振興局長通知 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 十 一 号 と し 、 同 項 第 三 十 七 号 中

「農地転用許可後の転用事業の促進等に関する事務処理について（昭和 51 年構改Ｂ1939 農林省構造改善局長通

知） 」 を 「農地法関係事務処理要領の制定について（平成 21 年 21 経営 4608、21 農振 1599 農林水産省経営局長、

農村振興局長通知） 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 十 二 号 と し 、 同 表 第 四 号 の 項 第 一 号 及 び 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。 

1  法第 31 条の 3 の規定による境界確
定のための協議等  

                    

 

(1) 本庁の所掌に属するもの     ○       

(2) (1)以外のもの        ○   農林水産事

務所等 

2 法第 31 条の 4 の規定による境界の
確定、決定等  

                    

(1) 本庁の所掌に属するもの     ○       

(2) (1)以外のもの 
 

       ○   農林水産事
務所等 

 別 表 第 一 農 林 水 産 部 農 地 調 整 課 の 表 第 七 号 の 項 第 三 十 九 号 中 「第 87 条第 7 項」 を「第 87 条第 8 項」 に 、「異議

申立てに対する決定 」 を 「審査請求に対する裁決 」 に 改 め 、 同 表 第 十 一 号 の 項 中 「第 70 条の 4 第 35 項 」 を 「第

70 条の 4 第 36 項 」 に 、 「第 70 条の 6 第 40 項 」 を 「第 70 条の 6 第 41 項 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 森 林 ・ 林 業 経 営 課 の 表 第 二 号 の 項 第 三 号 中 「第 16 条 」 を 「第 21 条 」 に 改 め 、 同 表 第 五 号

の 項 中 第 二 十 七 号 を 第 三 十 二 号 と し 、 第 二 十 号 か ら 第 二 十 六 号 ま で を 五 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 九 号 を 第 二 十 一 号

と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

22 法第 100 条の 8 第 1 項の規定によ
る組織変更の認可  

   ○        

23 法第 100 条の 16 の規定による組織

変更の認可 

   ○        

24 法第 100 条の 22 第 1 項の規定によ
る組織変更の認可  

   ○        

別 表 第 一 農 林 水 産 部 森 林 ・ 林 業 経 営 課 の 表 第 五 号 の 項 中 第 十 八 号 を 第 二 十 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 十 七 号 ま で を

二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 七 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

8  法第 26 条の 3 第 1 項の規定による
森林経営規程の設定の承認  

    ○       

9  法第 26 条の 3 第 3 項の規定による

森林経営規程の変更又は廃止の承認  

    ○       

別 表 第 一 農 林 水 産 部 森 林 ・ 林 業 経 営 課 の 表 第 十 号 の 項 中 「森林・林業再生基盤づくり交付金 」 を 「次世代林業

基盤づくり交付金実施要綱 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 治 山 林 道 課 の 表 第 五 号 の 項 第 一 号 中 「第 6 の 1（1） 」 を 「第 7 の 1（1） 」 に 改 め 、 同 項 第 二

号 中 「第 6 の 1 の（3） 」 を 「第 7 の 1 の（3） 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「第 6 の 2 の（1） 」 を 「第 7 の 2 の（1） 」

に 改 め 、 同 項 第 四 号 中 「第 6 の 2 の（4） 」 を 「第 7 の 2 の（4） 」 に 改 め 、 同 項 第 五 号 中 「第 6 の 3 」 を 「第 7 の 3 」

に 改 め る 。 

別 表 第 一 農 林 水 産 部 水 産 資 源 課 の 表 中 「水産資源課 」 を 「水産資源・経営課 」 に 改 め 、 第 一 号 の 項 か ら 第 十 二

号 の 項 ま で を 削 り 、 第 十 三 号 の 項 を 第 一 号 の 項 と し 、 第 十 四 号 の 項 を 第 二 号 の 項 と し 、 第 十 五 号 の 項 及 び 第 十 六

号 の 項 を 削 り 、 第 十 七 号 の 項 を 第 三 号 の 項 と し 、 第 十 八 号 の 項 を 削 り 、 同 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

4 真 珠 の 振 興

に 関 す る 法
律 （ 平 成 28
年 法 律 第 74

号）の施行に
関する事務  

1  法第 3 条第 1 項の規定による振興

計画の策定  

    ◯        

 2  法第 3 条第 3 項の規定による振興
計画の公表  

    ◯        

5 漁 業 近 代 化
資 金 融 通 法

（昭和 44 年
法律第 52 号）
の 施 行 に 関

する事務  

法第 2 条第 3 項第 1 号の規定による
特認の承認  

        ○              

6 三 重 県 漁 業
近 代 化 資 金

1  規則第 3 条の規定による利子補給
契約の締結  

        ○              
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  利 子 補 給 金

交付規則（昭
和 44 年三重
県 規 則 第 51

号）の施行に
関する事務  
  

  

2  規則第 6 条第 1 項の規定による利

子補給金の打切りの決定  

        ○              

  3  規則第 6 条第 2 項の規定による利
子補給金の打切りの決定又は利子補

給金の返還命令  

        ○              

  4  規則第 7 条の規定による利子補給
に係る資金の融資に関する報告の徴
収及び帳簿、書類等の調査  

        ○              

  5  三重県漁業近代化資金融資制度要

綱第 7 の規定による利子補給の承諾  

        ○              

    6  要綱第 14 の規定による利子補給
条件等の変更の承認  

        ○              

7 漁 業 経 営 の

改 善 及 び 再
建 整 備 に 関
す る 特 別 措

置法（昭和 51
年 法 律 第 43
号）の施行に

関する事務  
  
  

  
  
  

  
  
 

1  法第 4 条第 3 項の規定による改善

計画の認定  

        ○              

  2  漁業経営の改善及び再建整備に関
する特別措置法施行令（昭和 51 年政
令第 132 号）第 3 条第 2 項の規定に

よる改善計画変更の認定  

        ○              

  3  政令第 3 条第 3 項の規定による改
善計画の認定取消し  

        ○              

  4  三重県漁業経営維持安定資金融通
事務取扱要領（平成 12 年金第 741

号）第 2 の 2 の(2)の規定による再建
計画の認定  

        ○              

  

  

5  要領第 2 の 2 の(3)の規定による再

建計画変更の認定  

        ○              

6  要領第 2 の 2 の(4)の規定による再
建計画の認定取消し  

        ○              

  7  要領第 4 の 2 の規定による利子補
給契約の締結  

        ○              

  8  要領第 4 の 4 の(2)の規定による利

子補給の承諾  

        ○              

   9  要領第 4 の 4 の(3)の規定による利
子補給条件の変更の承諾  

        ○              

  10 要領第 6 の 2 の規定による融資目

標額の策定  

        ○              

8 沿岸漁業改善
資 金 助 成 法
（昭和 54 年

法律第 25 号）
の施行に関す
る事務 

  
  

1  法第 9 条の規定による貸付金の期
限前償還の請求  

        ○              

  2  法第 10 条の規定による償還金の
支払の猶予 

        ○              

  3  法第 11 条の規定による違約金の
徴収 

        ○              

  4  法第 13 条第 1 項の規定による事務
の一部の信用漁業協同組合連合会へ

の委託  

        ○              

  5  法第 15 条の規定による事業の廃
止に伴う納付金の納付  

      ○                

  6   沿岸漁業改善資金助成法施行令
（昭和 54 年政令第 124 号）第 11 条

の規定による延滞金の納付  

      ○                

    7  三重県沿岸漁業改善資金貸付規則
（昭和 54 年三重県規則第 55 号）第

7 条の規定による貸付けの決定 

      ○                

    8  規則第 8 条の規定による借用証書
の受理  

        ○              

    9  規則第 9 条第 1 項の規定による事
業完了延期の承認  

        ○              
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    10 規則第 9 条第 2 項の規定による事

業完了報告書の受理  

        ○              

    11 規則第 13条の規定による報告の徴
収及び帳簿その他の物件の検査 

              ○     農林水産事
務所等 

 

9 三 重 県 漁 業

経 営 改 善 促
進 資 金 融 通
事 業 実 施 要

綱（平成 7 年
農 政 第 1402
号）に関する

事務 

1  要綱第 4 の 1 の(1)の規定による貸

付予定目標額の策定  

        ○              

  
  

2  要綱第 4 の 1 の(2)の規定による融
資機関別の貸付目標額及び低利預託
基金預託額の決定  

        ○              

3  要綱第 4 の 2 の(4)の規定による低

利預託基金の預託の指示  

        ○              

  4  要綱第 4 の 2 の(5)の規定による低
利預託基金の預託額の通知  

        ○              

  5  要綱第 7 の 2 の規定による基金協

会への指示 

        ○              

  6  要綱第 7 の 3 の規定による融資機
関への指示 

        ○              

10 三 重 県 漁 業
経 営 改 善 促

進 資 金 低 利
預 託 基 金 利
子 補 給 金 交

付要領（平成
7 年 農 政 第
1403 号）に関

する事務  

1  要領第 4 の 2 の規定による利子補
給契約の締結  

        ○              

  2  要領第 6 の規定による利子補給の
諾否の決定 

        ○              

  3  要領第 7 の規定による利子補給条
件変更の諾否の決定  

        ○              

  4  要領第 12 の 1 の規定による利子補

給金の打切りの決定  

        ○              

  5  要領第 12 の 2 の規定による利子補
給金の打切りの決定及び利子補給金
の返還命令  

        ○              

    6  要領第 14 の規定による利子補給
に係る低利預託基金の融通に関する
報告の徴収及び帳簿、書類等の調査  

        ○              

11 中 小 漁 業 融

資 保 証 法 の
施 行 に 関 す
る事務 

法第 65条の規定による漁業信用基金

協会の業務及び財産の状況に関する報
告の徴収  

        ○              

12 

  

水 産 業 改 良

普 及 事 業 推
進要綱（平成
17 年 16 水推

第 1023 号）
に 関 す る 事
務 

1  要綱第 4 の 2 の規定による実施方

針の策定 

        ○              

2  要綱第 4 の 3 の規定による実施方
針の水産庁長官への報告  

        ○              

  3  要綱第 5 の規定による毎年度の実

施計画書の水産庁長官への提出 

        ○              

13 三重県漁業士
認定事業実施
要領に関する

事務 
 

1  要領第 5 の(1)の規定による漁業
士認定検討会の設置  

        ○              

  2  要領第 6 の(1)の規定による認定
申請書の経由  

              ○     農林水産事
務所等 

 

  3  要領第 6 の(3)の規定による認定

及び認定証の交付  

        ○              

 4  要領第 9 の規定による感謝状等の
授与  

    ◯        

14 三 重 県 漁 村

女 性 ア ド バ
イ ザ ー 認 定
要領（平成 28

年 度 農 林 水
第 24-161 号）
に 関 す る 事

務 

1  要領第 5 の 4 の規定による認定検

討会の設置  

        ○              

  
  

2  要領第 6 の規定による認定証の交
付 

        ○              

3  要領第 8 の 3 の規定による認定の
取消  

        ○              

  4  要領第 8 の 5 の規定による感謝状
等の授与  

        ○              
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15 廃 止 前 の 三

重 県 水 産 業
改 良 普 及 員
資 格 試 験 規

則 （ 昭 和 41
年 三 重 県 規
則第 51 号）

の 施 行 に 関
する事務  

規則第 7 条第 2 項の規定による合格

証書の再交付  

        ○              

別 表 第 一 農 林 水 産 部 水 産 経 営 課 の 表 中 第 十 五 号 の 項 を 削 り 、 同 表 第 十 四 号 の 項 中 第 一 号 か ら 第 六 号 ま で を 削 り 、

第 七 号 を 第 一 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 十 一 号 ま で を 六 号 ず つ 繰 り 上 げ 、 同 項 を 同 表 第 十 九 号 の 項 と し 、 同 表 第 四 号

の 項 か ら 第 十 三 号 の 項 ま で を 削 り 、 同 表 第 三 号 の 項 中 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で を 削 り 、 第 四 号 を 第 一 号 と し 、 第 五

号 を 第 二 号 と し 、 同 項 第 六 号 中 「第 118 条第 2 項及び第 3 項 」 を 「第 118 条第 1 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 号

と し 、 同 項 第 七 号 を 同 項 第 四 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

5  漁業災害補償法施行令（昭和 39 年
政令第 293 号）第 1 条第 1 項、第 2

項、第 3 項及び第 5 項の規定による
都道府県が処理する事務 

        ○             

別 表 第 一 農 林 水 産 部 水 産 経 営 課 の 表 第 三 号 の 項 第 八 号 中 「漁業災害補償法施行令（昭和 39 年政令第 293 号） 」

を 「政令 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 項 を 同 表 第 十 八 号 の 項 と し 、 同 表 第 二 号 の 項 を 同 表 第 十 七 号 の 項

と し 、 同 表 第 一 号 の 項 第 二 十 九 号 中 「第 69 条 」 を 「第 69 条第 2 項 」 に 改 め 、 同 項 を 同 表 第 十 六 号 の 項 と し 、 同

項 の 前 に 次 の よ う に 加 え 、 同 表 を 別 表 第 一 農 林 水 産 部 漁 業 環 境 課 の 表 と す る 。  

1 水 産 資 源 保
護法（昭和 26

年法律第 313
号）の施行に
関する事務  

  
  
  

  

1  法第 15 条第 2 項の規定による保護
水面の指定  

      ○               

  2  法第 15 条第 3 項の規定による三重

海区漁業調整委員会及び三重県内水
面漁場管理委員会への諮問（法第 15
条第 7 項において準用する場合を含

む。）  

      ○               

  3  法第 17 条の規定による保護水面
の管理計画の策定  

        ○             

  4  法第 18 条第 1 項の規定による保護
水面の区域内における工事等の許可  

        ○             

  5  法第 18 条第 2 項の規定による工事
の変更及び原状回復命令  

        ○             

  6  法第 18 条第 3 項から第 5 項までの
規定による協議  

        ○             

    7  法第 18 条第 6 項の規定による勧告          ○             

    8  法第 22 条第 2 項の規定による工作

物についての管理命令  

        ○             

    9  法第 30 条の規定による漁獲の数
量等についての報告の徴収  

          ○           

    10 法第 33条の規定による水産資源の

保護培養に関する協力の要請  

                      

    (1) 本庁の所掌に属するもの         ○             

    (2) 地域機関の所掌に属するもの               ○     農林水産事
務所等 

    11 水産資源保護法施行規則の一部を

改正する省令の制定について（平成
5 年水産庁長官通達）による許可申
請の進達等  

        ○             

2 海 洋 水 産 資

源 開 発 促 進
法 （ 昭 和 46
年 法 律 第 60

号）の施行に
関する事務  
  

1  法第 5 条の規定による沿岸水産資

源開発区域の指定  

      ○               

  2  法第 6 条の規定による開発区域の
変更等  

      ○               

  3  法第 7 条の規定による沿岸水産資
源開発計画の作成  

        ○             
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    4  法第 8 条の規定による開発計画の

変更 

        ○             

  5  法第 9 条の規定による開発区域に
おける行為の届出の受理  

        ○             

  6  法第 9 条第 2 項の規定による勧告          ○             

    7  法第 14 条第 1 項の規定による資源

管理協定の認定  

        ○             

    8  法第 15 条第 2 項の規定による認定
資源管理協定への参加のあつせん  

        ○             

    9  法第 20 条第 2 項の規定による関係

行政機関の長等に対する協力要請等  

        ○             

3 海 洋 生 物 資
源 の 保 存 及
び 管 理 に 関

する法律（平
成 8 年法律第
77 号）の施行

に 関 す る 事
務 
  

  
  

1  法第 4 条第 3 項の規定による農林
水産大臣の承認の申請  

        ○             

  2  法第 4 条第 4 項及び第 9 項並びに
法第 11条第 4項の規定による三重海

区漁業調整委員会への諮問  

        ○             

  3  法第 4 条第 5 項及び第 8 条第 2 項
の規定による公表  

        ○             

  4  法第 4 条第 7 項及び第 8 項の規定

による変更 

        ○             

  5  法第 5 条第 1 項の規定による都道
府県計画の策定  

        ○             

  6  法第 6 条の規定による農林水産大
臣又は関係する都道府県知事に対す

る要請  

        ○             

    7  法第 7 条第 2 項の規定による制限
又は条件の設定  

        ○             

    8  法第 9 条第 2 項の規定による勧告

等 

        ○             

    9  法第 10 条第 2 項の規定による命令          ○             

    10 法第 11 条第 2 項の規定による漁獲
量の限度の割当て  

        ○             

    11 法第 12 条第 2 項の規定による停泊
命令 

        ○             

    12 法第 14 条第 1 項の規定による認定          ○             

    13 法第 15 条第 2 項の規定によるあっ
せん 

        ○             

    14 法第 16 条第 2 項の規定による措置          ○             

    15 法第 16 条第 3 項の規定による制限
又は条件の設定  

        ○             

    16 法第 18 条第 1 項の規定による検査          ○             

4 自 衛 隊 法 の
施 行 に 関 す
る事務 

法第 105 条の規定による損失補償申
請に係る意見の具申等  

          ○           

5 漁業法（昭和

24 年 法 律 第
267 号）の施
行 に 関 す る

事務 
  
  

1  法第 5 条第 2 項の規定による共同

申請の代表者の指定  

        ○             

  2  法第 8 条の規定による漁業権行使
規則の認可及び変更認可  

        ○             

  3  法第 10 条の規定による漁業権の

免許及び法第 13 条の規定による漁
業権の不免許  

      ○               

  4  法第 11 条及び法第 11 条の 2 の規
定による漁業権免許の内容等の事前

決定 

      ○               

  5  法第 11 条第 1 項及び第 2 項、第         ○             
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  12 条、第 14 条第 5 項、第 22 条第 3

項、第 24 条第 4 項、第 26 条第 3 項、
第 27 条第 2 項、第 34 条第 2 項、第
36 条第 2 項、第 37 条第 3 項、第 38

条第 2 項、第 39 条第 3 項及び第 8
項、第 40 条、第 65 条第 7 項、第 124
条第 2 項及び第 5 項、第 128 条並び

に第 129 条の規定による三重海区漁
業調整委員会及び三重県内水面漁場
管理委員会への諮問  

           

    6  法第 22 条第 1 項の規定による漁業

権の分割又は変更の免許  

        ○             

    7  法第 24 条第 2 項の規定による抵当
権の設定の認可  

        ○             

    8  法第 26 条第 1 項の規定による漁業
権の移転の認可  

        ○             

    9  法第 27 条第 1 項の規定による漁業
権取得の届出の受理  

          ○           

    10 法第 35条の規定による休業の届出
の受理（法第 36 条第 3 項において準

用する場合を含む。）  

          ○           

    11 法第 36 条第 1 項の規定による休業
中の漁業許可  

        ○             

    12 法第 37 条第 1 項の規定による休業
による漁業権の取消し（法第 36 条第

3 項において準用する場合を含む。） 

      ○               

    13 法第 38 条第 1 項及び第 3 項の規定
による適格性の喪失等による漁業権

の取消し（法第 36 条第 3 項において
準用する場合を含む。）  

      ○               

    14 法第 39 条第 1 項及び第 2 項の規定
による公益上の必要等による漁業権

の変更、取消し及び行使の停止（法
第 36条第 3項において準用する場合
を含む。）  

    ○                 

    15 法第 40条の規定による錯誤によっ

てした免許の取消し（法第 36 条第 3
項において準用する場合を含む。）  

      ○               

    16 法第 41条の規定による先取特権者
等への通知  

        ○             

    17 法第 50条の規定による漁業権に関
する登録 

          ○           

    18 法第 66 条第 1 項の規定による中型
まき網漁業及び小型機船底びき網漁

業の許可 

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

              ○     農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    19  法第 72 条の規定による漁場の標
識の建設又は漁具の標識の設置の命
令 

        ○             

    20  法第 74 条第 5 項の規定による司法

警察員として職務を行う者に係る協
議及びその指名  

        ○             

    21  法第 85 条第 3 項及び第 100 条の規
定による海区漁業調整委員の選任及

び解任 

○                     

    22  法第 120 条の規定による漁業に関
する土地使用等の許可等  

        ○             
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    23  法第 121 条及び第 122 条の規定に

よる立入等の許可  

        ○             

    24  法第 124 条の規定による漁業に関
する土地及び土地の定着物の使用の

認可等  

        ○             

    25  法第 129 条の規定による遊漁規則
の認可等 

        ○             

    26  法第 131 条第 2 項及び第 132 条の
規定による三重県内水面漁場管理委

員会委員の選任及び解任  

○                     

    27  法第 65 条に基づく省令による制
限又は禁止の規定を適用しない行為
の件（昭和 25 年水産庁長官通達）に

よる許可申請の進達  

          ○           

6 外 国 人 漁 業
の 規 制 に 関

する法律（昭
和 42 年法律
第 60 号）の

施 行 に 関 す
る事務 

外国人漁業の規制に関する法律施行
規則（昭和 42 年農林省令第 50 号）第 2

条及び第 3 条の規定による許可に係る
書類の進達  

          ○           

7 指 定 漁 業 の
許 可 及 び 取

締 り 等 に 関
する省令（昭
和 38 年農林

省令第 5 号）
の 施 行 に 関
する事務  

省令第 3 条の規定による指定漁業に
係る書類の進達  

          ○           

8 三 重 県 漁 業

調整規則（昭
和 41 年三重
県 規 則 第 21

号）の施行に
関する事務  
  

  

1  規則第 7 条の規定による漁業の許

可 

                      

  (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

              ○     農林水産事
務所等 

  (2) (1)以外のもの          ○             

  2  規則第 8 条の規定による内水面に
おける水産動物の採捕の許可  

                      

  (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を

除く。）  

              ○     農林水産事
務所等 

  (2) (1)以外のもの          ○             

    3  規則第 9 条第 3 項の規定による公
示 

        ○             

    4  規則第 9 条第 5 項の規定による地

位の承継届の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

                ○   農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    5  規則第 10 条第 3 項、第 24 条第 2
項及び第 4 項、第 26 条第 4 項、第
27 条第 4 項、第 29 条第 2 項、第 31

条第 2 項、第 32 条第 3 項並びに第
33 条第 5 項の規定による三重海区漁
業調整委員会及び三重県内水面漁場

管理委員会への諮問  

        ○             

    6  規則第 17 条の規定による許可等
の内容の変更の許可  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を

除く。）  

              ○     農林水産事
務所等 
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    (2) (1)以外のもの          ○             

    7  規則第 20 条の規定による許可証
の書換え交付及び再交付  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を

除く。）  

                ○   農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    8  規則第 21 条の規定による許可証
の返納の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内

に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

                ○   農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    9  規則第 22 条第 1 項の規定による起
業の認可 

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内

に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

  

  

  

  

10 規則第 24条の規定による許可等の

不許可 

        ○             

11 規則第 26条の規定による漁業の許
可等の定数の決定等  

        ○             

    12 規則第 30 条第 2 項の規定による相
続又は合併の届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

                ○   農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    13 規則第 31 条及び第 32 条第 1 項の

規定による許可等の取消し  

        ○             

    14 規則第 32 条第 4 項及び第 5 項の規
定による届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内

に係るもの（所管を超える場合を
除く。）  

                ○   農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    15 規則第 33条の規定による漁業調整
等のための許可等の変更、取消し及

び操業停止等  

        ○             

    16 規則第 35 条第 2 項の規定による水
産資源保護及び培養上必要な措置命
令 

        ○             

    17 規則第 45条の規定による漁場区域
等の岩礁破砕等の許可  

                      

    (1) 機械採取に係るもの          ○             

    (2) (1)以外のもの                        

    イ  農林水産事務所の所管区域
内に係るもの（所管を超える場

合を除く。）  

              ○     農林水産事
務所等 

    ロ イ以外のもの          ○             

    18 規則第 46条の規定による土石の採
取の許可 

        ○             

    19 規則第 49条の規定による試験研究

等のための適用除外の許可  
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    (1) 農林水産事務所の所管区域内

に係るもの（しらすうなぎの採捕
に係るもの及び所管を超える場
合を除く。）  

              ○     農林水産事

務所等 

    (2) (1)以外のもの          ○             

    20 規則第 50条の規定による許可船舶
に対する停泊の命令及び検査  

        ○             

    21 規則第 51条の規定による船長等の
乗組の制限及び禁止  

        ○             

    22 規則第 52条の規定による無許可船

に対する停泊の命令 

        ○             

    23 規則第 53条の規定による無許可船
に対する漁具又は漁ろう装置の陸揚

命令等 

        ○             

    24 規則第 55条の規定による漁場又は
漁具の標識の設置に係る届出の受理  

                      

    (1) 農林水産事務所の所管区域内
に係るもの（所管を超える場合を

除く。）  

                ○   農林水産事
務所等 

    (2) (1)以外のもの            ○           

    25 規則第 57条の規定による漁業の決
定及び公示  

        ○             

9 ハ マ チ 種 苗

需 給 調 整 要
領 に 関 す る
事務 

1 ハマチ種苗採捕尾数の割当て         ○             

  2 ハマチ養殖尾数の割当て         ○             

10 漁船法（昭和

25 年 法 律 第
178 号）の施
行 に 関 す る

事務 
  
  

  

1  法第 4 条第 1 項及び第 7 項の規定

による漁船の建造、改造及び転用の許
可 

        ○             

  2  法第 4 条第 4 項の規定による申請
に必要な書類の提出  

          ○           

  3  法第 4 条第 5 項の規定による許可
及び不許可の通知  

        ○             

  4  法第 6 条第 2 項の規定による許可
期間の延長の許可  

          ○           

  5  法第 7 条第 1 項の規定による許可

の取消し 

        ○             

  6  法第 7 条第 2 項の規定による許可
の取消しに係る聴聞の期日の通知
（法第 19 条において準用する場合

を含む。）  

        ○             

    7  法第 8 条の規定による工事完成後
の認定  

              ○     農林水産事
務所等 

    8 法第 10 条の規定による漁船の登録            ○           

    9  法第 12 条の規定による登録票の

交付及び再交付  

          ○           

    10 法第 13条の規定による登録票の検
認 

              ○     農林水産事
務所等 

    11 法第 17条の規定による変更の登録

及び登録票の交付  

          ○           

    12 法第 18 条第 1 項の規定により効力
を失った場合の漁船原簿からの抹消  

                      

    (1) 法第 20 条に基づき返納届が提
出されたもの  

          ○           

    (2) (1)以外のもの          ○             

    13 法第 19条の規定による登録の取消
し 

        ○             
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    14 法第 21条の規定による登録の謄本

の交付  

          ○           

    15 法第 23条の規定による漁船原簿の
副本等の提出  

          ○           

    16 法第 50 条の規定による立入検査               ○     農林水産事

務所等 

11 小 型 漁 船 の
総 ト ン 数 の
測 度 に 関 す

る政令（昭和
28 年 政 令 第
259 号）の施

行 に 関 す る
事務 

政令第 1 条の規定による小型漁船の
総トン数の測度  

              ○     農林水産事
務所等 

12 遊 漁 船 業 の
適 正 化 に 関

する法律（昭
和 63 年法律
第 99 号）の

施 行 に 関 す
る事務 
  

  
  

1  法第 5 条の規定による登録及び通
知 

              ○     農林水産事
務所等 

  2  法第 6 条の規定による登録の拒否
及び通知  

              ○     農林水産事
務所等 

  3  法第 7 条の規定による登録事項の
変更の届出の受理  

                ○   農林水産事
務所等 

  4  法第 9 条の規定による廃止の届出

の受理  

                ○   農林水産事

務所等 

  5  法第 11 条の規定による業務規程
の届出の受理  

                ○   農林水産事
務所等 

  6  法第 18 条の規定による業務改善

命令 

        ○             

  7  法第 19 条の規定による登録の取
消し及び業務の停止命令  

        ○             

    8  法第 20 条の規定による遊漁船団
体の指定 

      ○               

    9  法第 22 条の規定による改善命令          ○             

    10 法第 23条の規定による指定の取消
し 

        ○             

    11 法第 24 条第 1 項の規定による報告
命令又は立入検査  

        ○             

    12 法第 24 条第 2 項の規定による証明

書の発行 

        ○             

13 強 い 水 産 業
づ く り 交 付
金 実 施 要 綱

（平成 17 年
水 港 第 3235
号）に関する

事務 

1  要綱第 4 の 1 の規定による事業計
画の策定 

        ○             

  2  要綱第 7 の 3 の規定による事業計

画の変更協議  

        ○             

  3  要綱第 9 の 1 の規定による事後評
価の報告 

        ○             

14 資源管理・漁
業 所 得 補 償

対 策 大 綱 に
関する事務  

1  資源管理指針の策定・変更         ○             

  2  資源管理計画の確認          ○             

15 内 水 面 漁 業
の 振 興 に 関

する法律（平
成 26 年法律
第 103 号）の

施 行 に 関 す
る事務 
  

1  法第 10 条第 1 項の規定による計画
の策定  

        ○             

  2  法第 10 条第 2 項の規定による協議          ○             

  3  法第 10 条第 4 項の規定にる計画の
変更 

        ○             

  4  法第 32 条の規定による提出書類
の経由 

        ○             

  5  法第 33 条の規定による事務          ○             

  6  法第 35 条第 2 項の規定による協議
会の設置  

        ○             
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別 表 第 一 雇 用 経 済 部 エ ネ ル ギ ー 政 策 ・ Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 課 の 表 第 三 号 の 項 を 削 る 。 

別 表 第 一 雇 用 経 済 部 エ ネ ル ギ ー 政 策 ・ Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 課 の 表 の 次 に 次 の 一 表 を 加 え る 。 

雇用経済部 三重県営業本部担当課 

区
分 

事務の種類 事項  

決裁区分 

地域機関の
名称 知

事 

専決者 受

任
者 副

知

事 

本庁 地域機関 

部
長 

次
長 

課
長 

班
長 

所
長 

室
長 

課
長 

所
長 

1 伝統的工芸品

産業の振興に
関 す る 法 律
（昭和 49 年

法律第 57 号）
の施行に関す
る事務 

  

1  法第 4 条第 1 項の規定による振興

計画の認定  

        ○             

  2  法第 4 条第 2 項の規定による振興
計画の受理及び当該振興計画に係る

経済産業大臣への意見の具申  

        ○             

  3  法第 5 条第 1 項の規定による振興
計画の変更の認定  

        ○             

  4  法第 5 条第 3 項の規定による認定
振興計画の取消し  

        ○             

    5  法第 5 条第 4 項の規定による振興

計画変更認定申請書の受理及び当該
振興計画変更認定申請に係る経済産
業大臣への意見の具申  

        ○             

    6  法第 7 条第 2 項の規定による共同
振興計画の受理及び当該共同振興計
画に係る経済産業大臣への意見の具

申 

        ○             

    7  法第 8 条第 4 項の規定による共同
振興計画変更認定申請書の受理及び
当該共同振興計画変更認定申請に係

る経済産業大臣への意見の具申  

        ○             

    8  法第 9 条第 2 項の規定による活性
化計画の受理及び当該活性化計画に
係る経済産業大臣への意見の具申 

        ○             

    9  法第 10 条第 4 項の規定による活性

化計画変更認定申請書の受理及び当
該活性化計画変更認定申請に係る経
済産業大臣への意見の具申  

        ○             

    10 法第 11 条第 2 項の規定による連携
活性化計画の受理及び当該連携活性
化計画に係る経済産業大臣への意見

の具申  

        ○             

    11 法第 12 条第 4 項の規定による連携
活性化計画変更認定申請書の受理及
び当該連携活性化計画変更認定申請

に係る経済産業大臣への意見の具申  

        ○             

    12 法第 13 条第 2 項の規定による支援
計画の受理及び当該支援計画に係る
経済産業大臣への意見の具申  

        ○             

    13 法第 14 条第 4 項の規定による支援

計画変更認定申請書の受理及び当該
支援計画変更認定申請に係る経済産
業大臣への意見の具申  

        ○             

    14 法第 22条の規定による事業実施状
況報告の徴収  

        ○             

2 中小企業によ
る地域産業資

源を活用した
事業活動の促
進に関する法

律（平成 19  

1  法第 4 条第 1 項の規定による地域
産業資源の内容の指定  

        ○             

  2  法第 4 条第 2 項の規定による地域

産業資源の公表及び通知  

        ○             

  3  法第 6 条第 2 項の規定による意見          ○             
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 年 法 律 第 39

号）の施行に
関する事務  

            

別 表 第 一 雇 用 経 済 部 中 小 企 業 ・ サ ー ビ ス 産 業 振 興 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

23 中 小 企 業 に
お け る 経 営

の 承 継 の 円
滑 化 に 関 す
る法律（平成

20 年 法 律 第
33 号）の施行
に 関 す る 事

務 

1  法第 12 条第 1 項の規定による認定      ○       

2  法第 15 条第 1 項の規定による指導  

及び助言  

    ○       

別 表 第 一 雇 用 経 済 部 地 域 資 源 活 用 課 の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 雇 用 経 済 部 企 業 誘 致 推 進 課 の 表 中 第 三 号 の 項 を 削 り 、 第 四 号 の 項 を 第 三 号 の 項 と し 、 第 五 号 の 項 を 第

四 号 の 項 と し 、 第 六 号 の 項 を 第 五 号 の 項 と す る 。 

別 表 第 一 県 土 整 備 部 部 の 共 通 に 関 す る 事 務 の 表 第 一 号 の 項 中 「2 億円 」 を 「3 億円 」 に 、 「5,000 万円 」 を 「1

億 5,000 万円 」 に 改 め 、 同 表 第 二 号 の 項 中 「5,000 万円 」 を 「1 億 5,000 万円 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 県 土 整 備 部 公 共 事 業 運 営 課 の 表 中 「公共事業運営課 」 を 「技術管理課 」 に 改 め る 。 

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 六 十 三 号 を 第 七 十 六 号 と し 、 第 四 十 九 号 か ら 第 六 十 二 号 ま

で を 十 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 四 十 八 号 を 第 六 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

61 法第 91 条第 1 項の規定による道路

予定区域における許可  

         ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 四 十 七 号 を 第 五 十 九 号 と し 、 第 三 十 七 号 か ら 第 四 十 六 号 ま

で を 十 二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 同 項 第 三 十 六 号 中 「第 47 条の 4 」 を 「第 47 条の 5 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 四 十 一 号 と

し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

42 法第 48 条の 20 第 1 項の規定によ
る道路協力団体の指定  

         ○ 建設事務所  

43 法第 48 条の 20 第 2 項の規定によ
る道路協力団体の指定の公示  

         ○ 建設事務所  

44 法第 48 条の 20 第 4 項の規定によ

る道路協力団体の届出事項に係る公
示 

         ○ 建設事務所  

45 法第 48 条の 22 第 2 項の規定によ
る道路協力団体に対する監督に係る

措置 

         ○ 建設事務所  

46 法第 48 条の 22 第 3 項の規定によ
る道路協力団体の指定の取消し 

         ○ 建設事務所  

47 法第 48 条の 22 第 4 項の規定によ
る道路協力団体の指定の取消しの公

示 

         ○ 建設事務所  

48 法第 48 条の 24 の規定による道路
協力団体との協議  

         ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 第 一 号 の 項 第 三 十 五 号 中 「第 47 条の 3 」 を 「第 47 条の 4 」 に 改 め 、 同 号 を

同 項 第 四 十 号 と し 、 同 項 第 三 十 四 号 を 同 項 第 三 十 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

39 法第 47 条の 3 の規定による限度超
過車両の通行許可等  

         ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 三 十 三 号 を 第 三 十 七 号 と し 、 第 三 十 二 号 を 第 三 十 六 号 と し 、

第 三 十 一 号 を 削 り 、 第 三 十 号 を 第 三 十 四 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

35 法第 46 条第 1 項の規定による道路

の通行の禁止等  

                    

(1)  異常気象時における事前通行
規制の基準を定める際の関係機
関協議 

    ◯       

(2) (1)に掲げるもの以外  

 

         ◯ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 第 一 号 の 項 第 二 十 九 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 
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30 法第 44 条の 2 第 1 項の規定による

違法放置物件の除去のための命令及
び委任 

         ◯ 建設事務所  

31 法第 44 条の 2 第 3 項の規定による
公示 

         ◯ 建設事務所  

32 法第 44 条の 2 第 4 項の規定による

違法放置物件の売却  

         ◯ 建設事務所  

33 法第 44 条の 2 第 5 項の規定による
違法放置物件の廃棄  

         ◯ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 道 路 管 理 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

10 

 

電 線 共 同 溝

の 整 備 等 に
関 す る 特 別
措置法（平成

7 年法律第 39
号）の施行に
関すること  

1  法第 3 条第 1 項の規定による電線

共同溝を整備すべき道路の指定 

    ◯       

2  法第 3 条第 2 項の規定による意見
の聴取 

         ◯ 建設事務所  

3  法第 3 条第 4 項の規定による指定
の公示 

    ◯       

4  法第 10 条の規定による占用の許         

可 

         ◯ 建設事務所  

5  法第 11条第 1項の規定による占用
の許可 

         ◯ 建設事務所  

6  法第 12条第 1項の規定による占用

の変更許可  

         ◯ 建設事務所  

7  法第 21 条の規定による国との協    
議 

         ◯ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 十 九 号 を 第 百 七 号 と し 、 第 十 八 号 を 第 九 十 七 号 と し 、 同 号 の 次

に 次 の よ う に 加 え る 。 

98 法第 74 条第 1 項の規定による負担
金等の督促 

                  ○ 建設事務所  

99 法第 74 条第 3 項の規定による滞納

処分の決定  

                  ○ 建設事務所  

100 法第 74 条第 5 項の規定による延
滞金の決定 

                  ○ 建設事務所  

101 法第 75 条の規定による河川管理
者の監督処分  

                      

(1) 建設事務所長に委任された事

項に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの        ○               

102 法第 76 条第 1 項の規定による損
失補償の決定  

    ○                 

103 法第 76 条第 3 項の規定による負
担の決定 

    ○                 

104 三重県行政組織規則第 122 条第 1

項の規定による河川監理員の身分
を示す証票の発行  

                ○   建設事務所  

105 法第 78 条第 1 項の規定による報
告の聴取、立入検査及び検査員の任

免 

                  ○ 建設事務所  

106 法第 78 条第 2 項の規定による立
入検査員の身分を示す証票の発行  

                ○   建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 十 七 号 を 第 九 十 六 号 と し 、 第 十 六 号 を 第 九 十 五 号 と し 、 第 十 五

号 を 第 九 十 四 号 と し 、 第 十 四 号 を 第 九 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

92 法第 66 条の規定による兼用工作物
の費用の協議  

        ○             

93 法第 67 条の規定による原因者負担

金の決定 

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 十 三 号 を 第 九 十 号 と し 、 第 十 二 号 を 第 八 十 九 号 と し 、 第 十 一 号
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を 第 六 十 一 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

62 法第 53 条第 3 項の規定による水利

使用の調整に係るあっせん又は調停  

      ○               

63 法第 53 条の 2 第 1 項の規定による
渇水時における水利使用の特例承認  

        ○             

64 法第 53 条の 2 第 2 項の規定による
水利使用の特例を行わないこととな

った場合の届出  

          ○           

65 法第 53 条の 2 第 3 項の規定による
水利使用の特例の承認の取消し 

        ○             

66 法第 54 条第 1 項の規定による河川
保全区域の指定等  

      ○               

67 法第 54 条第 2 項の規定による河川

保全区域の指定等に係る意見の具申  

      ○               

68 法第 54 条第 4 項の規定による河川
保全区域の指定等に係る公示  

        ○             

69 法第 55 条第 1 項の規定による河川
保全区域における行為の許可  

                      

(1) 第 29 号、第 30 号、第 31 号の

(1)、第 32 号、第 33 号の(1)及び
第 35 号の(4)と同時に行われるも
の並びに河川管理上特に重要と

認めるもの 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

70 法第 56 条第 1 項の規定による河川
予定地の指定等  

      ○               

71 法第 56 条第 3 項の規定による河川
予定地の指定等に係る公示  

        ○             

72 法第 57 条第 1 項の規定による河川

予定地における行為の許可  

                      

(1) 設置期間が 1 年以上の工作物の
設置に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

73 法第 58 条の 2 第 1 項の規定による
河川立体区域の指定  

      ○               

74 法第 58 条の 2 第 2 項の規定による

河川立体区域の指定等の公示  

        ○             

75 法第 58 条の 3 第 1 項の規定による
河川保全立体区域の指定  

      ○               

76 法第 58 条の 3 第 2 項の規定による
河川保全立体区域の指定等に係る意

見の具申 

      ○               

77 法第 58 条の 3 第 4 項の規定による
河川保全立体区域の指定等の公示  

        ○             

78 法第 58 条の 4 第 1 項の規定による
河川保全立体区域における行為の許

可 

        ○             

79 法第 58 条の 5 第 1 項の規定による
河川予定立体区域の指定  

      ○               

80 法第 58 条の 5 第 3 項の規定による
河川予定立体区域の指定の公示 

        ○             

81 法第 58 条の 6 第 1 項の規定による

河川予定立体区域における行為の許
可 

        ○             

82 法第 58 条の 8 第 1 項の規定による
河川協力団体の指定  

                  ○ 建設事務所  

83 法第 58 条の 8 第 2 項の規定による                   ○ 建設事務所  
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河川協力団体の指定の公示             

84 法第 58 条の 8 第 4 項の規定による

河川協力団体の届出事項に係る公示  

                  ○ 建設事務所  

85 法第 58 条の 10 第 1 項及び第 2 項
の規定による河川協力団体に対する
監督に係る措置  

                  ○ 建設事務所  

86 法第 58 条の 10 第 3 項の規定によ

る河川協力団体の指定の取消し 

                  ○ 建設事務所  

87 法第 58 条の 10 第 4 項の規定によ
る河川協力団体の指定の取消しの公
示 

                  ○ 建設事務所  

88 法第 58 条の 12 の規定による河川

協力団体との協議  

                  ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 第 十 号 を 同 項 第 四 十 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

49 法第 38 条の規定による関係河川使
用者への通知  

          ○           

50 法第 39 条の規定による意見の申出
の受理 

          ○           

51 法第 42 条第 3 項の規定による意見

の聴取及び損失補償の裁定  

    ○                 

52 法第 42 条第 4 項の規定による収用
委員会に対する意見の聴取  

    ○                 

53 法第 43 条第 1 項の規定による損失
防止施設の設置の確認等  

      ○               

54 法第 43 条第 6 項の規定による供託

に係る届出の受理  

          ○           

55 法第 44 条第 1 項の規定による河川
の従前の機能の維持に係る指示 

      ○               

56 法第 47 条第 1 項の規定によるダム
の操作規定の制定等の承認  

      ○               

57 法第 47 条第 2 項の規定による関係

府県知事に対する意見の聴取  

      ○               

58 法第 47 条第 4 項の規定による操作
規程の変更命令  

      ○               

59 法第 49 条の規定によるダムの操作
に関する記録の提出命令等  

        ○             

60 法第 50 条第 2 項の規定による管理

主任技術者の設置に係る届出の受理  

          ○           

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 第 九 号 を 同 項 第 二 十 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

30 法第 22 条第 1 項及び第 2 項の規定
による洪水時における緊急措置の決
定 

                  ○ 建設事務所  

31 法第 22 条第 4 項の規定による損失

補償の協議（法第 22 条の 2 第 6 項、
第 57 条第 3 項、第 58 条の 6 第 3 項、
第 76 条第 2 項及び第 89 条第 9 項に

おいて準用する場合を含む。） 

        ○             

32 法第 22 条の 2 第 1 項の規定による
原状回復措置等  

        ○             

33 法第 22 条の 2 第 2 項の規定による
通知及び意見聴取  

        ○             

34 法第 23 条の規定による流水の占用

許可 

                      

(1) 法第 44 条第 1 項のダムの設置
に係るもの  

○                     

(2)  新規許可及び取水量又は取水
施設の変更許可に係るもの  

      ○               
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(3)  (1)及び (2)に掲げるもの以外

のもの 

        ○             

35 法第 23 条の 2 の規定による流水の
占用の登録 

        ○             

36 法第 24 条の規定による土地の占用
許可 

                      

(1) 許可の期間が 1 年を超えるもの

（第 33 号の(3)から(5)までに掲
げるものと同時に行われるもの
を除く。）で占用の面積が 5,000

平方メートルを超えるもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの及
び許可の更新に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

37 法第 25 条の規定による土石等採取
の許可 

                  ○ 建設事務所  

38 法第 26 条第 1 項の規定による工作

物の新築等の許可  

                      

(1) 排水機場、石油パイプライン、
水利使用に係る工作及び兼用工
作物に係るもの（軽微な変更に係

るものを除く。）  

        ○             

(2) (1)以外で河川管理上特に重要
と認められるもの  

        ○             

(3) 工作物の除去に係るもの                   ○ 建設事務所 

(4)  河川管理者が附帯工事で設置
する工作物に係るもの（水利使用

に係る工作物を除く。）  

                  ○ 建設事務所  

(5)  (1)から (4)までに掲げるもの
以外のもの 

                  ○ 建設事務所  

39 法第 26 条第 5 項の規定による特定
樹林帯の指定等に係る公示  

        ○             

40 法第 27 条第 1 項の規定による土地

の掘削等の許可  

                      

(1) 地表から高さ若しくは深さが 1
メートル以内の盛土又は掘削若
しくは切土でその面積が 1,000 平

方メートル以内のもの  

                  ○ 建設事務所  

(2)  竹木の栽植及び伐採に係るも
の 

                  ○ 建設事務所  

(3)  河川管理上特に支障とならな
い軽微な行為  

                  ○ 建設事務所  

(4)  (1)から (3)までに掲げるもの

以外のもの 

        ○             

41 法第 30 条の規定による許可工作物
の完成検査及び許可工作物の一時使
用の承認  

                      

(1) 法第 44 条第 1 項のダムに係る

もの 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

42 法第 31 条第 1 項の規定による工作
物の用途廃止届の受理  

                  ○ 建設事務所  

43 法第 31 条第 2 項の規定による原状
回復等の命令  

                  ○ 建設事務所  

44 法第 33 条第 3 項の規定による地位

の承継届の受理（法第 55 条第 2 項、
第 57 条第 3 項、第 58 条の 4 第 2 項
及び第 58 条の 6 第 3 項において準用

する場合を含む。）  

                  ○ 建設事務所  
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45 法第 34 条第 1 項の規定による権利

の譲渡の承認  

                  ○ 建設事務所  

46 法第 36 条第 1 項及び第 3 項の規定
による国土交通大臣への意見の具申  

                      

(1) 水利使用に関する法第 23 条又
は第 24 条の許可で、許可期間の

更新に係るもの及び軽微な変更
に係るもの 

    ○                 

(2) (1)に掲げるもの以外のもの  ○                     

47 法第 36 条第 2 項の規定による関係
市町への意見の聴取  

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 八 号 を 第 二 十 八 号 と し 、 第 七 号 を 第 二 十 六 号 と し 、 同 号 の 次 に

次 の よ う に 加 え る 。 

27 法第 20 条の規定による河川管理者

以外の者の施行する工事等の承認  

                      

(1) 河川の付替え、堤防法線の変更
その他河川管理上特に重要と認
められるもの  

      ○               

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 第 六 号 を 同 項 第 二 十 三 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

24 法第 17 条第 2 項の規定による同条

第 1 項の他の工作物の管理者による
河川管理施設の管理の公示  

        ○             

25 法第 18 条の規定による工事原因者
の工事の施行命令  

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 五 号 を 第 二 十 二 号 と し 、 第 二 号 か ら 第 四 号 ま で を 十 七 号 ず つ 繰

り 下 げ 、 第 一 号 を 第 十 八 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。 

1  法第 3 条第 2 項の規定による同意

の申出及び引継ぎ  

    ○                 

2  法第 4 条第 2 項の規定による政令
の制定又は改廃に係る意見の具申  

○                     

3  法第 4 条第 3 項及び第 6 項の規定
による一級河川の指定等に係る意見

の具申 

    ○                 

4  法第 5 条第 1 項及び第 6 項の規定
による二級河川の指定等  

    ○                 

5  法第 5 条第 4 項及び第 6 項の規定
による二級河川の指定等に係る関係

市町への聴取  

      ○               

6  法第 5 条第 2 項及び第 6 項の規定
による二級河川の指定等に係る他県
への協議 

      ○               

7  法第 5 条第 3 項及び第 6 項の規定

による二級河川の指定等の公示 

        ○             

8  法第 6 条第 1 項第 3 号の規定によ
る区域の指定等  

      ○               

9  法第 6 条第 2 項の規定による高規
格堤防特別区域の指定  

      ○               

10 法第 6 条第 3 項の規定による樹林

帯区域の指定  

      ○               

11 法第 6 条第 4 項の規定による同条
第 1 項第 3 号、第 2 項又は第 3 項の
区域の指定等の公示  

        ○             

12 法第 6 条第 5 項の規定による河川

区域の指定等に係る港湾管理者等へ
の協議 

        ○             

13 法第 9 条第 3 項の規定による意見      ○                 
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の具申            

14 法第 11 条第 1 項の規定による協議     ○                 

15 法第 11 条第 2 項の規定による公示         ○             

16 法第 14 条第 1 項の規定による操作

規則の制定 

      ○               

17 法第 14 条第 2 項の規定による操作
規則の制定等の意見の聴取  

      ○               

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 一 号 の 項 に 次 の 四 十 二 号 を 加 え る 。 

108 法第 88 条の規定による認可を受
けたものとみなされる者の届出の

受理 

          ○           

109 法第 89 条第 1 項の規定による立
入調査員の任免  

                  ○ 建設事務所  

110 法第 89 条第 2 項及び第 3 項の規
定による立入りの通知  

                  ○ 建設事務所  

111 法第 89 条第 5 項の規定による立

入調査員の身分を示す証票の発行  

                ○   建設事務所  

112 法第 89 条第 6 項の規定による占
有者等への通知及び意見の聴取 

                  ○ 建設事務所  

113 法第 89 条第 8 項の規定による損
失補償の決定  

    ○                 

114 法第 92 条の規定による廃川敷地

等の交換 

    ○                 

115 法第 95 条の規定による河川の使
用等に係る国との協議  

                      

(1) 第 29 号の(1)に掲げるもの ○                     

(2) 第 22 号の(1)、第 29 号の(2)、
第 36 号の(1)及び第 51 号に掲げ

るもの 

      ○               

(3) 第 30 号、第 31 号の(1)、第 32
号、第 33 号の(1)及び(2)、第 35
号の(4)、第 63 号の(1)、第 66

号の(1)、第 72 号並びに第 75 号
に掲げるもの  

        ○             

(4) (1)から (3)までに掲げるもの
以外のもの 

                  ○ 建設事務所  

116 法第 99 条の規定による地方公共

団体等への委託  

                      

(1) 地方公共団体への委託に係る
もの 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

117 河川法施行令（昭和 40 年政令第
14 号）第 15 条第 1 項の規定による

指定 

      ○               

118 政令第 15 条第 2 項の規定による
公示 

        ○             

119 政令第 15 条の 4 第 1 項第 1 号の
規定による距離の指定  

        ○             

120 政令第 15 条の 4 第 1 項第 4 号の

規定による行為の指定 

      ○               

121 政令第 15 条の 4 第 2 項の規定に
よる公示（政令第 16 条の 2 第 5 項、
第 16 条の 3 第 2 項、第 16 条の 4 第

2 項、第 16 条の 5 第 4 項、第 16 条
の 8 第 2 項及び第 34 条第 2 項にお
いて準用する場合を含む。）  

        ○             

122 政令第 16 条の 2 第 1 項の規定に        ○               
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よる一級河川におけるこう門とし

て取り扱う水門の指定及び舟又は
いかだの通行の制限  

           

123 政令第 16 条の 2 第 3 項の規定に
よる一級河川における舟又はいか

だの通行方法の指定  

      ○               

124 政令第 16 条の 3 第 1 項の規定に
よる一級河川における竹木の流送
の許可 

                  ○ 建設事務所  

125 政令第 16 条の 3 第 1 項の規定に

よるただし書の許可を要しない水
域及び流送方法の指定  

      ○               

126 政令第 16 条の 4 第 1 項第 3 号の
規定による河川区域内の土地の指

定及び乗入れ規制等の指定  

        ○             

127 政令第 16 条の 5 第 1 項及び第 2
項の規定による汚水の排出の届出
等の受理 

                  ○ 建設事務所  

128 政令第 16 条の 5 第 1 項の規定に

よる排水量の指定  

      ○               

129 政令第 16 条の 5 第 3 項の規定に
よる認可等に係る通報の受理  

                  ○ 建設事務所  

130 政令第 16 条の 6 第 1 項の規定に
よる通報 

      ○               

131 政令第 16 条の 6 第 2 項の規定に

よる措置要求  

      ○               

132 政令第 16 条の 8 第 1 項の規定に
よる行為の許可  

                  ○ 建設事務所  

133 政令第 16 条の 8 第 1 項の規定に
よる許可を要しない行為の指定 

      ○               

134 政令第 16 条の 9 第 3 項の規定に

よる地位の承継に係る届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

135 政令第 16 条の 10 第 2 項の規定に
よる届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

136 政令第 16 条の 11 の規定による国
との協議 

                  ○ 建設事務所  

137 政令第 22 条第 6 項の規定による

公報登載  

        ○             

138 政令第 34 条第 1 項の規定による
距離の指定 

      ○               

139 政令第 34 条第 1 項第 5 号の規定
による許可を要しない行為の指定  

      ○               

140 政令第 49 条の規定による廃川敷

地等の公示 

        ○             

141 政令附則第 7 条の規定による廃川
敷地下付申請の受理  

          ○           

142 三重県河川流水占用料等徴収条
例（平成 12 年三重県条例第 16 号）

の規定による流水占用料等の決定
及び徴収、減免の適用、分納及び返
還の決定並びに延滞金の決定及び

徴収 

                      

(1) 発電用流水占用料に係るもの
（中部電力株式会社、関西電力
株式会社及び電源開発株式会社

に係るものに限る。）  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

143 三重県河川管理条例（平成 14 年
三重県条例第 65 号）第 3 条第 1 項 

      ○               
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の規定による二級河川におけるこ

う門等の指定  

           

144 条例第 3 条第 3 項の規定による二
級河川における水域等及び舟等の
通航方法の指定  

      ○               

145 条例第 3 条第 5 項の規定による二

級河川における指定等の公示（条例
第 4 条第 2 項において準用する場合
を含む。） 

      ○               

146 条例第 4 条第 1 項の規定による二

級河川における竹木の流送の許可  

                  ○ 建設事務所  

147 三重県河川管理規則（昭和 40 年
三重県規則第 53 号）第 5 条の規定
による行為の廃止等の届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

148 規則第 9 条第 2 項の規定による二

級河川における竹木流送の許可に
係る地位の承継届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

149 規則第 10 条の規定による公安委
員会の意見聴取  

                      

(1) 条例第 3 条第 3 項の規定によ

る二級河川における水域又は通
航方法の指定に係るもの  

      ○               

(2) 条例第 4 条第 1 項の規定によ
る二級河川における竹木の流送

の許可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 第 五 号 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え る 。 

3   法第 9 条の規定による河川等巡視
結果の受理等  

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 河 川 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

6 その他河川に
関する事務 

 
 

土地改良法第 5 条第 6 項又は土地区
画整理法第 17 条において準用する同法

第 7 条の規定による国土交通省所管の
河川区域に係る国有地等の編入承認  

                  ○ 建設事務所  

7 都市計画法の

施行に関する
事務 

法第 32 条の規定による知事が管理す

る河川の同意等  

              ○     建設事務所  

8  公有水面埋立
法の施行に関

する事務  

1  法第 2 条の規定による埋立の免許          ○             

 2  法第 3 条第 1 項の規定による出願
事項の縦覧等（法第 42 条第 3 項にお

いて準用する場合を含む。）  

        ○             

 3  法第 3 条第 2 項の規定による関係
都道府県知事への通知（法第 42 条第
3 項において準用する場合を含む。） 

        ○             

 4  法第 3 条第 3 項の規定による利害
関係を有する者の意見書の受理（法
第 42条第 3項において準用する場合

を含む。）  

        ○             

 5  法第 6 条第 3 項の規定による補償
等の裁定（法第 42 条第 3 項において
準用する場合を含む。） 

        ○             

 6  法第 10条の規定による損害補償等

の処分（法第 42 条第 3 項において準
用する場合を含む。）  

        ○             

 7  法第 11条の規定による免許の告示
（法第 42条第 3項において準用する

場合を含む。）  

        ○             

 8  法第 12条の規定による免許料の徴
収 

        ○             
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 9  法第 13条の規定による工事の着手

及び竣功期間の指定  

        ○             

10 法第 13 条ノ 2 の規定による出願事
項の変更の許可（法第 42 条第 3 項に

おいて準用する場合を含む。） 

        ○             

  11 法第 14 条第 1 項の規定による他人

の土地への立入り等の許可（法第 42
条第 3 項において準用する場合を含
む。）  

                ○   建設事務所  

  12 法第 16 条第 1 項の規定による埋立

権の譲渡の許可  

        ○             

  13 法第 20条の規定による権利義務の
承継の届出の受理  

          ○           

  14 法第 22 条第 1 項の規定による埋立

の竣功認可等  

        ○             

  15 法第 22 条第 2 項の規定による竣功
認可の公示等  

        ○             

  16 法第 23条の規定による竣功認可の
告示の日前の埋立地の使用認可 

        ○             

  17 法第 25条の規定による国有地の下
付 

        ○             

  18 法第 27 条第 1 項の規定による埋立
地に関する権利の処分の許可 

        ○             

  19 法第 29条の規定による埋立地の用

途変更の許可  

        ○             

  20 法第 30条の規定による災害防止に
関する義務の命令  

                      

  (1) 建設事務所（志摩建設事務所を

除く。）に係るもの  

              ○     建設事務所  

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの              ○       建設事務所  

  21 法第 31条の規定による公有水面に
存する工作物等の除却命令（法第 42
条第 3 項において準用する場合を含

む。）  

            ○       建設事務所  

  22 法第 32 条第 1 項の規定による監督
処分（法第 36 条第 1 項において準用
する場合を含む。）  

        ○             

  23 法第 32 条第 2 項の規定による損害
補償に関する処分  

        ○             

  24 法第 33条の規定による是正命令等              ○       建設事務所  

  25 法第 34条の規定による埋立権復活
の処分 

        ○             

  26 法第 35 条第 1 項の規定による原状

回復義務免除に関する処分（法第 36
条において準用する場合を含む。）  

        ○             

  27 法第 35 条第 2 項の規定による国有

帰属の処分（法第 36 条において準用
する場合を含む。）  

        ○             

  28 法第 37条の規定による鑑定費用に
関する処分（法第 42 条第 3 項におい

て準用する場合を含む。）  

            ○       建設事務所 

  29 法第 42 条第 1 項の規定による国が
施行する埋立の承認  

        ○             

  30 法第 42 条第 2 項の規定による竣功
通知の受理  

        ○             

  31 法第 43条の規定による埋立地の公          ○             
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  共団体への帰属処分             

  32 法第 47 条第 1 項の規定による国土

交通大臣への認可申請  

        ○             

  33 公有水面埋立法施行令（以下この
項において「勅令」という。）第 1
条第 1 項の規定による出願名義の変

更届の受理（勅令第 30 条において準
用する場合を含む。）  

          ○           

  34 勅令第 1 条第 2 項の規定による承
継届の受理（勅令第 1 条第 4 項にお

いて準用する場合を含む。）  

          ○           

  35 勅令第 4 条の規定による受理及び
周知  

          ○           

  36 勅令第 10 条第 2 項の規定による協

議に関する届出の受理（勅令第 30
条において準用する場合を含む。）  

                ○   建設事務所  

  37 勅令第 12 条第 1 項の規定による申
請の要領等の告知等（勅令第 30 条に

おいて準用する場合を含む。） 

          ○           

  38 勅令第 13 条の規定による裁定書の
謄本の交付等（勅令第 30 条において
準用する場合を含む。）  

        ○             

  39 勅令第 15 条第 2 項の規定による申
請の要領等の告知（勅令第 30 条にお
いて準用する場合を含む。）  

          ○           

  40 勅令第 17 条第 3 項の規定による埋

立地の利用方法に係る変更届の受理  

        ○             

  41 勅令第 24 条の規定による告示         ○             

9 
  
  

三重県県土整
備部関係負担
金等滞納処分

規則の施行に
関する事務  

規則第 3 条の規定による徴収職員の
委任及び第 4 条に規定する徴収職員証
の交付 

                      

 (1) 本庁の所掌に属するもの         ○             

 (2) 地域機関の所掌に属するもの             ○       建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 防 災 砂 防 課 の 表 第 六 号 の 項 中 第 十 五 号 を 第 四 十 三 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 十 四 号 ま で を 二 十

八 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 七 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

8  法第 7 条第 1 項の規定による警戒
区域の指定 

        ○             

9  法第 7 条第 3 項の規定による関係
市町長からの意見の聴取（法第 7 条

第 6 項において準用する場合を含
む。） 

                  ○ 建設事務所  

10 法第 7 条第 4 項の規定による警戒
区域等の公示（法第 7 条第 6 項にお

いて準用する場合を含む。）  

        ○             

11 法第 7 条第 5 項の規定による関係
市町長への公示図書の送付（法第 7
条第 6 項において準用する場合を含

む。） 

                  ○ 建設事務所  

12 法第 7 条第 6 項の規定による警戒
区域の指定の解除  

        ○             

13 法第 9 条第 1 項の規定による特別
警戒区域の指定  

        ○             

14 法第 9 条第 3 項の規定による関係

市町長からの意見の聴取（法第 9 条
第 9 項において準用する場合を含
む。） 

                  ○ 建設事務所  

15 法第 9 条第 4 項の規定による特別

警戒区域等の公示（法第 9 条第 9 項 

        ○             
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において準用する場合を含む。）             

16 法第 9 条第 5 項の規定による関係

市町長への公示図書の送付（法第 9
条第 9 項において準用する場合を含
む。） 

                  ○ 建設事務所  

17 法第 9 条第 8 項の規定による特別

警戒区域の指定の解除  

        ○             

18 法第 10 条第 1 項の規定による特定
開発行為の許可  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るも

の 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

19 法第 14 条第 1 項の規定による特定
開発行為既着手の場合の届出の受理  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るも

の 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

20 法第 15 条の規定による国等が行う
特定開発行為に係る協議  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るも

の 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

21 法第 17 条第 1 項の規定による特定
開発行為の変更許可  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るも

の 

        ○ 
  

            

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                   ○ 建設事務所  

22 法第 17 条第 3 項の規定による特定
開発行為の変更に係る届出の受理  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るも

の 

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

23 法第 18 条第 1 項の規定による対策
工事等の完了の届出の受理  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

24 法第 18 条第 2 項の規定による対策

工事等の完了検査及び検査済証の交
付 

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

25 法第 18 条第 3 項の規定による対策

工事等の完了の公告  

        ○             

26 法第 20 条の規定による対策工事等
の廃止の届出の受理  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

27 法第 21 条第 1 項の規定による措置                       
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命令            

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域

に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

28 法第 21 条第 2 項の規定による代執
行措置命令等  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

29 法第 21 条第 2 項の規定による代執

行措置命令の公告  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

30 法第 21 条第 3 項の規定による措置
命令等の標識の設置等  

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域

に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

31 法第 21 条第 3 項の規定による措置
命令等の公示  

        ○             

32 法第 22 条第 1 項の規定による立入
検査 

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域

に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

33 法第 23 条の規定による報告の徴収
等 

                      

(1) 2 以上の建設事務所の所管区域
に属する特定開発行為に係るもの  

        ○             

(2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

34 法第 26 条第 1 項の規定による移転

等の勧告 

                  ○ 建設事務所  

35 法第 26 条第 2 項の規定による土地
のあっせん等の措置  

  
  

     
  

    
  

  
  

  
  

  
  

○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 防 災 砂 防 課 の 表 第 六 号 の 項 に 次 の 二 号 を 加 え る 。 

44 土砂災害警戒区域等における土砂
災害防止対策の推進に関する法律施

行細則（平成 14 年三重県規則第 32
号）第 7 条の規定による氏名等の変
更に係る届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

45 規則第 8 条第 2 項及び第 5 項の規

定による承継等に係る届出の受理  

            

  

 ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 防 災 砂 防 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

7 砂 利 採 取 法
（昭和 43 年
法律第 74 号）

の 施 行 に 関
する事務  

1  法第 3 条の規定による砂利採取業
の登録  

        ○             

 2  法第 5 条第 2 項の規定による登録

の通知  

    ○       

 3  法第 6 条第 1 項第 5 号ロの規定に
よる認定 

        ○             

 4  法第 6 条第 2 項の規定による登録
の拒否の通知  

        ○             

 5  法第 8 条第 2 項の規定による地位

の承継に係る届出の受理  

          ○           
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 6  法第 9 条第 1 項の規定による登録

事項の変更の届出の受理  

          ○           

  7  法第 10 条の規定による砂利採取
業の廃止の届出の受理  

          ○           

   8  法第 12 条の規定による登録の取

消し及び事業の停止命令等  

        ○             

  9  法第 13 条の規定による砂利採取
業の登録の消除  

          ○           

  10 法第 15 条第 1 項の規定による業務
主任者試験の実施  

        ○             

  11 法第 16条の規定による採取計画の
認可 

                  ○ 建設事務所  

  12 法第 20 条第 1 項の規定による採取
計画の変更認可  

                  ○ 建設事務所  

  13 法第 20 条第 2 項及び第 3 項の規定

による氏名等の変更届の受理  

                  ○ 建設事務所 

  14 法第 22条の規定による認可採取計
画の変更命令  

                  ○ 建設事務所  

  15 法第 23条の規定による緊急措置命

令等 

                  ○ 建設事務所  

  16 法第 24条の規定による砂利の採取
に係る廃止の届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

  17 法第 26条の規定による認可の取消
し及び砂利の採取の停止命令  

                  ○ 建設事務所  

  18 法第 33条の規定による業務に関す

る報告の徴収 

                      

  (1) 本庁の所掌に属するもの           ○           

  (2) 地域機関の所掌に属するもの                    ○ 建設事務所  

  19 法第 34 条第 2 項及び第 3 項の規定
による砂利採取場等への立入検査等  

                  ○ 建設事務所  

  20 法第 34 条第 4 項の規定による立入

検査員の身分を示す証票の発行 

                ○   建設事務所  

  21 法第 36 条第 1 項の規定による通報
の受理  

        ○             

  22 法第 36 条第 2 項の規定による通報          ○             

  23 法第 36 条第 3 項の規定による関係

市町長への通報  

                  ○ 建設事務所  

  24 法第 37 条第 1 項の規定による市町
長からの要請の受理  

                  ○ 建設事務所  

  25 法第 37 条第 2 項の規定による是正

措置の決定  

                  ○ 建設事務所  

  26 法第 38 条第 1 項の規定による認可
の取消し等に係る聴聞  

                  ○ 建設事務所  

    27 法第 43条の規定による砂利採取に
係る国等との協議  

        ○             

  28 砂利採取業者の登録等に関する規

則（昭和 43 年通商産業省令第 80 号）
第 8 条の規定による業務主任者試験
の公告  

        ○             

  29 省令第 10条の規定による業務主任
者試験に係る受験願書の受理  

                ○   建設事務所  

  30 省令第 11条の規定による合格証の
交付 

          ○           

  31 省令第 13条の規定による認定証の

交付 

          ○           

平成29年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外

62



  32 省令第 14条の規定による合格証等

の再交付 

          ○           

  33 砂利の採取計画等に関する規則第
9 条第 3 項の規定による業務状況報

告書の国土交通大臣への提出  

          ○           

  34 省令第 13条の規定による聴聞会の
期日等の公告  

                  ○ 建設事務所  

8 
  

  
  
  

  
  
  

  
  
  

  

採石法（昭和
25 年 法 律 第

291 号）の施
行 に 関 す る
事務 

1  法第 32 条の規定による採石業の
登録 

        ○             

2  法第 32 条の 3 第 2 項の規定による

登録の通知  

        ○             

3  法第 32 条の 4 第 1 項第 5 号ロの規
定による認定  

        ○             

4  法第 32 条の 4 第 2 項の規定による

登録の拒否の通知  

        ○             

5  法第 32 条の 6 第 2 項の規定による
地位の承継に係る届出の受理  

          ○           

6  法第 32 条の 7 第 1 項の規定による
登録事項の変更の届出の受理  

          ○           

7  法第 32 条の 8 の規定による採石業
の廃止の届出の受理  

          ○           

8  法第 32 条の 10 の規定による登録
の取消し及び事業の停止命令等 

        ○             

9  法第 32 条の 11 の規定による採石

業の登録の消除 

          ○           

 10 法第 32 条の 13 第 1 項の規定によ
る業務管理者試験の実施  

        ○             

  11 法第 33条の規定による採取計画の

認可 

                  ○ 建設事務所  

  12 法第 33 条の 5 第 1 項の規定による
採取計画の変更認可  

                  ○ 建設事務所  

  13 法第 33 条の 5 第 4 項の規定による
氏名等の変更届の受理  

                  ○ 建設事務所  

  14 法第 33 条の 6 の規定による関係市

町長からの意見の聴取等  

                  ○ 建設事務所  

  15 法第 33 条の 9 の規定による認可採
取計画の変更命令  

                  ○ 建設事務所  

  16 法第 33 条の 10 の規定による岩石

の採取に係る休止及び廃止の届出の
受理 

                  ○ 建設事務所  

  17 法第 33 条の 12 の規定による認可
の取消し及び岩石の採取の停止命令  

                  ○ 建設事務所  

  18 法第 33 条の 13 の規定による緊急

措置命令等  

                  ○ 建設事務所  

  19 法第 33 条の 14 第 1 項の規定によ
る市町長からの要請の受理  

                  ○ 建設事務所  

  20 法第 33 条の 14 第 2 項の規定によ

る是正措置の決定  

                  ○ 建設事務所  

  21 法第 33 条の 17 の規定による災害
防止の命令  

                  ○ 建設事務所  

  22 法第 34 条の 4 の規定による登録の
取消しに係る聴聞  

        ○             

  23 法第 36 条第 2 項の規定による協議
の回答 

        ○             

  24 法第 42 条第 1 項の規定による立入
検査等  

                  ○ 建設事務所  
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  25 法第 42 条第 2 項の規定による立入

検査員の身分を示す証票の発行 

                ○   建設事務所  

  26 法第 42 条の 2 の規定による国等と
の協議  

        ○             

  27 採石法施行規則（昭和 26 年通商産

業省令第 6 号）第 8 条の 7 の規定に
よる業務管理者試験の公告  

        ○             

  28 省令第 8 条の 9 の規定による業務
管理者試験に係る受験願書の受理  

                ○   建設事務所  

  29 省令第 8 条の 10 の規定による合格

証の交付 

          ○           

  30 省令第 8 条の 12 の規定による認定
証の交付 

          ○           

  31 省令第 8 条の 13 の規定による合格

証等の再交付  

          ○           

9 砂防法（明治
30 年 法 律 第
29 号）の施行

に 関 す る 事
務 

1  法第 2 条に規定する砂防指定地に
指定する必要があると認められる土
地の国土交通大臣への進達  

        ○             

 2  法第 8 条の規定による原因行為者

の工事の施行等の命令  

        ○             

 3  法第 16 条の規定による原因行為
者の費用負担の決定  

        ○             

 4  法第 18 条第 2 項の規定による費用

の追徴の決定  

        ○             

 5  法第 30 条の規定による違反事実
の更正等の命令  

                  ○ 建設事務所  

 6  法第 38 条第 1 項の規定による滞納
処分の決定  

                  ○ 建設事務所  

 7  三重県砂防設備占用料等徴収条例
（平成 12 年三重県条例第 17 号）第
2 条の規定による占用料等の決定及

び徴収  

                  ○ 建設事務所  

  8  条例第 3 条第 1 項の規定による占
用料等の減免の決定  

                  ○ 建設事務所  

  9  条例第 4 条第 2 項の規定による分
納の決定 

                  ○ 建設事務所  

  10 条例第 5 条の規定による占用料等

の返還  

                  ○ 建設事務所  

  11 三重県砂防指定地等管理条例（平
成 14 年三重県条例第 66 号）第 4 条

第 1 項の規定による行為の許可 

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  12 条例第 4 条第 2 項後段の規定によ
る行為の届出の受理  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  13 条例第 5 条の規定による占用許可                        

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  14 条例第 8 条（条例第 10 条第 3 項（条
例第 11 条において準用する場合を
含む。）及び第 11 条において準用す 
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  る場合を含む。）の規定による許可

の条件の決定  

           

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  15 条例第 10 条第 1 項（条例第 11 条
において準用する場合を含む。）の

規定による許可事項の変更許可 

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  16 条例第 14 条第 3 項の規定による地

位承継届の受理  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  17 条例第 15 条第 1 項の規定による権

利義務の譲渡の承認  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  18 条例第 16条の規定による許可事項

の変更命令  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  19 条例第 17 条第 1 項及び第 2 項の規
定による措置命令  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  20 条例第 18条の規定による許可等の
取消し 

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  21 条例第 19条の規定による砂防指定
地内行為休廃止届の受理  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  22 条例第 20条ただし書の規定による
原状回復義務の免除  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  23 条例第 21 条第 1 項の規定による行
為の完了検査等  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  24 条例第 22 条第 1 項の規定による他
人の土地への立入り  
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  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  25 条例第 22 条第 2 項の規定による立
入者の身分を示す証明書の発行 

                      

  (1) 本庁の所掌に属するもの            ○           

  (2) 地域機関の所掌に属するもの                 ○   建設事務所  

  26 三重県砂防指定地等管理条例施行
規則（平成 15 年三重県規則第 2 号）
第 8 条第 1 項の規定による砂防指定

地内行為許可等の更新許可  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する行為に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

10 地 す べ り 等
防止法（昭和

33 年 法 律 第
30 号）の施行
に 関 す る 事

務 

1  法第 3 条第 1 項の規定による地す
べり防止区域の指定に係る国土交通

大臣への意見の具申  

        ○             

 2  法第 3 条第 3 項の規定による地す
べり防止区域の指定等の通知の受理  

          ○           

 3  法第 8 条の規定による標識の設置                    ○ 建設事務所  

 4  法第 9 条の規定による地すべり防

止工事基本計画の策定等  

        ○             

 5  法第 10 条第 1 項の規定による国土
交通大臣が行う地すべり防止工事に
係る意見の具申  

        ○             

 6  法第 11 条第 1 項及び第 2 項の規定
による地すべり防止工事の承認等 

        ○             

 7  法第 13 条の規定による兼用工作
物の工事の施行に係る協議等  

        ○             

 8  法第 14 条第 1 項の規定による工事

原因者の工事の施行の決定  

        ○             

  9  法第 15 条第 1 項の規定による附帯
工事の施行の決定  

        ○             

  10 法第 16 条第 1 項の規定による他人

の土地への立入り等  

                  ○ 建設事務所  

  11 法第 16 条第 2 項の規定による立入
者の身分を示す証明書の発行  

                      

  (1) 本庁の所掌に属するもの           ○           

  (2) 地域機関の所掌に属するもの                 ○   建設事務所  

  12 法第 17 条第 3 項の規定による損失

補償の協議  

        ○             

  13 法第 18 条第 1 項の規定による行為
の許可  

        ○             

  14 法第 20 条第 2 項の規定による行為
に係る国等との協議  

        ○             

  15 法第 21 条第 1 項及び第 2 項の規定

による許可の取消し等及び行為の中
止等の命令  

        ○             

  16 法第 21 条 4 項及び第 23 条第 4 項

において準用する法第 6 条第 9 項の
規定による損失補償の協議  

        ○             

  17 法第 22 条第 1 項の規定による他の
管理者の管理する地すべり防止施設

への立入検査  

                  ○ 建設事務所  

  18 法第 22 条第 2 項の規定による立入                  ○   建設事務所  
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  検査員の身分を示す証明書の発行             

  19 法第 23 条第 1 項及び第 2 項の規定

による他の管理者に対する地すべり
防止施設の改良等に係る措置命令  

                  ○ 建設事務所  

  20 法第 24 条第 1 項の規定による関連
事業計画の概要の作成の決定等 

        ○             

  21 法第 25条の規定による立退きの指

示等 

                  ○ 建設事務所  

  22 法第 28 条第 4 項の規定による費用
の負担に係る意見の具申  

        ○             

  23 法第 33条の規定による兼用工作物

の費用の協議  

        ○             

  24 法第 34 条第 1 項の規定による原因
者負担金の決定  

        ○             

  25 法第 35条の規定による附帯工事に
要する費用の負担額の決定  

        ○             

  26 法第 48 条第 1 項及び第 2 項の規定
による地すべり防止工事の施行に係
る漁港管理者等との協議  

        ○             

11 

 

急 傾 斜 地 の

崩 壊 に よ る
災 害 の 防 止
に 関 す る 法

律 （ 昭 和 44
年 法 律 第 57
号）の施行に

関する事務  

1  法第 3 条第 1 項の規定による急傾

斜地崩壊危険区域の指定等  

        ○             

 2  法第 3 条第 3 項の規定による急傾
斜地崩壊危険区域の指定等の公示等  

        ○             

 3  法第 5 条第 1 項の規定による他人
の土地への立入り等  

                  ○ 建設事務所  

 4  法第 5 条第 5 項の規定による立入
者の身分を示す証明書の発行  

                      

 (1) 本庁の所掌に属するもの           ○           

 (2) 地域機関の所掌に属するもの                 ○   建設事務所  

 5  法第 5 条第 9 項の規定による損失
補償の協議  

                ○   建設事務所  

  6  法第 6 条の規定による標識の設置
の決定  

                  ○ 建設事務所  

  7  法第 7 条第 1 項の規定による行為
の許可  

                  ○ 建設事務所  

  8  法第 7 条第 3 項の規定による行為

の届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

  9  法第 7 条第 4 項の規定による行為
に係る国等との協議  

                  ○ 建設事務所  

  10 法第 8 条第 1 項の規定による許可

の取消し等及び行為の中止等の命令  

                  ○ 建設事務所  

  11 法第 8 条第 2 項の規定による是正
措置の決定等（法第 10 条第 4 項にお
いて準用する場合を含む。）  

        ○             

  12 法第 9 条第 3 項の規定による急傾

斜地崩壊防止工事の施行等の勧告  

                  ○ 建設事務所  

  13 法第 10 条第 1 項及び第 2 項の規定
による急傾斜地崩壊防止工事の施行
命令 

                  ○ 建設事務所  

  14 法第 11 条第 1 項の規定による立入
検査 

                  ○ 建設事務所  

  15 法第 11 条第 2 項の規定による立入
検査員の身分を示す証明書の発行  

                      

  (1) 本庁の所掌に属するもの           ○           

  (2) 地域機関の所掌に属するもの                 ○   建設事務所  
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  16 法第 12 条第 3 項の規定による急傾

斜地崩壊防止工事に係る漁港管理者
等との協議  

        ○             

  17 法第 13 条第 1 項及び第 2 項の規定

による急傾斜地崩壊防止工事の施行
の届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

  18 法第 16 条第 1 項の規定による附帯
工事の施行の決定  

                  ○ 建設事務所  

  19 法第 17 条第 1 項の規定による他人

の土地への立入り等  

                  ○ 建設事務所  

  20 法第 17 条第 2 項の規定による立入
者の身分を示す証明書の発行  

                      

  (1) 本庁の所掌に属するもの           ○           

  (2) 地域機関の所掌に属するもの                 ○   建設事務所  

  21 法第 18 条第 1 項の規定による損失

補償の協議  

                ○   建設事務所  

  22 法第 22 条第 1 項の規定による附帯
工事に要する費用の負担額の決定  

        ○             

  23 法第 26条の規定による急傾斜地崩

壊危険区域内の土地の所有者等に対
する報告の徴取  

                  ○ 建設事務所  

12 三 重 県 土 採
取 規 制 条 例

（平成 13 年
三 重 県 条 例
第 8 号）の施

行 に 関 す る
事務 

1  条例第 4 条第 1 項の規定による採
取計画の認可  

                      

 (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

 (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

 2  条例第 4 条第 2 項、第 8 条第 2 項、
第 14 条、第 17 条第 2 項及び附則第

3 項の規定による届出書の受理 

                      

 (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する採取計画に係るもの  

        ○             

 (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

 3  条例第 8 条第 1 項の規定による採
取計画の変更認可  

                      

 (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  4  条例第 12 条の規定による変更命
令 

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  5  条例第 13 条第 1 項及び第 2 項の規
定による措置命令  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  6  条例第 15 条の規定による採取跡
地における災害防止命令  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  7  条例第 16 条の規定による認可等
の取消し等の命令  
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  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  8  条例第 19 条の規定による報告の
徴収 

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  9  条例第 20 条第 1 項の規定による立
入検査  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  10 条例第 21条の規定による関係行政
機関への協力要請  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区

域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  11 条例第 22条の規定による関係市町
長への通知  

                      

  (1) 2 以上の建設事務所の所管区
域に属する採取計画に係るもの 

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

13 
  
  

三 重 県 県 土
整 備 部 関 係
負 担 金 等 滞

納 処 分 規 則
の 施 行 に 関
する事務  

規則第 3 条の規定による徴収職員の
委任及び第 4 条に規定する徴収職員証
の交付 

                      

 (1) 本庁の所掌に属するもの         ○             

 (2) 地域機関の所掌に属するもの             ○       建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 五 号 を 第 三 十 一 号 と し 、 第 四 号 を 第 三 十 号 と し 、 第 三 号

を 第 二 十 九 号 と し 、 第 二 号 を 第 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

9  法第 34条において準用する法第 12
条第 5 項の規定による公示  

        ○             

10 法第 37 条第 1 項の規定による行為
の許可 

                      

(1) 更新の許可、法第 37 条第 1 項

第 1 号に掲げる行為で占用期間が
3 年以内のもの及び当該占用工作
物が簡易なもの並びに電柱類、管

類、広告物、布設線、埋設線、架
空線及び排水樋管に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) 法第 37 条第 1 項第 2 号に掲げ
る行為で水面下における機械採取

に係るもの以外のもの  

                  ○ 建設事務所  

(3) (1)及び (2)に掲げるもの以外
のもの 

        ○             

11 法第 37 条第 3 項の規定による行為
の協議 

                      

(1) 更新の協議、法第 37 条第 1 項

第 1 号に掲げる行為で占用期間が
3 年以内のもの及び当該占用工作
物が簡易なもの並びに電柱類、管

類、広告物、布設線、埋設線、架
空線及び排水樋管に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) 法第 37 条第 1 項第 2 号に掲げ
る行為で水面下における機械採取

に係るもの以外のもの  

                  ○ 建設事務所  
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(3) (1)及び (2)に掲げるもの以外

のもの 

        ○             

12 法第 37 条の 2 の規定による港湾隣
接地域の指定  

      ○               

13 法第 37 条の 2 第 2 項の規定による
公告等 

        ○             

14 法第 37 条の 2 第 3 項の規定による

国土交通大臣への報告  

        ○             

15 法第 38 条第 1 項の規定による臨港
地区の指定等  

      ○               

16 法第 38 条の 2 第 1 項の規定による
行為の届出の受理  

          ○           

17 法第 38 条の 2 第 7 項の規定による

行為の勧告 

        ○             

18 法第 38 条の 2 第 8 項の規定による
行為の変更の命令  

        ○             

19 法第 38 条の 2 第 10 項の規定によ
る行為の措置要請  

        ○             

20 法第 39 条第 1 項の規定による分区

の指定 

      ○               

21 法第 40 条の 2 第 1 項の規定による
違反構築物の撤去等の命令  

                  ○ 建設事務所  

22 法第 41 条第 1 項の規定による構築
物の改築等の命令  

                  ○ 建設事務所  

23 法第 41 条第 3 項の規定による損失

補償の決定 

        ○             

24 法第 43 条の 2 の規定による兼用工
作物の費用の負担に係る協議  

        ○             

25 法第 45 条第 1 項の規定による港湾
管理者以外の者の料金の徴収に係る

書面の受理 

          ○           

26 法第 45 条の 3 の規定による滞船の
場合における要請  

                  ○ 建設事務所  

27 法第 46 条第 1 項の規定による港湾
施設の譲渡等に係る認可申請  

        ○             

28 法第 49 条の規定による業務に関す

る収入等に係る公表及び国土交通大
臣への報告 

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 一 号 の 項 第 一 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

2  法第 33 条第 2 項において準用する
法第 4 条第 3 項の規定による公告等  

    ○                 

3  法第 33 条第 2 項において準用する

法第 4 条第 4 項の規定による国土交
通大臣への協議等  

        ○             

4  法第 33 条第 2 項及び第 56 条第 2
項において準用する法第 4 条第 5 項

の規定による河川管理者等への協議  

        ○             

5  法第 33 条第 2 項において準用する
法第 4 条第 10 項の規定による調停等 

    ○                 

6  法第 33 条第 2 項において準用する
法第 4 条第 13 項の規定による国土交

通大臣への報告  

        ○             

7  法第 33 条第 2 項において準用する
法第 9 条第 1 項の規定による港湾区
域の公告 

      ○               

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 一 号 の 項 に 次 の 二 十 号 を 加 え る 。 

32 法第 56 条第 1 項の規定による水域     ○                 
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の指定公告等             

33 法第 56 条の 3 第 1 項の規定による

水域施設等の建設、改良等の届出の
受理 

          ○           

34 法第 56 条の 3 第 2 項の規定による
水域施設等の建設若しくは改良の禁

止若しくは制限又は必要な措置の命
令 

        ○             

35 法第 56 条の 3 第 3 項の規定による
水域施設等の建設、改良等の通知の

受理 

          ○           

36 法第 56 条の 3 第 4 項の規定による
技術基準に適合しないものの措置要
請 

        ○             

37 法第 56 条の 3 第 5 項の規定による

公示 

        ○             

38 法第 56 条の 4 第 1 項の規定による
工事の中止等の命令、許可の取消し
等 

                      

(1) 第 8号の(1)及び(2)に掲げる許

可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの          ○             

39 法第 56 条の 4 第 2 項の規定による
措置の命令及び公告  

        ○             

40 法第 56 条の 5 第 1 項の規定による
報告徴収等 

          ○           

41 港湾法施行規則（昭和 26 年運輸省

令第 98 号）第 1 条の規定による港湾
施設の認定の申請  

        ○             

42 港湾区域及び港湾隣接地域内にお
ける行為の規制に関する規則（昭和

41 年三重県規則第 33 号）第 3 条第 2
項の規定による書類の提出命令（規
則第 5 条第 2 項において準用する場

合を含む。）  

                  ○ 建設事務所  

43 規則第 5 条第 1 項の規定による許
可内容の変更の許可  

                      

(1) 第 9号の(1)及び(2)に掲げる許
可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの          ○             

44 規則第 7 条の規定による工事の着

手等の届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

45 規則第 8 条第 1 項の規定による権
利義務の譲渡の許可  

                      

(1) 第 9号の(1)及び(2)に掲げる許
可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの          ○             

46 規則第 8 条第 2 項の規定による権

利義務の承継に係る届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

47 港湾区域内の水域又は公共空地に
係る占用料等徴収条例（平成 12 年三
重県条例第 19 号）第 2 条の規定によ

る占用料等の決定及び徴収  

                  ○ 建設事務所  

48 条例第 3 条の規定による占用料等
の減免 

                      

(1) 第 9号の(1)及び(2)に掲げる許
可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの         ○             
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49 条例第 5 条の規定による占用料等

の返還 

                      

(1) 第 9号の(1)及び(2)に掲げる許
可に係るもの  

                  ○ 建設事務所  

(2) (1)に掲げるもの以外のもの          ○             

50 三重県の管理する港湾の臨港地区
内の分区における構築物の規制条例

（昭和 40 年三重県条例第 40 号）第 3
条第 2 項の規定による構築物の許可  

                  ○ 建設事務所  

51 地方自治法第 231 条の 3 の規定に
よる督促、手数料及び延滞金の徴収、

滞納処分の決定並びに還付（同法附
則第 6 条第 1 号に規定するものに限
る。） 

                  ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 五 十 号 を 第 七 十 九 号 と し 、 第 三 十 七 号 か ら 第 四 十 九 号 ま

で を 二 十 九 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 十 六 号 を 第 五 十 八 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

59 法第 23 条の 3 第 1 項の規定による

海岸協力団体の指定  

                  ○ 建設事務所  

60 法第 23 条の 3 第 2 項の規定による
海岸協力団体の指定の公示  

                  ○ 建設事務所  

61 法第 23 条の 3 第 4 項の規定による
海岸協力団体の届出事項に係る公示  

                  ○ 建設事務所  

62 法第 23 条の 5 第 1 項及び第 2 項の

規定による海岸協力団体に対する監
督に係る措置  

                  ○ 建設事務所  

63 法第 23 条の 5 第 3 項の規定による
海岸協力団体の指定の取消し  

                  ○ 建設事務所  

64 法第 23 条の 5 第 4 項の規定による

海岸協力団体の指定の取消しの公示  

                  ○ 建設事務所  

65 法第 23 条の 7 の規定による海岸協
力団体との協議  

                  ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 三 十 五 号 を 第 五 十 七 号 と し 、 第 八 号 か ら 第 三 十 四 号 ま で

を 二 十 二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 七 号 を 第 九 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

10 法第 3 条第 1 項の規定による海岸
保全区域の指定  

        ○             

11 法第 3 条第 2 項の規定による農林

水産大臣又は都道府県知事への協議  

        ○             

12 法第 3 条第 4 項の規定による海岸
保全区域の指定の公示等  

        ○             

13 法第 4 条第 1 項の規定による港湾
管理者等への協議  

        ○             

14 法第 5 条第 4 項の規定による港湾

管理者の長又は漁港管理者である地
方公共団体の長との協議  

        ○             

15 法第 5 条第 7 項の規定による市町
長との協議 

        ○             

16 法第 5 条第 8 項の規定による公示

等 

        ○             

17 法第 6 条第 1 項の規定による意見
の申述 

    ○                 

18 法第 7 条第 1 項の規定による許可                        

(1) 道路橋、水管橋等の永久橋、排
水機場、水門、樋門、こう門、陸

こう、箱型暗きょ及び兼用工作物
に係るもの 

        ○             

(2) 海岸保全上特に重要と認めら
れるもの 

        ○             
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(3) 更新許可並びに (1)及び (2)に

掲げるもの以外のもの（(1)若し
くは(2)又は次号の(1)、(2)若し
くは (3)と同時に申請のあった

ものを除く。）  

                  ○ 建設事務所  

19 法第 8 条第 1 項の規定による許可                        

(1) 載荷重 1 平方メートルにつき
10 トン以上の工作物に係るもの  

        ○             

(2) 機械による土石等の採取に係
るもの 

        ○             

(3) 海岸保全上特に重要と認めら

れる行為及び工作物に係るもの  

        ○             

(4) 更新許可及び (1)から (3)まで
に掲げるもの以外のもの（ (1)、
(2)若しくは (3)又は前 号の (1)

若しくは (2)と同時に申請のあ
ったものを除く。）  

                  ○ 建設事務所  

20 法第 8 条の 2 第 1 項各号列記以外
の部分の規定による区域の指定及び

指定の廃止 

        ○             

21 法第 8 条の 2 第 1 項第 3 号の規定
による物件の指定及び指定の廃止  

        ○             

22 法第 8 条の 2 第 2 項の規定による
公示 

        ○             

23 法第 10 条第 2 項の規定による国等

との協議 

                      

(1) 第 11 号の(1)若しくは(2)又は
第 12 号の (1)、(2)若しくは (3)
に掲げるもの  

        ○             

(2)  更新同意及び (1)に掲げるも

の以外のもの（(1)と同時に申請
のあったものを除く。）  

                  ○ 建設事務所  

24 法第 12 条第 1 項及び第 2 項の規定
による監督処分等  

                      

(1) 第 11 号の(1)若しくは(2)又は

第 12 号の (1)、(2)若しくは (3)
に掲げるもの  

        ○             

(2) 第 11 号の(3)又は第 12 号の
(4)に掲げるもの 

                  ○ 建設事務所  

25 法第 12 条第 3 項の規定による簡易

代執行の決定等  

                      

(1) 第 11 号の(1)若しくは(2)又は
第 12 号の (1)、(2)若しくは (3)
に掲げるもの  

        ○             

(2) 第 11 号の(3)又は第 12 号の

(4)に掲げるもの 

                  ○ 建設事務所  

26 法第 12 条第 3 項の規定による公告         ○             

27 法第 12 条第 5 項の規定による公示         ○             

28 法第 12 条第 6 項の規定による売却
の決定 

                      

(1) 第 11 号の(1)若しくは(2)又は
第 12 号の(1)、(2)若しくは (3)

に掲げるもの  

        ○             

(2) 第 11 号の(3)又は第 12 号の
(4)に掲げるもの 

                  ○ 建設事務所  

29 法第 12 条第 7 項の規定による廃棄
の決定 

                      

(1) 第 11 号の(1)若しくは(2)又は         ○             
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第 12 号の(1)、(2)若しくは(3)

に掲げるもの  

           

(2) 第 11 号の(3)又は第 12 号の
(4)に掲げるもの 

                  ○ 建設事務所  
別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 二 号 の 項 中 第 六 号 を 第 八 号 と し 、 第 二 号 か ら 第 五 号 ま で を 二 号 ず つ 繰

り 下 げ 、 第 一 号 を 第 三 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。 

1  法第 2 条第 1 項の規定による海岸
保全施設としての砂浜の指定  

        ○             

2  法第 2 条第 2 項の規定による公共

海岸としての土地及び水面の指定及
び公示 

        ○             

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 二 号 の 項 に 次 の 二 十 一 号 を 加 え 、 同 項 を 同 表 第 三 号 の 項 と す る 。 

80 法第37条の4の規定による許可                        

(1) 道路橋、水管橋等の永久橋、排
水機場、水門、樋門、こう門、陸

こう及び箱型暗きょに係るもの 

        ○             

(2) 海岸保全上特に重要と認めら
れるもの 

        ○             

(3) 更新許可並びに (1)及び (2)に
掲げるもの以外のもの（(1)若しく

は (2)又は次号の (1)若しくは (2)
と同時に申請のあったものを除
く。） 

                  ○ 建設事務所  

81 法第37条の5の規定による許可                       

(1) 機械による土石等の採取に係

るもの 

        ○             

(2) 海岸保全上特に重要と認めら
れる行為及び工作物に係るもの 

        ○             

(3) 更新許可並びに (1)及び (2)に
掲げるもの以外のもの（(1)若しく

は (2)又は前号の (1)若しくは (2)
と同時に申請のあったものを除
く。） 

                  ○ 建設事務所 

82 法第 37条の 6第 1項各号列記以外の

部分の規定による区域の指定及び指
定の廃止 

        ○             

83 法第 37条の 6第 1項第 3号の規定に
よる物件の指定及び指定の廃止 

        ○             

84 法第 37条の 6第 2項の規定による公

示 

        ○             

85 法第 37条の 8において準用する法
第 10条第 2項の規定による国等との
協議 

                      

(1) 第 31号の (1)若しくは (2)又は

第32号の (1)若しくは(2)に掲げる
もの 

        ○             

(2) 更新同意及び(1)に掲げるもの
以外のもの（(1)と同時に申請のあ

ったものを除く。）  

                  ○ 建設事務所  

86 法第 37条の 8において準用する法
第12条第1項及び第 2項の規定による
監督処分 

                      

(1) 第 31号の (1)若しくは (2)又は

第32号の (1)若しくは(2)に掲げる
もの 

        ○             

(2) 第 31号の (3)又は第 32号の (3)
に掲げるもの  

                  ○ 建設事務所  

87 法第37条の8において準用する法                        

平成29年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外

74



第 12条第 4項の規定による簡易代執

行の決定等  

           

(1) 第 31号の (1)若しくは (2)又は
第32号の (1)若しくは(2)に掲げる
もの 

        ○             

(2)  (1)に 掲 げ る も の 以 外 の もの

（ (1)と同時に申請のあったもの
を除く。） 

                  ○ 建設事務所 

88 法第 37条の 8において準用する法
第12条第3項の規定による公告 

        ○             

89 法第 37条の 8において準用する法

第12条第5項の規定による公示 

        ○             

90 法第 37条の 8において準用する法
第 12条第 7項の規定による売却の決
定 

                      

(1) 第 31号の (1)若しくは (2)又は

第32号の (1)若しくは(2)に掲げる
もの 

        ○             

(2)  (1)に 掲 げ る も の 以 外 の も の
（ (1)と同時に申請のあったもの

を除く。） 

                  ○ 建設事務所  

91 法第 37条の 8において準用する法
第 12条第 8項の規定による廃棄の決
定 

                      

(1)  第 31号の (1)若しくは (2)又は

第 32号の (1)若しくは (2)に掲げ
るもの 

        ○             

(2)  (1)に 掲 げ る も の 以 外 の も の
（ (1)と同時に申請のあったもの

を除く。）  

                  ○ 建設事務所  

92 法第 37条の 8において準用する法
第12条の2第2項の規定による協議  

                      

(1)  第 31号の (1)若しくは (2)又は
第 32号の (1)若しくは (2)に掲げ

るもの 

        ○             

(2)  第 31号の (3)又は第 32号の (3)
に掲げるもの  

                  ○ 建設事務所  

93 法第 37条の 8において準用する法
第12条の2第 4項の規定による原因者

負担金の決定  

                      

(1)  第 31号の (1)若しくは (2)又は
第 32号の (1)若しくは (2)に掲げ
るもの 

        ○             

(2)  第 31号の (3)又は第 32号の (3)

に掲げるもの  

                  ○ 建設事務所  

94 法第 38条の規定による報告及び資
料の主務大臣への提出  

        ○             

95 法第 40条第 3項の規定による通知
の受理 

          ○           

96 海岸法施行令第 1条の 5第 3項の規

定による通知の受理  

          ○           

97 政令第 11条の規定による通知の受
理 

          ○           

98 海岸法施行細則第 9条の規定によ
る認可 

                  ○ 建設事務所  

99 規則第 10条第 2項の規定による承

継届の受理 

                  ○ 建設事務所  

100 三重県海岸占用料等徴収条例の
規定による占用料等の決定及び徴  

                  ○ 建設事務所  

平成29年3月31日 三　重　県　公　報 号　　外

75



収、減免の適用、分納及び返還の決

定並びに延滞金の決定及び徴収  

           

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 第 一 号 の 項 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

2 
  
  

  
  
  

  

三 重 県 港 湾
施 設 管 理 条
例 （ 昭 和 48

年 三 重 県 条
例第 21 号）
の 施 行 に 関

する事務  
 

1  条例第 3 条第 1 項の規定による使
用許可  

                      

(1) 条例第 4 条第 3 号に掲げる行
為に係るもの（街灯柱、電柱、地

下ケーブル、ガス管、水道管、下
水管、送油管（取入口を含む。）、
消火栓、標識板、立看板、信号機、

郵便ポスト、電話ボックス、自動
販売機その他これらに類する構
築物又は設備を設置する場合を

除く。以下この項において同じ。） 

        ○             

(2) 更新許可及び (1)に掲げるも
の以外のもの  

                  ○ 建設事務所  

2  条例第 3 条第 2 項の規定による使

用の変更許可  

                      

(1) 条例第 4条第 3号に掲げる行為
に係るもの 

        ○             

 (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

 3  条例第 4 条の規定による行為の許

可 

                      

 (1) 条例第 4条第 3号に掲げる行為
に係るもの 

        ○             

 (2) 更新許可及び (1)に掲げるもの
以外のもの  

                  ○ 建設事務所  

 4  条例第 6 条第 2 項の規定による地

位の承継に係る届出の受理  

                  ○ 建設事務所  

  5  条例第 6 条の 2 の規定による地位
の譲渡の承認  

                  ○ 建設事務所  

  6  条例第 8 条の規定による水域施設

等の秩序維持に係る命令  

                  ○ 建設事務所  

  7  条例第 9 条の規定による利用の禁
止及び制限  

                  ○ 建設事務所  

  8  条例第 10 条の規定による使用等
の廃止届の受理  

                  ○ 建設事務所  

  9  条例第 11 条第 2 項の規定による原
状回復に係る指示  

                  ○ 建設事務所  

  10 条例第 12条の規定による許可の取
消し等及び行為の中止等に係る命令  

                  ○ 建設事務所  

  11 条例第 13条の規定による損失補償

の決定  

        ○             

  12 条例第 14条の規定による港湾監理
員の任命 

                      

  (1) 本庁の職員に係るもの           ○           

  (2) 地域機関の職員に係るもの                 ○   建設事務所  

  13 条例第 14条の規定による港湾監理

員の身分を示す証票の発行  

                      

  (1) 本庁の職員に係るもの            ○           

  (2) 地域機関の職員に係るもの                 ○   建設事務所  

  14 条例第 15条の規定による使用料の
決定及び徴収  

                  ○ 建設事務所  

  15 条例第 15 条の 2 の規定による使用

料の減免 

                      

  (1) 第 1 号の(1)、第 2 号の(1)及         ○             
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  び第 3号の (1)に掲げる許可に係

るもの 

           

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  16 条例第 16条の規定による入出港届
の受理  

                  ○ 建設事務所  

  17 条例第 17 条の 2 の規定による入港
料の減免 

                  ○ 建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 港 湾 ・ 海 岸 課 の 表 に 次 の よ う に 加 え る 。 

4 三 重 県 一 般
海 域 等 管 理
規則（昭和 43

年 三 重 県 規
則第 52 号）
の 施 行 に 関

する事務  
  
  

  

1  規則第 3 条第 1 項の規定による一
般海域等の使用又は収益の許可 

                      

  (1) 機械による土石の採取に係る
もの  

        ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  2  規則第 3 条第 3 項の規定による一
般海域等の使用又は収益に係る国と
の協議（規則第 4 条第 2 項において

準用する場合を含む。）  

                      

  (1) 前号の(1)に掲げるもの          ○             

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

  3  規則第 4 条第 1 項の規定による一
般海域等の使用又は収益に係る変更

許可 

                      

    (1) 第 1 号の(1)に掲げる許可に係
るもの 

        ○             

    (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

    4  規則第 9 条ただし書の規定による
原状回復の義務に係る免除の認定 

                  ○ 建設事務所  

    5  規則第 10 条の規定による権利譲
渡の承認 

                  ○ 建設事務所  

    6  規則第 11 条第 2 項の規定による地
位の承継届の受理  

                  ○ 建設事務所  

    7  規則第 12 条の規定による許可の

取消し等及び措置命令  

                      

    (1) 第 1 号の(1)に掲げるもの          ○             

    (2) (1)に掲げるもの以外のもの                    ○ 建設事務所  

    8  三重県法定外公共用財産等使用料
等徴収条例の規定による使用料等の

決定及び徴収、減免の適用、分納及
び返還の決定並びに延滞金の決定及
び徴収 

                  ○ 建設事務所  

5 公 有 水 面 埋

立 法 の 施 行
に 関 す る 事
務 

1  法第 2 条の規定による埋立の免許          ○             

 2  法第 3 条第 1 項の規定による出願

事項の縦覧等（法第 42 条第 3 項にお
いて準用する場合を含む。） 

        ○             

 3  法第 3 条第 2 項の規定による関係

都道府県知事への通知（法第 42 条第
3 項において準用する場合を含む。） 

        ○             

 4  法第 3 条第 3 項の規定による利害
関係を有する者の意見書の受理（法

第 42条第 3項において準用する場合
を含む。）  

        ○             

 5  法第 6 条第 3 項の規定による補償
等の裁定（法第 42 条第 3 項において

準用する場合を含む。）  

        ○             

  6  法第 10 条の規定による損害補償
等の処分（法第 42 条第 3 項において 

        ○             
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  準用する場合を含む。）             

  7  法第 11 条の規定による免許の告

示（法第 42 条第 3 項において準用す
る場合を含む。）  

        ○             

  8  法第 12 条の規定による免許料の
徴収 

        ○             

  9  法第 13 条の規定による工事の着

手及び竣功期間の指定  

        ○             

  10 法第 13 条の 2 の規定による出願事
項の変更の許可（法第 42 条第 3 項に

おいて準用する場合を含む。） 

        ○             

  11 法第 14 条第 1 項の規定による他人
の土地への立入り等の許可（法第 42
条第 3 項において準用する場合を含

む。）  

                ○   建設事務所  

  12 法第 16 条第 1 項の規定による埋立
権の譲渡の許可  

        ○             

  13 法第 20条の規定による権利義務の
承継の届出の受理  

          ○           

  14 法第 22 条第 1 項の規定による埋立
の竣功認可等  

        ○             

  15 法第 22 条第 2 項の規定による竣功
認可の公示等  

        ○             

  16 法第 23条の規定による竣功認可の

告示の日前の埋立地の使用認可 

        ○             

  17 法第 25条の規定による国有地の下
付 

        ○             

  18 法第 27 条第 1 項の規定による埋立

地に関する権利の処分の許可  

        ○             

  19 法第 29条の規定による埋立地の用
途変更の許可  

        ○             

  20 法第 30条の規定による災害防止に
関する義務の命令  

                      

  (1) 建設事務所（志摩建設事務所

を除く。）に係るもの  

              ○     建設事務所  

  (2) (1)に掲げるもの以外のもの              ○       建設事務所  

  21 法第 31条の規定による公有水面に
存する工作物等の除却命令（法第 42

条第 3 項において準用する場合を含
む。）  

            ○       建設事務所  

  22 法第 32 条第 1 項の規定による監督
処分（法第 36 条第 1 項において準用

する場合を含む。）  

        ○             

  23 法第 32 条第 2 項の規定による損害
補償に関する処分  

        ○             

  24 法第 33条の規定による是正命令等              ○       建設事務所  

  25 法第 34条の規定による埋立権復活

の処分  

        ○             

  26 法第 35 条第 1 項の規定による原状
回復義務免除に関する処分（法第 36
条において準用する場合を含む。）  

        ○             

  27 法第 35 条第 2 項の規定による国有

帰属の処分（法第 36 条において準用
する場合を含む。）  

        ○             

  28 法第 37条の規定による鑑定費用に

関する処分（法第 42 条第 3 項におい
て準用する場合を含む。）  

            ○       建設事務所  
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  29 法第 42 条第 1 項の規定による国が

施行する埋立の承認  

        ○             

  30 法第 42 条第 2 項の規定による竣功
通知の受理  

        ○             

  31 法第 43条の規定による埋立地の公

共団体への帰属処分  

        ○             

  32 法第 47 条第 1 項の規定による国土
交通大臣への認可申請  

        ○             

  33 公有水面埋立法施行令第 1 条第 1
項の規定による出願名義の変更届の

受理（勅令第 30 条において準用する
場合を含む。）  

          ○           

  34 勅令第 1 条第 2 項の規定による承

継届の受理（勅令第 1 条第 4 項にお
いて準用する場合を含む。）  

          ○           

  35 勅令第 4 条の規定による受理及び
周知 

          ○           

  36 勅令第 10 条第 2 項の規定による協

議に関する届出の受理（勅令第 30
条において準用する場合を含む。）  

                ○   建設事務所  

  37 勅令第 12 条第 1 項の規定による申
請の要領等の告知等（勅令第 30 条に

おいて準用する場合を含む。） 

          ○           

  38 勅令第 13条の規定による裁定書の
謄本の交付等（勅令第 30 条において

準用する場合を含む。）  

        ○             

  
  
  

  
  
  

39 勅令第 15 条第 2 項の規定による申
請の要領等の告知（勅令第 30 条にお
いて準用する場合を含む。）  

          ○           

  40 勅令第 17 条第 3 項の規定による埋

立地の利用方法に係る変更届の受理  

        ○             

  41 勅令第 24 条の規定による告示         ○             

6 
  

  

三 重 県 県 土
整 備 部 関 係

負 担 金 等 滞
納 処 分 規 則
の 施 行 に 関

する事務  

規則第 3 条の規定による徴収職員の
委任及び第 4 条に規定する徴収職員証

の交付 

                      

 (1) 本庁の所掌に属するもの          ○             

 (2) 地域機関の所掌に属するもの              ○       建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 流 域 管 理 課 の 表 を 削 る 。 

別 表 第 一 県 土 整 備 部 景 観 ま ち づ く り 課 の 表 第 三 号 の 項 中 第 五 十 二 号 を 削 り 、 第 五 十 三 号 を 第 五 十 二 号 と し 、 第

五 十 四 号 を 第 五 十 三 号 と す る 。 

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 一 号 の 項 第 十 二 号 及 び 第 十 五 号 中 「第 87 条の 2 第 1 項 」 を 「第 87 条の

2 」 に 改 め 、 同 項 中 第 百 八 十 七 号 を 第 百 九 十 一 号 と し 、 第 八 十 六 号 か ら 第 百 八 十 六 号 ま で を 四 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 同

項 第 八 十 五 号 中 「第 60 条の 3 第 1 項ただし書 」 を 「第 60 条の 3 第 2 項ただし書 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 十 九

号 と し 、 同 項 第 八 十 四 号 を 同 項 第 八 十 七 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

88 法第 60 条の 3 第 1 項第 3 号の規定

による許可 

    ○       

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 八 十 三 号 を 第 八 十 六 号 と し 、 第 三 十 六 号 か ら 第 八 十 二 号 ま

で を 三 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 十 五 号 中 「報告 」 の 次 に 「及び第 6 項の規定による物件 」 を 加 え 、 同 号 を 同 項 第 三

十 八 号 と し 、 同 項 中 第 三 十 四 号 を 第 三 十 六 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

37 法第 12 条第 2 項及び第 4 項の規定
による建築審査会の同意を求めるこ
と 

    ○       

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 一 号 の 項 中 第 第 三 十 三 号 を 第 三 十 五 号 と し 、 第 十 六 号 か ら 第 三 十 二 号 ま

で を 二 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 十 五 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

16 法第 7 条の 6 第 3 項の規定による             
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報告の受理（法第 87 条の 2 並びに第

88 条第 1 項及び第 2 項において準用
する場合を含む。）  

           

(1) (2)に掲げるもの以外のもの         ○   建設事務所  

(2) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るも

の 

        ○  建設事務所  

17 法第 7 条の 6 第 4 項の規定による
適合しないと認める通知（法第 87 条
の 2 並びに第 88 条第 1 項及び第 2 項

において準用する場合を含む。）  

       ○   建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 二 号 の 項 中 

「  

5  法第 7 条の規定による報告の受理         ○                 

6  法第 8 条第 1項の規定による報告命
令等（法附則第 3 条第 3 項において
準用する場合を含む。）  

            ○       建設事務所
（ただし、
鈴鹿建設事

務所及び津
建設事務所
を除く。以

下この項に
おいて同
じ。） 

  を 

                                           」 

「  

5  法第 7 条の規定による報告の受理              ○      建設事務所

（ただし、
鈴鹿建設事
務所及び津

建設事務所
を除く。以
下この項に

おいて同
じ。）  

に 改 め 、 同 表 

6  法第 8 条第 1項の規定による報告命
令等（法附則第 3 条第 3 項において

準用する場合を含む。）  

            ○       建設事務所  

                                           」 

第 八 号 の 項 第 一 号 及 び 第 十 五 号 中 「報告処理案件に係るものを除く 」 を 「本審査案件に係るものに限る 」 に 改 め 、

同 項 第 十 七 号 中 「調整 」 を 「調製 」 に 改 め 、 同 表 中 第 十 五 号 の 項 を 削 り 、 第 十 六 号 の 項 を 第 十 五 号 の 項 と し 、 第

十 七 号 の 項 を 第 十 六 号 の 項 と し 、 第 十 八 号 の 項 に 次 の 一 号 を 加 え 、 同 項 を 第 十 七 号 の 項 と す る 。 

10 規則第 46 条の 2 の規定による軽微

な変更に関する証明書の交付  

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ
面積が 2,000 ㎡以上の建築物に係
るもの 

    ○       

(2) (1)及び（3）に掲げるもの以外

のもの 

       ○   建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

        ○  建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 十 九 号 の 項 を 第 十 八 号 の 項 と し 、 同 表 第 二 十 号 の 項 中 第 十 一 号 を 第 三 十

二 号 と し 、 第 三 号 か ら 第 十 号 ま で を 二 十 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 二 号 を 第 二 十 三 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加

え る 。 

11 法第 15 条第 3 項の規定による建築
物エネルギー消費性能確保計画の写

しの受理 

    ○       

12 法第 16 条第 1 項の規定による指示     ○       

13 法第 16 条第 2 項の規定による命令     ○       
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14 法第 16 条第 3 項の規定による協議     ○       

15 法第 17 条第 1 項の規定による報告

の徴収及び立入検査  

       ○   建設事務所  

16 法第 19 条第 1 項の規定による建築
物のエネルギー消費性能の確保のた
めの構造及び設備に関する計画の届

出の受理 

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ
面積が 2,000 ㎡以上の建築物に係
るもの 

    ○       

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以

外のもの 

       ○   建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

        ○  建設事務所  

17 法第 19 条第 2 項の規定による指示            

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ
面積が 2,000 ㎡以上の建築物に係

るもの 

    ○       

(2) （1）に掲げるもの以外のもの        ○    建設事務所  

18 法第 19 条第 3 項の規定による命令            

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ
面積が 2,000 ㎡以上の建築物に係
るもの 

    ○       

(2) （1）に掲げるもの以外のもの        ○    建設事務所  

19 法第 20 条第 2 項の規定による建築物の

エネルギー消費性能の確保のための構造
及び設備に関する計画の通知の受理 

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積
が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 

    ○        

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以

外のもの 

       ○   建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

        ○  建設事務所  

20 法第 20 条第 3 項の規定による協議            

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ
面積が 2,000 ㎡以上の建築物に係

るもの 

    ○       

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以
外のもの  

      ○    建設事務所  

21 法第 21 条第 1 項の規定による報告
の徴収及び立入検査  

       ○   建設事務所  

22 法第 23 条第 3 項の規定による特殊

の構造又は設備を用いる建築物の認
定の通知の受理  

           

(1) （2）に掲げるもの以外のもの         ○   建設事務所  

(2) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

        ○  建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 二 十 号 の 項 中 第 一 号 を 第 十 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。 

1  法第 8 条の規定による指導及び助

言 

      ○     建設事務所  

2  法第 12 条第 3 項の規定による建築
物エネルギー消費性能適合性判定結
果を記載した通知書の交付  

    ○        

3  法第 12 条第 4 項の規定による期間

を延長する旨及びその延長する期間
並びにその期間を延長する理由を記
載した通知書の交付  

    ○         
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4  法第 12 条第 5 項の規定による建築

物エネルギー消費性能基準に適合す
るかどうか決定することができない
旨及びその理由を記載した通知書の

交付 

    ○       

5  法第 13 条第 4 項の規定による建築
物エネルギー消費性能適合性判定結
果を記載した通知書の交付  

    ○       

6  法第 13 条第 5 項の規定による期間

を延長する旨及びその延長する期間
並びにその期間を延長する理由を記
載した通知書の交付 

    ○       

7  法第 13 条第 6 項の規定による建築

物エネルギー消費性能基準に適合す
るかどうか決定することができない
旨及びその理由を記載した通知書の

交付 

    ○       

8  法第 14 条第 1 項の規定による命令     ○       

9  法第 14 条第 2 項の規定による通知
及び要請 

    ○       

別 表 第 一 県 土 整 備 部 建 築 開 発 課 の 表 第 二 十 号 の 項 に 次 の 十 号 を 加 え 、 同 項 を 同 表 第 十 九 号 の 項 と す る 。 

33 法附則第 3 条第 2 項の規定による
建築物のエネルギー消費性能の確保

のための構造及び設備に関する計画
の届け出の受理  

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積
が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 

    ○        

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以

外のもの 

           ○    建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

            ○   建設事務所  

34 法附則第 3 条第 3 項の規定による
指示 

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積

が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 
    ○        

(2) （1）掲げるもの以外のもの        ○    建設事務所  

35 法附則第 3 条第 4 項の規定による
命令 

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積
が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 

    ○        

(2) （1）掲げるもの以外のもの        ○    建設事務所  

36 法附則第 3 条第 7 項の規定による

建築物のエネルギー消費性能の確保
のための構造及び設備に関する計画
の通知の受理  

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積

が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 
    ○        

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以
外のもの 

           ○    建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務
所及び熊野建設事務所に係るもの  

            ○   建設事務所  

37 法附則第 3 条第 8 項の規定による

協議 

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積
が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 

    ○        

(2) （1）掲げるもの以外のもの        ○    建設事務所 

38 法附則第 3 条第 9 項の規定による
報告の徴取及び立入検査  

       ○   建設事務所  
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39 規則第 8 条の規定による委任の公

示 

    ○       

40 規則第 9 条の規定による委任の解
除の公示 

    ○       

41 規則第 11 条の規定による軽微な変
更に関する証明書の交付  

    ○       

42 規則第 29 条の規定による軽微な変

更に関する証明書の交付  

           

(1) 4 以上の階数を有し、又は延べ面積
が 2,000 ㎡以上の建築物に係るもの 

    ○        

(2) （1）及び（3）に掲げるもの以
外のもの 

           ○    建設事務所  

(3) 志摩建設事務所、尾鷲建設事務

所及び熊野建設事務所に係るもの  

            ○  建設事務所  

別 表 第 一 県 土 整 備 部 住 宅 課 の 表 中 「住宅課 」 を 「住宅政策課 」 に 改 め る 。 

別 表 第 二 (1
)

一 般 事 務 の 表 第 十 一 号 の 項 中 第 十 六 号 を 第 十 七 号 と し 、 第 十 五 号 を 第 十 六 号 と し 、 第 十 四 号 を 第 十

五 号 と し 、 第 十 三 号 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。 

14 勤務時間規則第 12 条の規定による
介護休暇の指定期間の指定  

                      

(1) 本庁の部長職に係るもの   ○                   

(2) 次長及び本庁の次長職に係る
もの 

    ○                 

(3) 本庁の課長及び本庁の課長職

（課に置かれるものを除く。）に
係るもの 

      ○               

(4) 地域機関の所長及び室長並び
に地域機関の次長職及び課長職

（室に置かれるものを除く。）に
係るもの 

            ○         

(5) (1)から (4)までに掲げる職以
外の職に係るもの  

                      

イ 本庁に係るもの          ○             

ロ 地域機関に係るもの                ○       

別 表 第 二 (1
)

一 般 事 務 の 表 第 三 十 号 の 項 第 四 号 中 

「  

4  条例第 21 条第 1 項の規定による諮

問 

        ○             
  を 

                                           」 

「  

4  条例第 21 条第 1 項の規定による諮
問 

    ○                

に 改 め 、 同 表 

                                          」 

第 三 十 一 号 の 項 第 八 号 中 

「  

8  条例第 43 条第 1 項の規定による諮
問 

        ○             
  を 

                                           」 

「  

8  条例第 43 条第 1 項の規定による諮

問 

    ○                

に 改 め る 。 

                                          」 

 別 表 第 二 (3
)

契 約 の 締 結 そ の 他 支 出 を 伴 う 事 務 の 表 第 七 号 の 項 中 「2 億円 」 を 「3 億円 」 に 改 め る 。 

別 表 第 三 受 任 事 務 決 裁 事 項 環 境 生 活 部 長 の 表 第 二 号 の 項 第 六 号 中 「第 11 条 」 を 「第 21 条 」 に 、 「第 8 条 」 を 「第

18 条 」 に 、 「第 9 条 」 を 「第 19 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 五 号 中 「第 10 条第 3 項 」 を 「第 20
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条第 3 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 号 と し 、 同 項 第 四 号 中 「第 9 条 」 を 「第 19 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と

し 、 同 項 第 三 号 中 「第 8 条 」 を 「第 18 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 五 号 と し 、 同 項 第 二 号 中 「第 4 条第 3 項 」 を 「第

14 条第 3 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 四 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「第 3 条 」 を 「第 13 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三

号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。 

1  条例第 5 条の規定による指定管理
者の指定の申請の告知  

    ○             

2  条例第 8 条の規定による指定等の

告示 

  ○         

 別 表 第 三 受 任 事 務 決 裁 事 項 環 境 生 活 部 長 の 表 第 三 号 の 項 第 七 号 を 同 項 第 九 号 と し 、 同 項 第 六 号 中 「第 11 条 」 を

「第 21 条 」 に 、 「第 8 条 」 を 「第 18 条 」 に 、 「第 9 条 」 を 「第 19 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 第 五

号 中 「第 10 条第 2 項 」 を 「第 20 条第 2 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 七 号 と し 、 同 項 第 四 号 中 「第 9 条 」 を 「第 19

条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 六 号 と し 、 同 項 第 三 号 中 「第 8 条 」 を 「第 18 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 五 号 と し 、 同

項 第 二 号 中 「第 4 条第 2 項 」 を 「第 14 条第 2 項 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 四 号 と し 、 同 項 第 一 号 中 「第 3 条 」 を 「第

13 条 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 三 号 と し 、 同 号 の 前 に 次 の よ う に 加 え る 。 

1  条例第 5 条の規定による指定管理

者の指定の申請の告知  

    ○             

2  条例第 8 条の規定による指定等の
告示 

  ○         

附 則 

１ こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 九 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 表 第 三 受 任 事 務 決 裁 事 項 環 境 生 活 部 長 の 表 第

二 号 の 項 及 び 第 三 号 の 項 の 改 正 規 定 は 平 成 三 十 年 四 月 一 日 か ら 、 次 項 の 規 定 は 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 

２ 三 重 県 総 合 博 物 館 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 二 十 九 年 三 重 県 条 例 第 三 十 号 ） 附 則 第 二 項 に 規 定 す る 指

定 及 び そ れ に 関 し 必 要 な 手 続 そ の 他 の 行 為 並 び に 三 重 県 立 美 術 館 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 二 十 九 年 三

重 県 条 例 第 三 十 一 号 ） 附 則 第 二 項 に 規 定 す る 指 定 及 び そ れ に 関 し 必 要 な 手 続 そ の 他 の 行 為 は 、 こ の 規 則 の 施 行

前 に お い て も 、 こ の 規 則 の 別 表 第 三 受 任 事 務 決 裁 事 項 環 境 生 活 部 長 の 表 第 二 号 の 項 及 び 第 三 号 の 項 の 規 定 の 例

に よ り 行 う も の と す る 。 

 

医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に

公 布 し ま す 。 

 平 成 二 十 九 年 三 月 三 十 一 日 

三 重 県 知 事  鈴  木  英  敬   

三 重 県 規 則 第 四 十 五 号 

医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 

医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 七 年 三 重 県 規 則 第 十

二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。 

 「        

  氏  名       

         

第 四 号 様 式 中      を   

         

    年  月  日生     

     」    

「        

 氏  名       

        

     に 改 め る 。   

    性  別 男・女     

     年  月  日生     

    」    

附 則 

 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 
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